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 本県の農業は、多彩な地形や気候、豊富な地下水などの豊かな自然環境のもと、農業者のたゆ

まぬ努力により営まれており、多種多様な農産物を育む魅力ある産業です。 

 

 農業経験を持つ私は、知事就任直後から農業を県政の重要課題と位置付け「稼げる農業」を旗

印に、全国に先駆けた農地集積の推進や「くまもとの赤」による県産農産物のブランド化などに

よるＰ（価格）、Ｑ（生産量）、Ｃ（コスト）の最適化に先頭に立って取り組み、本県の生産農業

所得は知事就任時から大幅に増加しました。 

 

 しかし、熊本地震から復興の歩みを進めている中、新型コロナウイルスの感染拡大に続き、令

和２年７月豪雨では球磨川流域はかつてない程の打撃を受けるなど、いわば“トリプルパンチ”

に見舞われています。 

 

このような中、今回策定した「熊本県食料・農業・農村基本計画」では、令和２年７月豪雨や

新型コロナウイルス感染症等の逆境を乗り越え、加えて、農家の高齢化等による担い手の不足や

激甚化・頻発化する自然災害、ＴＰＰ１１をはじめとするグローバル化の進展など、本県農業を

取り巻く状況をしっかりと見据えたうえで、稼げる農業の確立と魅力と活力あふれる持続可能な

農村づくりとを車の両輪として農業・農村施策の展開を加速化し、未来につながる魅力あふれる

「くまもと農業」の実現を目指すこととしています。 

 

熊本の農業の発展によって、県民の皆さまが、安全・安心で、誇りに満ち、未来への夢と希望

にあふれ、「県民総幸福量の最大化」を実感できるよう全力で取り組んで参ります。 

 

本計画の実現は、経済的な豊かさだけでなく、農村地域の活性化、ひいては県土全域の均衡あ

る発展にも寄与するものであり、農業者をはじめ県民総参加で、くまもとの食、農業、農村の維

持発展に取り組む必要があります。県民の皆様におかれましては、施策の推進に対する一層の御

理解と御協力をお願いします。 

 

令和３年（2021年）年２月 

熊本県知事 
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■ はじめに（計画の策定に当たって） 

 

１ 策定の背景 

平成 28 年(2016 年)４月の熊本地震により本県の農業生産基盤は、甚大な被害を受

けました。このような中、平成 28 年(2016 年)12 月に熊本県食料・農業・農村計画（平

成 28 年熊本地震からの復旧・復興と「世界と戦えるくまもと農業」の実現）を策定し、

着実に復旧・復興を進めるとともに、農業の競争力強化や中山間地域の振興を図るた

め、様々な施策を展開してきました。 

具体的には、全国に先駆けて取り組んだ農地集積と農地の受け皿となる地域営農法

人の育成に一体的に取り組む中で、100ha 規模の大規模法人が 13 法人設立されまし

た。  

また、いちご「ゆうべに」や水稲「くまさんの輝き」など、オリジナル品種の開発・

普及や販売強化により本県農産物の更なるブランド化が図られたほか、農林水産物の

輸出額は、令和元年度(2019 年度)目標の 60 億円を平成 30 年度(2018 年度)から２年

連続で超えました。 

さらに、担い手の確保については、就農相談、研修から定着まで、切れ目のないサ

ポートを展開し、認定新規就農者数は全国トップ、認定農業者数は全国３位となって

います。 

加えて、「くまもと農業経営塾」や「くまもと農業アカデミー」等の充実により、ト

ップリーダーの育成や農業者のスキルアップを図りました。 

このほか、中山間地域対策として、柱となる所得や担い手の確保、農地の基盤整備

などを総合的に推進する「中山間農業モデル地区」を 32 地区設定し、生産条件が厳し

い中でも意欲的な取組みが展開されています。 

このように、様々な施策を展開した結果、熊本地震により甚大な被害を受ける中に

あっても全国第６位の農業産出額を維持しています。 

一方で、本県は、平成 28 年熊本地震からの復旧・復興にある中、令和２年(2020 年)

に国内において発生が確認された新型コロナウイルス（SARS-CoV-2）による県民生活

や地域経済への影響や、令和２年７月豪雨災害とトリプルパンチの状況にあります。 

また、人口減少社会の進展による農業・農村の担い手の減少、地球温暖化等ととも

に頻発化・激甚化する自然災害への対応、さらには、ＴＰＰ１１、日ＥＵ・ＥＰＡ、

日米貿易協定等（以下「ＴＰＰ１１等」という。）の発効による農産物自由化の進展な

ど、農業・農村には大きな不安要素が存在します。 

そこで、今回、新型コロナウイルス感染症への対応と令和２年７月豪雨からの復旧・

復興を進めるとともに、激動する時代の変化に柔軟に対応しながら、本県農業・農村

を引き続き、維持・発展させるため、これまでの計画を見直し、目指すべき姿に向け

重点的に取り組む課題や施策を示していくこととします。 

 

２ 計画の期間 

この計画は、「新しいくまもと創造に向けた基本方針」と歩調を合わせた農業・農村

に係る具体的な振興計画として、令和５年度(2023 年度)までを計画年度とします。 
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また、計画に基づく取組みの進捗状況を把握するため、各論の第２章「目指す姿の

実現に向けた取組み」に示す政策課題ごとに目標を設定しています。 

なお、令和２年７月豪雨からの復旧・復興に最優先に取り組むとともに、新型コロ

ナウイルス感染症対応に万全を期す中で、状況に応じた柔軟な施策展開と施策目標値

の運用を図っていくこととします。 

 

３ 県民の皆さまとの協働 

食料・農業・農村を取り巻く諸課題は、農業者だけでなく、消費者など県民の皆

さまの十分な理解を得た上で県民一人ひとりの行動によって解決していく必要が

あるものです。さらに、食料安全保障や農業・農村が有する多面的機能など、都市

部の住民にも本県の農業・農村が果たす役割をしっかりと理解してもらうことが重

要です。   

したがって、この計画は、本県の農業・農村の維持、発展に向け、農業者をはじ

め県民総参加で取り組む方向性を示す指針であるとともに、県民の皆さまに対する

メッセージとしての性格を持っています。 
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○ 令和２年(2020 年)７月３日から 31 日にかけて、日本付近に停滞した前線の影響で、

暖かく湿った空気が継続して流れ込み、各地で大雨となり、人的被害や物的被害が発

生し、気象庁では、甚大な災害をもたらしたこの一連の大雨について、災害の経験や

教訓を後世に伝承することなどを目的として「令和２年７月豪雨」と名称が定められ

ました。 

１（１）７月３日からの降水量 

○ 令和２年(2020 年)７月３日に東シナ海の梅雨前線上に低気圧が発生し、４日未明に

は九州北部地方に進み、４日未明から朝にかけて本県南部を中心に局地的に猛烈な雨

や非常に激しい雨が降りました。 

○ 熊本地方気象台からは、４日４時 50 分に天草・芦北地方、球磨地方、宇城八代に大

雨特別警報が発表され、この大雨で１時間降水量では牛深（天草市）及び一勝地（球

磨村）の２地点、３時間降水量では牛深（天草市）を含む７地点、６時間降水量では

田浦（芦北町）を含む９地点、24 時間降水量では湯前横谷（湯前町）を含む７地点が

観測史上１位の値を更新しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１（２）農林水産関係被害の状況 

○ 広範囲に降った大量の雨が球磨川や佐敷川等へ流れ込み、大氾濫を引き起こすとと

もに、大雨により各地で土砂崩れも発生し、死者数 65 名、行方不明者数２名の人的被

害や、全壊や半壊など 5,914 棟の住家被害、166 集落の孤立、804 路線の道路被害など

県全体の被害総額は 5,330 億円（令和２年(2020 年)1 月 24 日現在)と、昭和以降に発

生した災害のうち、熊本地震に次ぐ規模となりました。 

○ 農林水産関係では、約 1,019 億円（確定：令和２年(2020 年)11 月４日）の被害が発

生しました。 

○ 農業分野では、田・畑における土砂流入や法面崩壊、農道・水路や農業機械施設等

の損壊、水稲や葉たばこの冠水による農作物への被害等が発生しました。 

第１章 くまもと農業・農村の今 

１ 令和２年７月豪雨による農林水産関係被害 

■ 期間降水量の期間最大値 
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 ■令和２年７月豪雨による農林水産関係被害額（確定） 

 
  

主な被害状況 被害額

農作物関係
葉たばこの冠水、水田の土砂流入、農業用機械の損
壊、農舎・畜舎等の損壊　等

約106億円

田・畑の法面崩壊、農道・水路の損壊　等 約406億円

林業関係 山腹崩壊、林道の法面崩壊　等 約505億円

水産関係 ヤマメ等のへい死・流出、養殖施設の損壊　等 約3億円

約1,019億円合　計

項目

農地・農業
用施設
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（単位：億円）

影響額（R2年） 影響額（R2年）

1～12月 11･12月 1～10月 1～12月 11･12月 1～10月

農産物 22.3 3.1 19.2 畜産物 49.9 0.3 49.6

花き 9.0 1.1 7.9 牛肉 42.3 0.0 42.3

レタス 0.9 0.9 0.0 天草大王 2.0 0.3 1.7

メロン 2.5 0.5 2.0 馬肉 5.6 0.0 5.6

いぐさ・畳表 2.5 0.4 2.1 水産物 39.0 3.9 35.1

キャベツ 0.2 0.2 0.0 養殖魚 32.4 3.0 29.4

すいか 6.2 0.0 6.2 天然魚 6.6 0.9 5.7

茶 1.0 0.0 1.0 全体 111.2 7.3 103.9

(資料)県農林水産部調べ

品目 品目

 

 

２（１）新型コロナウイルス感染症 
○ 新型コロナウイルス感染症は、令和２年（2020 年）１月に国内において発生が確認

されて以来、13 カ月余りで国内では感染者が 38 万人を超え、県内でも３千人を超え

ている状況です。 

  

２（２）県産農林水産物への影響 
 ○ 農林水産業においては、令和２年（2020 年）４月の緊急事態宣言による冠婚葬祭や

各種イベント等の中止・縮小による花きの需要減退や、インバウンドの減少や外出自

粛等による牛肉やメロンをはじめとする高級食材の需要低迷など県産農林水産物へ

111.2 億円（令和２年(2020 年)１月～12 月）の影響が生じています。 

 

 

 

  

２ 新型コロナウイルス感染症の農林水産物への影響 

■ 新型コロナウイルスＰＣＲ検査陽性者数の推移（日単位） 

■ 新型コロナウイルスによる県産農林水産物への影響額 
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３（１）農業産出額  
○ 農産物などの価格に生産量を乗じた農業産出額は、平成２年(1990 年)の 4,016 億円

をピークに長らく下落傾向が続き、2,984 億円（平成 18 年(2006 年)）まで減少しま

したが、以降、増加に転じています。近年、主食用米や工芸農作物の作付け減少が見

られる一方、野菜、肉用牛及び生乳生産の伸びや畜産物価格の上昇等によって平成 30

年 (2018 年)の農業産出額は 3,406 億円（全国第６位）となっています。 

〇 品目別の産出額は、野菜が 36％、畜産が 34％、米が 11％、果実が 9％と一部品目へ

の偏りが少なくバランスが良いことが本県の特徴となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

３ くまもと農業の概況 

■ 農業産出額の推移 
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３（２）全国に占める熊本県農業の地位 
 ○ 主要農産物の生産量で見ると、全国１位の品目が多数（トマト、すいか、不知火類

（デコポン）、葉たばこ、いぐさ、宿根カスミソウ）あり、その他多くの品目が全国的

にも上位にあります。 

 

■主要農産物の収穫量・飼養頭数 

 

  順位 割合(%)

ト マ ト (H30) 千ｔ 724.2 207.0 137.2 1 19.0

す い か (H30) 千ｔ 320.6 ･･･ 46.9 1 14.6

不知火類 (デコポン) (H29) 千ｔ 51.1 ･･･ 19.6 1 38.4

葉たばこ（販売量） (R元) 千ｔ 16.8 7.8 2.8 1 16.7

い ぐ さ (R元) 千ｔ 7.1 7.1 7.1 1 99.2

宿 根 カ ス ミ ソ ウ (H30) 千本 49,600 ･･･ 17,300 1 34.9

な す (H30) 千ｔ 300.4 64.0 31.7 2 10.6

し ょ う が (H30) 千ｔ 46.6 ･･･ 5.4 2 11.6

な つ み か ん (H29) 千ｔ 32.2 ･･･ 6.8 2 21.1

く り (H30) 千ｔ 16.5 3.6 2.6 2 15.6

ト ル コ ギ キ ョ ウ (H30) 千本 98,300 ･･･ 11,800 2 12.0

カ リ フ ラ ワ ー (H30) 千ｔ 19.7 ･･･ 2.2 2 11.0

メ ロ ン (H30) 千ｔ 152.9 ･･･ 22.1 2 14.5

い ち ご (H30) 千ｔ 161.8 ･･･ 11.2 3 6.9

乳用牛（飼養頭数） (R元) 千頭 1,332.0 105.3 43.7 3 3.3

肉用牛（飼養頭数） (R元) 千頭 2,503.0 913.6 125.3 4 5.0

うち褐毛和種（あか牛） (R元) 千頭 22.2 16.0 15.4 1 69.4

う ん し ゅ う み か ん (H30) 千ｔ 773.7 242.9 90.4 4 11.7

ア ス パ ラ ガ ス (H30) 千ｔ 26.5 ･･･ 2.0 4 7.4

か ん し ょ (R元) 千ｔ 748.7 ･･･ 19.3 6 2.6

荒 茶 (R元) ｔ 81,700.0 ･･･ 1,270.0 7 1.6

小 麦 (R元) 千ｔ 1,037.9 144.7 18.5 9 1.8

豚 （ 飼 養 頭 数 ） (R元) 千頭 9,156.0 1,879.0 277.1 11 3.0

大 豆 (R元) 千ｔ 217.8 20.4 3.1 14 1.4

水 稲 (R元) 千ｔ 7,762.0 696.4 160.8 16 2.1

（資料）農林水産省「作物統計」､「野菜生産出荷統計」､「果樹生産出荷統計」

　　　　　「野菜生産出荷統計」､「果樹生産出荷統計」､「畜産統計」、「花き生産出荷統計」他　　　　　「花き生産出荷統計」､「畜産統計」他

　注２）主要農産物の生産量の欄の「・・・」は、主産地他県のみ調査されている作物。　（順位は主産地県中の順位）

熊本県の全国に占める

　注１）品目右側の（　）は、収穫量及び飼養頭数の調査対象年

単 位 全 国 九 州 熊 本 県
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米 273,500 227,500 204,100 202,200 187,500 178,000 178,100 175,500 176,200 94%

トマト 68,600 75,500 85,300 98,900 125,700 126,000 129,300 128,200 137,200 109%

すいか 116,300 106,500 60,700 59,900 54,200 52,000 48,700 47,000 46,900 87%

なす 26,300 31,200 32,600 30,600 33,600 31,700 30,700 31,400 31,700 94%

メロン 74,600 53,000 32,200 28,800 24,200 22,500 21,600 20,200 22,100 91%

いちご 10,600 14,100 13,200 12,900 11,600 10,900 10,200 10,300 11,200 97%

みかん 133,100 95,200 101,000 81,700 94,900 74,800 84,000 85,700 90,400 95%

不知火類 5,090 12,166 15,460 16,269 19,584 15,493 18,831 19,605 22,344 114%

なつみかん 22,371 17,420 12,120 9,324 9,273 7,916 7,034 6,808 7,668 83%

くり 4,248 3,102 1,878 3,063 2,840 1,099 2,140 2,880 2,570 90%

なし 11,174 13,645 11,617 7,155 9,284 6,080 6,386 6,960 6,711 72%

生乳（生産量） 242,287 265,823 276,412 241,911 245,969 252,647 249,740 245,387 251,178 102%

肥育牛 － － 101,100 96,100 76,100 71,600 68,040 71,570 71,450 94%

肥育豚 241,500 246,000 － － 258,300 － 239,900 245,600 233,800 91%

（資料）農林水産省「野菜生産出荷統計」「牛乳乳製品統計」「畜産統計」ほか、県農林水産部調べ

（単位：ｔ、頭）

H7 H12 H17 H22 H26 H27 H28 H29 H30 H30/H26

３（３）主要農産物の収穫量の推移 
○ 主要農産物の収穫量の推移を見ると、時代のニーズに合わせた生産の傾向が見え

てきます。米やすいかは、近年減少傾向にあるのに対し、トマトや不知火類は拡大

傾向にあり、ともに全国１位の収穫量を誇っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３（４）生産農業所得 
 ○ 農業産出額から物的経費を控除し、補

助金などを加算した生産農業所得は、長

らく下落傾向が続いていましたが、平成

21 年(2009 年)の 879 億円を底に増加に

転じ、平成 30 年（2018 年）は 1,395 億

円（九州第２位、全国第５位）となり、

前年から約 99 億円増加（対前年比 7.6%

増）しています。 

 

 

３（５）県内総生産 
○ 県内で１年間の農業生産活動によって生み出された付加価値を示す県内総生産は、

平成 29 年(2017 年)において 1,735 億円となっています。 

近年は、中間投入額（コスト）が微増であるものの、産出額（農業）は増加基調で

推移し、県内総生産も、平成 21 年(2009 年)を底に増加基調を維持しています。 

 

 

 

 

 

 

  

■ 主要農産物の収穫量推移 

■ 生産農業所得の推移 

■ 農業の県内総生産（名目）の推移
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３（６）食料自給率 

○ 本県の食料自給率は、平成 30 年度(2018 年度)において、カロリーベースで 59％と

なっており、近年は、60％程度で推移しています。 

   また、生産額ベースでは、微増傾向で推移しており、平成 30 年度(2018 年度)にお

いて 157％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３（７）魅力ある新たな品種の開発 
○ 農業研究センターでは、水稲、野菜、果樹、

畜産分野において、「ゆうべに」（いちご）、「熊

本ＥＣ１２」（かんきつ）など、多くの本県オ

リジナル新品種を開発・選定し、普及組織や関

係団体と一体となって、普及及び新たな産地づ

くりを進め、高品質な農産物づくりに取り組ん

でいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

３（８）農業生産工程管理（ＧＡＰ）への取組み 
○ ＧＡＰは「食品安全・環境保全・労働安全」

に対する意識を高め、効率的で持続的な農業

を実現する取組みで、本県のＧＡＰ認証経営

体数は、平成 29 年（2017 年）のくまもと県版

ＧＡＰ認証制度創設を機に、飛躍的に増加し

ています。 

 

 

 

 

ゆうべに（いちご） くまさんの輝き（水稲） 熊本 EC１2（かんきつ） 重波
し げ な み

泉
いずみ

（褐毛和種） 

■ 種苗法に基づく品種登録数の推移 

■ 食料自給率の推移 

■ 県内のＧＡＰ認証数 
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３（９）農産物価格指数と農業生産資材価格指数 
○ 農産物価格指数は、「全体」で見ると、

緩やかな上昇傾向が認められます。 

 品目別に見ると、平成 27 年(2015 年)

以降は、米は大きく上昇する一方で、果

実や花きは緩やかな上昇傾向を示し、畜

産はほぼ横ばいのまま推移しており、品

目ごとの傾向に差異があります。 

○ 農業生産資材価格指数は、「全体」で見

ると、直近では、横ばいで推移していま

す。 

  農業生産資材のうち、畜産用動物の指

数は特に大きく上昇し、また飼料も平成

28 年(2016 年)以降上昇傾向であり、農

産物価格指数を上回る上昇は、農業経営

の大きな圧迫要因となっています。 

 

 

 

 

 

３（10）集出荷施設の再編整備 
 ○ 県内 26 カ所の農産物関係の集出荷施設を地域や品目を超えて 14 カ所に再編整備

し、選果・流通に係る「Ｃ：コストの削減」に取り組んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３（11）畜産クラスター 
○ 畜産分野においては、畜産が盛んな地域を中心に地域一体となって畜産の収益性を

向上させるため、中心的な経営体への施設整備や機械導入に取り組んでいます。 

 

  

上益城地域において地震で被災した
施設を再編・統合（平成 29 年度） 

県北地域において瓜類、その他品目
の選果機を再編整備（令和元年度） 

(左)ＪＡ菊池（ｷｬﾄﾙﾌﾞﾘｰﾃﾞｨﾝｸﾞｽﾃ-ｼｮﾝ） 
菊池地域において肥育素牛安定供
給のために整備（平成 29年度） 

(右)ＪＡあしきた畜産ｸﾗｽﾀｰ協議会 
（肉用牛繁殖牛舎）芦北地域にお
いて、地域の中心的な経営体への
施設を整備（平成 28 年度） 

■ 農産物価格指数の推移 

■ 農業生産資材価格指数の推移 

(2019 年度) 

(2017 年度) 

(2017 年度) 

(2016 年度) 
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４（１）人口ピラミッド 
〇 本県における総人口は、平成 17 年(2005 年)10 月 1 日現在からの 10 年間で約 56 千

人減少し約 1,786 千人となっている一方で、人口に占める 65 歳以上の割合は、10 年

間で 5.1％上昇し、総人口の約３割を占めており、高齢化が進展しています。 

 また、全国における 65 歳以上の割合は、26.3％（平成 27 年(2015 年)10 月１日現

在）であり、本県は全国よりも 65 歳以上の割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
４（２）農家戸数、基幹的農業従事者人口ピラミッド 

○ 平成27年(2015年)の総農家戸数は

58,414 戸（全国 14 位）、基幹的農業

従事者数は、65,209 人（全国４位）

と全国でも上位にあるものの、いず

れも減少傾向にあります。 

また、高齢化も進展しており、65歳

以上の農業従事者数の占める割合が

56.3％となっています。 

本県農業を支える担い手の構造は

脆弱化が進んでおり、将来を担う農業者の確保がますます重要となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ くまもとの人口推移、農業の担い手 

65 歳以上 

37,802 人 

(46.1％) 

65 歳以上 

36,721 人 

(56.3％) 

65 歳以上 

437,244 人 

(23.7％) 

65 歳以上 

511,484 人 

(28.6％) 

■ 人口ピラミッド 

■ 総農家戸数及び農業従事者数の推移 

■ 基幹的農業従事者の人口ピラミッド 

（資料）農林水産省「2005 年農林業センサス」、「2015 年農林業センサス」 

（資料）総務省「平成 17 年国勢調査」、「平成 27 年国勢調査」 
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４（３）新規就農者 
○ 新規就農者は、近年は減少傾向で推

移し、平成 30 年（2018 年）は 428 人

となっています。 

○ 親元就農者（新規学卒者及びＵター

ン就農者）が減少傾向にある一方で、

他産業からの新規参入者が増加傾向

にあるなど就農ルートに変化が見ら

れます。 

○ また、農業法人への就職による就農

や農業参入企業に雇用された就農者

数は、近年は 200 人程度を推移し、

就農の形態も多様化しています。 

○ 農業次世代人材投資事業(旧青年就

農給付金)を新規就農者への支援策

として積極的に推進してきた結果､

その活用実績は、全国第１位（経営

開始型は同１位、準備型は同３位）

となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４（４）企業などの農業参入 
○ 企業などの農業への参入は、平成

21年(2009年)及び平成27年(2015年)

の農地法改正により企業等の農業参

入が容易になったことなどから、県

内では、平成21年(2009年)4月から

平成30年度(2018年度)末までに189

件の参入がありました。 

○ 農業への参入は、農業の新たな担

い手としてだけではなく、地域にお

ける雇用の創出、耕作放棄地の解

消、地域の活性化など様々な効果が

期待されています。 

 

■ 新規就農者の推移 

■ 新規就農者に占める事業の活用状況（Ｈ30年(2018 年)5 月～Ｈ31 年(2019 年)4 月の間の新規就農者）

■ 企業などの農業参入の推移 

うち
　50歳未満

合計
（重複除く）

準備型① 経営開始型②

※受給者の合計人数は、①準備型、②経営開始型の重複を除く実人数

全体

農業次世代人材投資事業活用状況

新規就農者 241 222 90 30 82

3

Uターン 55 46 7 2 6

新規学卒 34 34 5 3

73新規参入 152 142 78 25
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４（５）認定農業者 
○ 本県農業の担い手の中核である認

定農業者は、平成 30 年(2018 年)が

10,971 経営体であり、北海道、新潟県

に次ぐ全国３位となっています。認定

農業者数は横ばい傾向ですが、そのう

ち法人経営体数は増加傾向にありま

す。 

 

４（６）地域営農組織 
○ 米、麦、大豆を中心とした土地利用

型農業における生産組織は、作業受託

組織が中心でしたが、平成 19 年度

(2007 年度)から開始された国の対策を

機に、生産及び経営を一体的に行う協

業・法人形態の地域営農組織が増加し

ました。近年の組織数は、組織の再編・

統合等により減少しているものの、地

域営農組織の法人数は年々増加してい

ます。 

 

 

４（７）農業法人 
○ 農業法人は、農業生産や雇用創出、

雇用就農者の生産・経営能力習得な

ど、本県の農業に大きく貢献してい

ます。経営の多角化や安定化を図る

有効な手段として法人化を推進して

きた結果、年々増加し、平成 30 年度

(2018 年度)末で、1,151 法人まで増

加しています。このうち、農地の所有

権取得が可能な農業法人（農地所有

適格法人）は 567 法人となっていま

す。 

 

業 種 別 
飲食・食品関連業 62、卸売・小売業 25、建設業 17、製造業 15 
農業機械・建設機械販売業 7、JA3、その他 60 

県 内外別  県内企業 147、県外企業 42 

参入形態別 農地所有適格法人(旧農業生産法人)100、一般法人 89 

参入地域別 県央 56、県北 74、県南 43、天草 16 

■ 参入企業(189 件)の内訳 

■ 認定農業者の推移 

■ 地域営農組織の推移 

■ 農業法人の推移 
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４（８）外国人材 
○ 農業や林業における外国人材は年々増

加傾向にあり、令和元年(2019 年)10 月

末現在では、3,424 名が農業及び林業に

従事しています。 

 特に、ベトナムやフィリピン国籍の外

国人材の増加が顕著となっています。 

○ また、平成 31 年(2019 年)４月に創設

された在留資格「特定技能」について

は、令和元年(2019 年)10 月末現在で 10

名が農業分野に従事しています。 

 

 

４（９）女性農業者 
○ 農業就業人口のうち、女性が占める割

合は約半数を推移している状況です。一

方、女性認定農業者数は、平成 30 年度

(2018 年度)末で 1,435 人と年々増加して

います。 

  その中でも、夫婦共同申請を行う女性

農業者が増えている状況にあります。 

 

 

 

  

■ 外国人材の国籍別雇用状況（農業、林業） 

■ 女性認定農業者の推移 

■ 農業就業人口の推移 
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５（１）耕地面積 
○ 耕地面積は、近年、緩やかな減少が続

いており、令和元年(2019 年)は、110.7

千 ha(田 68.1 千 ha、畑 42.6 千 ha)とな

っています。 

 

 

 

 

５（２）耕作放棄地の現状 
○ 県内の耕作放棄地は、12,460ha（平

成 27 年(2015 年)）と５年前（平成 22

年(2010 年)）に比べて、土地持ち非農

家における耕作放棄地面積の増加に

より 428ha 増加したものの、全体の面

積の増加幅は縮小傾向にあります。 

 

 

 

５（３）農地集積の状況 
○ 農地集積は、生産性向上と農地の次世代への継承を目的として、令和５年度(2023

年度)までに全農地の８割（86,800ha）を担い手に集積することとし、平成 24 年度

(2012 年度)から、年間 2,100ha を目標に取り組んでいます。 

知事のリードによる県民運動の展開や、平成 28 年度(2016 年度)からの「集積促進

地区(担い手への集積率８割を目指す地域)の指定などにより、着実に農地集積が進ん

でいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 農業の生産基盤 

■ 耕作放棄地の推移 

■ 耕地面積の推移 

■ 農地集積面積の推移 
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５（４）水田の活用状況 
○ 水田の有効活用は、需要に見合った主食用米の生産と非主食用米等への転作を通じ、

適正な米価の維持、米農家の経営安定を図っており、非主食用米の推進による不作付

地の解消を進めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５（５）農地の整備状況 
○ 農用地区域内の水田（約 58,600ha）

は、令和元年度(2019 年度)末現在で、

全体の約７割に当たる 38,575ha の整

備が完了しています。 

 

 

 

 

５（６）農業水利施設 
○ 農業用ダムをはじめ頭首工や農業用水路など、多くの農業水利施設が設置されてお

り、特に、広大な農地が広がる海岸部の平坦地には、排水対策のための機場が多数設

置され、農業のみならず地域の安全・安心を担っています。 

○ 一方、既に耐用年数を超えた施設も多く、老朽化による機能低下が進行している状

況にあります。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 水田の活用状況 

■ 水田の区画整理の推移 

箇所数等

① 8箇所

144箇所

うち受益面積100ha以上 30箇所

③ 約570km

④ 約210km

⑤ 167箇所

⑥ 2,340箇所

基幹的農業排水路

排水機場

ため池

（資料）県土地改良施設ストック実態調査他

　　※基幹的農業用用排水路とは受益面積が100ha以上のもの
　　※頭首工については、法河川や準用河川に設置されているもので

　　　 水利権（許可、慣行）を有しているもの

施設名

農業用ダム

②
頭首工

基幹的農業用水路

■ 主な農業水利施設の現状 ■ 排水機場の設置箇所数（経過年数別） 
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６（１）自然災害 
○ 平成 28 年熊本地震では過去最大の被害(農業被害額：約 1,353 億円)、令和２年７

月豪雨では県南地域を中心に過去２番目となる被害(農業被害額：約 512 億円)が発生

するなど、大雨や暴風、高潮、火山噴火等による農業災害が頻発しています。近年、

自然災害が頻発化、激甚化しており、今後も農業災害の頻発、被害の増大が懸念され

ます。 

                       

 

 

〇 施設園芸が盛んな本県では、台風等に

よる被害を軽減させる取組みとして、気

象災害に強いハウスの導入を積極的に進

めており、令和元年度(2019 年度)末現在

の設置面積はハウス面積全体の約１割に

あたる 496ha にまで拡大しています。 

 

 

 

 

６（２）農業共済の加入状況 
○ 農業共済は、自然災害への備えとして

加入を働きかけているところですが、そ

の加入率は共済の種類によって大きな違

いがあります。 

○ また、平成 31 年(2019 年)１月から法制

化された収入保険制度については、平成

31 年(2019 年)の加入者数は 869 件、令和

２年(2020 年)の加入者数は 1,378 件(令

和２年(2020 年)９月末現在)と増加して

います。 

 

６ 自然災害の発生状況 

■ １時間降水量 50mm 以上の年間発生回数 

※１ H28 年熊本地震及びその後の豪雨等の被害 162,111 百万円の内訳 
農作物・ハウス等の被害：67,268 百万円 
農地・農業用施設の被害：94,844 百万円 

■ 気象災害に強いハウス整備の推移（耐候性強化型ハウス） 

■ 農業共済の加入率の推移 

■ 農業気象災害の被害額推移 

※１ 

（年度） 
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７（１）県産青果物の流通 
○ 本県で生産された青果物は、主に県外の大消費地へ出荷されています。熊本県経済

連及び熊本県果実連の共販実績によると、施設野菜の主要６品目について、トマト、

ミニトマト、すいか、メロンは関東を中心に出荷されており、いちごは関西を中心に

出荷されています。また、なすは関東及び中京へ出荷されています。 

 

〇 主要果実については、果実連の共販実績によると、かんきつ類は関東や関西などの

大都市中心の出荷となっており、くりでは加工用途の多い中京や九州中心の出荷とな

っています。 

 

  

７ 農産物の流通 

■ 主要野菜の地域別出荷割合（平成 30年(2018 年)） 

■ 主要果樹の市場別出荷割合（平成 30年(2018 年)） 
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７（２）農業関連産業 
○ 農産物の加工、農産物直売所に加

え、観光農園、農家民宿、農家レスト

ランなど農業関連産業の販売実績は

近年拡大しており、平成30年度(2018

年度)の販売金額は771億円となって

います。 

また、1,700 ある事業体における従

事者数は 12,600 人であり、地域の大

きな雇用の場となっています。 

 

 

 

 

７（３）くまもとブランドの認知度 
○ 平成 24 年度(2012 年度)からスター

トした「くまもとの赤」ブランドの認

知度は、農業団体や県内企業等の自主

的な取組みも定着し、令和元年度（2019

年度）の認知度は３割程度確保を維持

しており、「赤の加工品」登録は 353 品

に達しています。 

 

 

 

 

７（４）食と農への県民理解 
○ 平成 21 年(2009 年)３月に「くまもと地産地消推進県民条例」が制定され、県内農

産物等への理解促進を深め、地域活性化を促進し、県民の郷土愛をはぐくむ取組みを

進めてきた結果として、県民の地産地消に対する関心は高い水準を維持していること

がうかがえます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 農業生産関連事業の販売実績の推移 

■ 「くまもとの赤」の認知度 

■ 地産地消の関心度 
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○ 「食育」に対する認知度は高いレベルで維持されており、引き続き、食育を通じた

食生活の改善など知識を生活に活かすための活動の継続が求められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７（５）県産農産物の輸出 
○ 本県の農産品の輸出は、近年急増しており、香港、シンガポール、台湾、アメリカ

などに対し、令和元年度(2019 年度)は牛肉､いちご、牛乳、かんしょを中心に、14 億

81 百万円の実績となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国名 品目名 

香港 牛肉、いちご、加工品、牛乳、かんしょ、米、梨 

シンガポール 牛肉、加工品、かんしょ、牛乳 

台湾 牛肉、加工品、梨、牛乳、米 

アメリカ 牛肉、加工品 

カナダ 牛肉 

    （資料）県農林水産部、観光戦略部調べ 

（注）１品目あたり百万円以上の輸出額を掲載 

■ 県産農産物の主な輸出国と輸出品目（令和元年度(2019 年度)） 

■ 県産農産物の輸出額の推移 

■ 食育の認知度 
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８（１）中山間地域の概況、担い手の状況 
○ 本県の中山間地域は、県土面積の４分の３を占め、総人口の５分の１が住んでいま

す。 

○ また、農家戸数は県全体の約半分を占め、それ以外の地域と比較して、農家の割合

が高く、地域を支える大きな存在となっています。 

○ 一方で、経営耕地面積は県全体の約４割にとどまる一方、耕作放棄地面積は県全体

の６割を占めています。 

○ このように生産条件が不利な中山間地域も農業振興を図るうえでは、重要な地域と

なっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 主要な担い手である基幹的農業従事者（65,209 人）においても、中山間地域の割合

が 37.8％（24,678 人）であり、平坦地域と比較するとその年齢構成は、65 歳以上の

割合が 63.1％と高齢化が進んでいる状況です。 

 

  

８ くまもとの農村（中山間地域） 

■ 中山間地域と平坦地における基幹的農業従事者の年齢構成 

65 歳以上 

21,153 人 

(52.2％) 

65 歳以上 

15,568 人 

(63.1％) 

■ 中山間地域の占める割合 
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８（２）中山間地域等直接支払制度の状況 
○ 中山間地域等における農業生産の維

持を通じて水源かん養などの多面的機

能を確保するため、平成 12 年度(2000 年

度)から直接支払交付金が交付され、平

成 27 年度(2015 年度)から「農業の有す

る多面的機能の発揮の促進に関する法

律」に基づく制度となり、令和２年度

(2020 年度)からは第５期対策に取り組

んでいます。 

 

 

 

〇 各地域において、交付金を活用した 

農業基盤の整備、集落営農の取組み、都市

と農村の交流など、むらづくりへの自主

的な取組みにつながり、耕作放棄地の発

生防止にも大きな役割を果たしていま

す。 

 

 

 

 

 

８（３）多面的機能支払（農地・水・環境保全向上対策）の状況 
○ 農村における農地や農業水利施設等の生産基盤の保全管理と農村環境の向上を図

るため、平成 19 年度(2007 年度)から農家と非農家が一体となった共同活動の取組み

を支援する「農地・水・環境保全向上対策」が開始されました。 

この取組みは、平成 27 年度(2015 年度)から「農業の有する多面的機能の発揮の促

進に関する法律」に基づく制度として多面的機能支払に引き継がれました。 

○ 取組面積は増加傾向を示しており、地域ぐるみで行う草刈、水路の泥上げ、農道や

ため池の補修等の共同作業などの活動に加え、景観や生態系の保全、異常気象時の応

急措置等の多様な活動が実施されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 中山間地域等直接支払制度の状況（集落協定数、参加農家数） 

■ 中山間地域等直接支払制度の状況（実施面積カバー率） 

■ 多面的機能支払事業の取組状況と組織数 

0% 
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８（４）地下水と土を育む農業の取組み 
（グリーン農業の推進） 
○ 熊本の宝であるきれいで豊かな地下水と肥沃な土を農業の力で守り育むことを目的

として「熊本県地下水と土を育む農業推進条例」を平成 27(2015 年)年 4 月に施行し

ました。 

○ 地下水と土を育む農業の一環として、「くまもとグリーン農業」を推進しており、く

まもとグリーン農業を実践する生産宣言者は、平成 23 年度(2011 年度)の制度発足以

降、順調に増加しています。 

〇 くまもとグリーン農業は、阿蘇や天草地域において特に盛んに取り組まれており、

全県的な推進によって更なる拡大が期待されています。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（減化学肥料・農薬の取組み） 
○ 肥培管理の研究や肥料・農薬の開

発、適正施用の推進等を通じ、化学肥

料・化学農薬の使用量を大きく削減し

ています。 

 

 

 

 

（堆肥の広域流通） 
○ 地域資源である家畜排せつ物由来の堆

肥の利活用を図るため、耕種地帯と畜産

地帯の連携を進めるとともに、堆肥処理

技術の高度化、品質向上に取り組んだ結

果、地域を越えた広域的な堆肥の流通が

増加しています。 

 

 

 

■ くまもとグリーン農業生産宣言者数（令和２年(2020 年)3 月現在） 

■ 堆肥の広域流通量の推移 

■ くまもとグリーン農業生産宣言が取り組む認証制度等 

■ 化学肥料と化学農薬の流通量の推移 

（資料）県農林水産部調べ、農林水産省「2015 農林業センサス」 
（）内は、各地域における販売農家戸数に占める割合 
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８（５）鳥獣による農作物の被害の状況 
○ 鳥獣による農作物被害は、増加し続けていましたが、地域における様々な被害防止

対策に取り組んだ結果、平成 22 年度(2010 年度)をピークに減少基調にあり、令和元

年度(2019 年度)は約 5.3 億円まで減少していますが、依然として高い水準で推移して

います。 
   鳥獣害別では、被害額の４～５割を占めるイノシシによる被害額が近年、減少する

一方で、鳥類による被害額が増加する傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

８（６）都市と農村の交流 
○ 都市と農村の交流は、農村の自然景観、伝統芸能・食文化等の多様な資源を活用し、

都市と農山漁村それぞれに住む人々がお互いの地域の魅力を分かち合い、理解を深め

るために重要な取組みです。 

○ 県内の都市農村交流施設の来訪者総数は、近年、年間500万人程度で推移しており、

平成 30 年度(2018 年度)は、540 万人余となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 鳥獣による農作物の被害金額の推移 ■ 作物別被害金額（令和元年度(2019 年度) 

合計額 

529,651 

千円 

■ 都市農村交流施設の来訪者数 
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１ 令和２年７月豪雨からの復旧・復興 

令和２年７月豪雨は、７月３日から４日にかけて、芦北・球磨地域を中心に観測史上

１位の 12 時間降水量により、河川の氾濫や土砂災害等が発生し、県南地域に甚大な被

害をもたらしました。この災害により、多くの尊い命が失われ、住家被害や交通インフ

ラにも多くの被害が発生しました。また、住家被害に加え、農林水産業、製造業、観光

業をはじめとする地域経済や公共施設も甚大な被害を受けました。 

特に、農業では、田・畑における土砂流入や法面崩壊等が 11,023 箇所（確定：令和

２年(2020 年)11 月４日）確認されているのをはじめ、農道及び水路等の損壊、ハウス

や畜舎などの損壊、さらには、葉タバコの冠水による被害や園地崩壊による果実への被

害など農作物にも被害が生じました（第１章１（１）（２））。 

県では、これからの復旧・復興への取組みを、迅速かつ強力に進めていくため、復旧・

復興の段階に応じて変化する課題や業務等を全庁的に統括する「球磨川流域復興局」を

設置しました。今後は、この「球磨川流域復興局」と連携の下、被災市町村の一日も早

い復旧・復興に全力で取り組んでいく必要があります。 

 
２ 新型コロナウイルス感染症など新たな感染症への対応 
  世界中に感染が拡大している「新型コロナウイルス（SARS-CoV-2）」は、令和２年(2020

年)１月に国内において発生が確認され、国においては、国民の生命を守るため、水際で

の対策、まん延防止、医療の提供等の対策が講じられましたが、感染経路の不明な患者

が増加している地域の散発的な発生や一部の地域における感染拡大が見られたため、令

和２年(2020 年)４月 16 日に新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づき、全都道府

県に緊急事態宣言が発出されました（第１章２（１））。 

  新型コロナウイルス感染症拡大が長期化することで、県内に限らず国民生活や地域経

済は大きな影響を受けています。 

  農業においては、インバウンドの減少やイベント自粛等に伴い、和牛やメロン等の外

食向けの高級食材や花きなどの需要減少により、農業者や食品産業事業者が大きな影響

を受けたことから、継続した国内需要の喚起と消費拡大に向けた対応が求められていま

す（第１章２（２））。   

また、営農活動においては、農林水産省において新型コロナウイルス感染者が発生し

た時の対応及び事業継続に関する基本的ガイドラインが策定され、農業者、畜産事業者、

食品産業事業者が感染拡大の予防と社会経済活動の両立を持続的に可能とするための対

策が講じられました。 

本県では、緊急事態宣言が令和２年(2020 年)５月 14 日に解除されましたが、感染拡

大の収束が見通せない状況にある中、このガイドラインに基づき、農業関係者は『新し

い生活様式』の実践と自主的な感染防止のための取組みが求められるとともに、県産農

林水産物の需要回復・消費拡大に向けて行政、農業団体、農業者等が一体となった取組

みが一層求められるところです。 

第２章 くまもと農業・農村を取り巻く情勢と課題 
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３ 消費者ニーズの多様化と経済のグローバル化 
人口減少が進展する中、我が国の食料消費は、量的拡大から質的向上にシフトしてい

ます。また、単身世帯の増加や女性の社会進出、ＩＣＴ（Information and Communication 

Technology）の急速な拡大等によるライフスタイルの変化を背景に、中食・外食化など

の食の簡便化志向の高まりやネット販売による購入など、食事のあり方や購入形態の多

様化がますます進展する一方で、原産地表示や遺伝子組換え農産物に係る食品表示への

消費者の関心は高く、食の安全・安心に対する消費者ニーズは引き続き高いものがあり

ます。 

本県は、熊本地震以降も農業産出額全国第６位（最新値：平成 30 年(2018 年)）を堅

持する農業県であり、野菜、畜産、米、果実等をバランスよく生産していることが最大

の特徴です（第１章３（１）～（６））。 

多様化する消費者のニーズに的確に対応するため、本県が全国に誇れ、生産現場が夢

を描ける魅力ある新たな品種や生産技術の開発など、食の安全・安心の確保に向けた消

費者に信頼される農産物生産に向けたたゆまぬ努力が必要です（第１章３（７）（８））。 

また近年、ＴＰＰ１１等の発効により、急速に経済のグローバル化が進展しています。

これらの協定により、我が国は、世界全体のＧＤＰの約 59％、人口 13.4 億人の巨大な

市場を構築することになり、このかつてない市場が本格的に動きだすことで、経済を取

り巻く国際環境は新たなステージに入りました。 

巨大な新市場において、経済協定の効果を最大限に活かし、県内農業の更なる成長が

見込める一方で、本格的な人口減少・高齢化により、国内消費の減少が想定され、海外

からの輸入農産物等の関税引き下げ等により、本県の基幹産業である農業、特に畜産業

への影響が懸念され、「農業者の痛みの最小化」、「強い農業の実現」「この状況をチャン

スに変える」という３つの観点から、中長期的視点に立った施策の推進が求められます。 

このため、県内農業者が持つ可能性と潜在力を最大限発揮できる環境を整え、高品質

な県産農産物を求める海外への需要や、多様化する国内消費者ニーズへの対応、市場価

格や生産資材価格の変動等へ対応できるよう県内農業の生産基盤を強化する必要があ

ります。 

県では、これまで品質や商品力向上等による「Ｐ（price）：価格の上昇」、収量の向上

や生産体制の整備等による「Ｑ（quantity）：安定した生産量の確保」、生産・集出荷施

設の再編等による「Ｃ（cost）：コストの削減」により、「ＰＱＣの最適化」を進めてき

ました。今後とも、急速に発展しているスマート農業の積極的な推進等により「ＰＱＣ

の更なる最適化」を図り、県内農業者の所得向上に資する時代の変化に対応した「稼げ

る農業」の取組みを推進し、未来につながる魅力あふれる「くまもと農業」を実現して

いく必要があります（第１章３（９）～（11））。 

 

４ 進展する人口減少・高齢化社会 
 我が国の人口は、平成 20 年（2008 年）をピークに減少に転じており、今世紀半ばに

は１億人を下回ると予測されています。人口減少は、生産力の低下や消費市場の規模縮

小といった経済への影響に留まらず、社会基盤の弱体化による地域社会の維持・存続が

危ぶまれるなど、日本全体の深刻な問題となっています。 
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本県においても、平成 17 年(2005 年)からの 10 年間で高齢化率（65 歳以上）は、5.1％

上昇し、平成 27 年(2015 年)には 28.8％と全国平均の 26.3％を 2.5％も上回っており、

その後も全国を上回るスピードで、人口減少と少子・高齢化に伴う生産年齢人口（15～

64 歳）の減少、老年人口（65 歳以上）割合の拡大が進んでいます（第１章４（１））。 

このことにより、各地域における労働力不足が深刻化し、特に、中山間地域等の農村

部では過疎化の進行による後継者不足など、地域経済活動等の存続が懸念されます。 

また、農業の担い手について、農家戸数や基幹的農業従事者は全国上位の農業県であ

る本県においても、平成 27 年(2015 年)の基幹的農業従事者の平均年齢（64.3 歳）は、

平成 17 年(2005 年)の 60.4 歳から 3.9 歳も上昇し、かつ 65 歳以上の従事者が全体の過

半を超える 56.3％を占めており、今後さらに急速に高齢化が進展することが見込まれ、

人口減少社会がますます進展する中にあっては、他産業との人材獲得競争はこれまで以

上に激化することが想定されます（第１章４（２））。 

このため、次代を担う新規就農者や参入企業等の確保・育成に向けた支援、認定農業

者等の戦略的な経営に取り組む担い手や地域営農組織の育成、農業生産現場や集出荷施

設等における外国人材や女性・障がい者等をはじめとした多様な人材の安定的な確保が

課題です（第１章４（３）～（９））。 

さらには、担い手の高齢化や減少が進展する状況においても、生産基盤の脆弱化を防

ぎ、本県の農業・農村を持続的に維持・発展させていくためには、担い手の確保・育成

と併せて、地域の農地や農業用施設、優れた農業技術等を次代の担い手へ円滑に継承し

ていくことも重要です。 

また、近年、急速に発展しているＩＣＴやＡＩ等を活用したスマート農業技術は、農

業者の減少が見込まれる状況下においても、省力化による生産性の向上など、本県農業

の発展へ大きく寄与することから、この技術の導入・フル活用を進めるとともに、農地

集積・集約化、基盤整備、高収益作物導入等も併せて取り組むことが重要です。 

 

５ 農地・農業用施設等の社会資本ストックの劣化 
  農地、基幹的農業水利施設、防災施設、農道、農業集落排水施設等の農業部門におけ

る社会資本ストックは、高度成長期以前から、一般の社会資本に先駆けて整備されてき

ました。 

  しかしながら、全国の傾向と同様、本県でも耕地面積は年々減少するとともに、土地

持ち非農家の耕作放棄地面積の増加など、農業生産基盤の脆弱化が進んでいます（第１

章５（１）（２））。 

このため、農地集積・集約を促進するとともに農地整備を進め、水田の有効活用のみ

ならず畑や樹園地においても生産基盤の強化を図り、農地の適切な利用を図っていく必

要があります（第１章５（３）（４））。 

  また、本県では、特に広大な農地が広がる海岸部の平坦地には、排水対策のための機

場が多く整備され、農業用のみならず、地域の安全・安心も担っていますが、これらの

多くが耐用年数を超え、整備後 30 年を超える排水機場が４割存在するなど、老朽化によ

る機能低下等、農業生産基盤の脆弱化が懸念されます（第１章５（５））。 

  農業水利施設等についても、農業用水の安定的な確保と高度な水利用を実現し、農産

物生産量の維持・向上を支える重要な役割を果たしていることから、これらの計画的な
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更新・整備や機能強化が必要です（第１章５（６））。 

なお、農業生産基盤の強化のためには、農業協同組合や土地改良区等の農業者の生産

活動を支える農業団体の経営基盤や活動の充実・強化も不可欠です。 

 

６ 気候変動の影響と頻発する自然災害 
 温暖化に伴う地球規模の気候変動について、気候変動に関する政府間パネル（ＩＰＣ

Ｃ）の第５次評価報告書では、今後、世界平均気温が上昇するにつれて、極端な高温が

増えることはほぼ確実であり、熱帯や中緯度地域で大雨の頻度が増す可能性が非常に高

いと指摘されています。 

日本における気候変動の将来予測においても、年平均気温は上昇し、大雨の頻度が増

える一方で、降水日数の減少、さらに非常に強い台風は増加し、日本近海まで勢力を比

較的維持したまま到達する可能性があるとされています。既に災害の頻発化・激甚化の

傾向が見られており、今後もその傾向がさらに進展することが懸念されています（第１

章６（１））。 

農業分野においては、既に影響が見られる米やかんきつの品質低下、暑熱環境下にお

ける家畜の生産性低下に加え、今後さらに温暖化が進むことで、果樹をはじめとする農

産物の栽培適地の変化や穀物収量の低下などが予測されています。 

加えて、平成 28 年熊本地震や阿蘇山、桜島の火山活動に伴う降灰、平成 30 年(2018

年)に国内で 26 年ぶりに発生した豚熱やアジアで発生しているアフリカ豚熱、平成 26

年(2014 年)及び平成 28 年(2016 年)に本県においても発生し、令和２年(2020 年)11 月

の香川県での初発後１シーズン当たり過去最大の被害をもたらした高病原性鳥インフ

ルエンザ等の家畜伝染病の発生など、予測困難な自然災害等の発生は、県内農業へ甚大

な被害をもたらす可能性が危惧されます。 

これらに対応するためには、災害に強い農業・農村の創生に向けたハード・ソフト両

面からの防災・減災対策や、気象災害に強い品種や技術の開発・普及、災害等に備えた

セーフティネットの加入促進、家畜の飼養衛生管理基準の遵守や防疫体制の整備・強化

等が必要です（第１章６（２））。 

 

７ 流通の多様化と販売力の強化 
本県の主要農産物の約４割が首都圏、約３割が関西圏に出荷されています（第１章 

７（１））。 

特に主産品であり、かつ、全国上位の生産量を誇るトマトやかんきつ類は、主に関東

や関西等の大消費地へ出荷されていることから、首都圏をはじめとする消費者ニーズの

変化を的確に捉えた生産・供給体制の構築や、「くまもとの赤」ブランドの農産物を筆頭

に、各地域・品目におけるブランド戦略の展開に加え、消費者の食のニーズに柔軟かつ

安定的に応えることができる産地づくりや新たな販路の開拓による販売力の強化が重

要となります。 

また、販売力の強化のためには、６次産業化による高付加価値化や魅力ある農産加工

品づくり、「食と農」の大切さへの理解促進、地産地消・食育の拡大等を着実に進めるこ

とも重要です（第１章７（２）～（４））。 

人口の減少・高齢化に伴い国内消費は減少傾向が見込まれる一方で、ＴＰＰ１１等に
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よる経済のグローバル化が進むことで、人口の増大が今後も見込まれる中国やアジア圏

において高品質な県産農林水産物を求める需要の伸びが見込まれ、また、世界の食関連

市場は拡大傾向にあり、海外における日本食や日本の食文化への関心が高まる中、成長

する海外の市場への県産農産物のますますの輸出拡大が期待されます（第１章７（５））。 

 
８ 重要性が増す中山間地域等の振興 

本県の中山間地域は、県土面積の７割以上、経営耕地面積の約４割を占めており、１

万７千戸を超える販売農家が、豊かな自然環境のもとで地域の特色を活かした生産活動

を行っており、県内の農業振興に欠かせない地域です（第１章８（１））。 

県全体として持続可能な農業・農村の振興を図るためには、中山間地域等におけるむ

らづくりのリーダーとなる人材育成や樹園地集積等の地域ぐるみで取り組む農地・農業

生産基盤の維持、条件不利地域における地域の特色を活かした農業所得向上に向けた取

組み支援等が重要となります（第１章８（２））。 

また、中山間地域は、水源涵養や国土保全、景観形成、食文化の継承など多面的機能

を有し、その利益は広く県民が享受しており、これらの多面的機能を次世代へと引き継

ぐためには、集落機能の維持に向けた取組みや熊本の豊富な地下水と土を育む農業への

取組みも大切です（第１章８（３）（４））。 

農村振興を図るうえで欠かすことができない地域として重要である一方、生活条件や

営農条件が厳しいことから、人口減少や高齢化が平坦地と比べて進んでいる状況にあり、

耕作放棄地の更なる増加や鳥獣被害の深刻化が懸念されます。 

このため、地域ぐるみによる効果的で実効性のある被害防止対策や、新たな食文化で

ある「くまもとジビエ」のブランド化等による総合的な鳥獣害防止対策が求められます

（第１章８（５））。 

一方、都市に住む若者を中心に、新たな生活スタイルを求めて農山村に人が移り住む

「田園回帰」等の動きが見られるようになっており、この流れを活かして、都市から人

を呼び込むとともに、中山間地域の豊かな自然環境や魅力ある資源を活かして、県内外

の多くの人々のあこがれの場として、また生活の拠点、農業生産活動の場としてしっか

りと未来に引き継ぐことで、魅力ある中山間地域を創生し、中山間地域の更なる振興を

図る必要があります（第１章８（６））。 

  これらの課題の解決にあたっては、家族経営や農業法人、地域営農組織など規模の大

小を問わず、意欲ある農業者が自らの創意工夫を最大限発揮できるように配慮すること

も重要です。 
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１ 農業・農村の目指す姿 

本県農業は、豊かな自然、多様な生産条件のもと、多くの意欲ある農業者の努力により

米、野菜、果樹、畜産をはじめ多彩な農産物がバランスよく生産されており、これらの農

産物は、世界に誇れる私たちの大切な「宝」です。 

また、首都圏などへの食料を供給する地域としての役割を果たすとともに、農業産出額

は全国上位にあるなど、本県経済においても、農業関連産業と合わせて重要な基幹産業で

す。 

これまで、全国に先駆けた農地集積の取組みや広域農場の設立などにより、「ＰＱＣの最

適化」を進め、「稼げる農業」の実現に向け取り組むとともに、アジアを中心とした農産物

輸出など需要フロンティアの拡大にも着実な実績を挙げてきました。 

しかしながら、本県は、平成 28 年熊本地震、新型コロナウイルス感染症拡大による県民

生活や地域経済等への影響、令和２年７月豪雨とトリプルパンチに見舞われています。 

加えて、担い手の減少・高齢化が今後急速に進展することが予想され、本格的な人口減

少社会の到来による「農業・農村の担い手の減少」よって、中山間地域を中心に社会基盤

の弱体化による地域の経済活動やコミュニティの維持・存続が危ぶまれるなど、農業・農

村の将来は大変厳しい状況にあります。 

また、ＴＰＰ１１等、国際的な経済連携協定の発効に伴うグローバル化の更なる進展に

より、国内経済全体としては利得が大きいとされる一方、農業県である本県にとっては、

農業・農村の将来に影響を及ぼすことが懸念されます。 

このような時代の変化に直面する中、本県の基幹産業である農業と農村が将来にわたり

持続的に発展していくためには、生産基盤の強靱化を礎とした「ＰＱＣの更なる最適化」

による農業所得の最大化の実現と、この取組みを実践する担い手への農地集積・集約化と

ともに、地域農業を支える人材を継続的に確保・育成していくことが必要です。 

また、農業者が減少・高齢化する中、本県農産物の生産を維持・拡大させ、農業産出額

を維持し続けていくためには、収量・品質の向上による農産物の生産性向上が重要です。

併せて、認定農業者をはじめとして農業法人や地域営農組織等、将来の本県農業を支える

担い手が効率的かつ安定的に農業経営を行えるよう、農地の８割が担い手によって利用さ

れる農業構造の確立も求められます。 

加えて、近年、頻発・激甚化する自然災害や家畜疾病等の被害等が、本県農業や農村へ

及ぼす影響を踏まえ、予防対応と発生時の迅速な対応などのリスクへ備えなければなりま

せん。 

さらに、県土の７割を占める中山間地域等は、人口減少社会の進行に歯止めをかけるた

めに重要な地域であり、生活の拠点、農業生産活動の場として、地域資源が多数存在する

中山間地域等の農山漁村を未来へしっかりと引き継いでいかなければなりません。 

第３章 くまもと農業・農村の目指す姿 
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一方、国際的な動きとして、2015 年９月の国連サミットにおいて「持続可能な開発のた

めの 2030 アジェンダ」が採択され、2030 年までを期限として 17 の持続可能な開発のため

の目標（SDGs）と 169 のターゲットが設定され、人類や地球にとって極めて重要な分野で

行動を促進するものです。この SDGs の取組みは、人々の意識や行動を大きく変えつつあ

り、農業・農村の持続的な発展のためにも、県としても SDGs に沿った取組みを進めていく

ことも求められています。 

そこで、「時代の変化に対応した稼げるくまもと農業の実現」と「中山間地域等における

魅力と活力があふれる持続可能な農村づくり」を２本柱とした農業・農村施策の取組みを

進め、「未来につながる魅力あふれるくまもとの農業の実現」を図ります。 

これらの施策に取り組んだ結果として、食料供給に対する県内生産の割合を示す本県の

食料自給率の見通しを国が行った予測計算方法に準じて、品目別の生産努力目標などに基

づき、生産額ベース、カロリーベースをそれぞれ試算しました。 

本県の食料自給率、品目別の生産努力目標及び生産努力目標を支える労働力の見通しと

しての担い手の構造展望は次のとおりです。 

 

〇本県の食料自給率 

 生産額ベース 

現 況 目標年 参考年 

平成 30 年度 

（2018 年度） 

令和５年度 

（2023 年度） 

令和 11 年度 

（2029 年度） 

157％ 158％ 161％ 
※現況（平成 30 年度(2018 年度)）は、国が公表した数値（概算値）。 

目標年（令和５年度(2023 年度)）及び参考年（令和 11 年度(2029 年度)）は県で試算。 

 

 カロリーベース 

現 況 目標年 参考年 

平成 30 年度 

（2018 年度） 

令和５年度 

（2023 年度） 

令和 11 年度 

（2029 年度） 

59％ 62％ 65％ 
※現況（平成 30 年度(2018 年度)）は、国が公表した数値（概算値）。 

目標年（令和 5年度(2023 年度)）及び参考年（令和 11 年度(2029 年度)）は県で試算。 
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〇 本県の品目別生産努力目標 
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〇 本県の担い手の構造展望 

 （本県の生産努力目標を支える労働力の見通し） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 農業・農村施策の展開方向 

（１）時代の変化に対応した稼げる「くまもと農業」の確立 

１）生産力・商品力・産地力の強化 

農業所得の確保と最大化のために、これまで取り組んできた「稼げる農業」に向け

た取組みを更に加速化させていきます。 

具体的には、農業所得（Ｐ×Ｑ－Ｃ）の最大化に向け、これまでの農地集積や生産・

集出荷施設の再編等の取組みを加速化させた上で、限られた労働力の中で、品質・収

量の向上及び生産性の高い農業経営の確立に向け、ロボット技術やＩＣＴ技術等の新

技術を最大限に活用できるよう、現場の実態に応じたスマート農業を積極的に推進し

ます。 

特に、ＴＰＰ１１等の経済連携協定の発効による影響が最も大きいとされる畜産分

野においては、経営体の強化に必要な施設整備や機械導入等を支援するとともに、育

種改良や新技術の導入及び経営規模拡大による生産効率の向上等、地域全体で収益性

の向上に取り組みます。 

このことにより、人口減少社会や経済のグローバル化の進展など、時代が変化する

中にあっても、生産性が高く（生産力）、高品質で魅力ある（商品力）産地づくりを地

域一体となって取り組み、持続可能で国際競争力のある農産物の生産体制（産地力）

 
 

 
 

 
 

 

 

労働力 70,779 人 

基幹的農業従事者（販売農家） 

59,791 人 

認定農業者 
10,971 経営体 

うち法人 935 経営体 

認定新規就農者 712 人 

常雇い労働者 

8,070 人 

外国人材 2,918 人 

経営耕地面

積の拡大

(1.66ha/

人)による

令和５年の

県内労働力

（見通し） 

65,446 人 

現行の経営耕地面積(1.57ha/人)で推移

した場合に必要とされる労働力（想定）

69,108 人 

基幹的農業従事者（販売農家） 

50,226 人 

認定農業者 
10,000 経営体 

うち法人 1,300 経営体 

認定新規就農者 750 人 

常雇い労働者 

11,220 人 

外国人材 4,000 人 

経営耕地面積 111,600ha 
（1.57ha/人） 

 

 
 

 

平成 30 年（2018 年） 令和５年（2023 年） １人当たりの 

経営耕地面積の拡大 
経営耕地面積 108,500ha 

（1.66ha/人） 
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の強化を図ります。 

 

２）担い手の確保・育成及び多様な“人財”の総結集 

農業者の減少・高齢化が今後、一層見込まれる中、本県農業を維持・発展させてい

くためには、経営規模や法人・家族の別など経営形態にかかわらず、新規就農者の安

定的な確保・育成と併せて、地域の経営資産と優れた農業技術を次世代に引き継いで

いくことが重要です。 

そのため、若い世代に農業の魅力を発信し、就農意欲の醸成を図るとともに、多様

化している就農形態に対し、就農相談から定着まで地域一体となったきめ細やかな支

援や経営資産と農業技術を次世代へ円滑に継承するための仕組みづくりを行います。 

また、地域の農地を守り農業を支える地域営農組織の法人化及び経営基盤の強化を

進めます。 

加えて、女性農業者の更なる活躍促進を図るとともに、農業参入企業に対し、相談

から参入、定着までの総合的な支援を行います。 

さらに、戦略的な経営に取り組む担い手に加え、農業生産現場や集出荷施設等で必

要な人材を安定的に確保するため、外国人材や障がい者等のあらゆる「人材」を、地

域の農業を支える宝と捉え、多様な「人財」の総結集による総合的な人材確保のため

の仕組みを構築します。 

 

３）経営力を高める農業生産基盤の強化 

稼げる「くまもと農業」の実現に向けた取組みを深化させるため、担い手への農地

集積・集約化や高収益作物の導入・定着化、農地の大区画化、汎用化、畑地化・高機

能化を推進します。 

また、農業生産の礎である農業水利施設の老朽化対策が課題となっている中、排水

機場などの基幹的農業水利施設の更新を計画的に行い、施設の長寿命化を図るための

戦略的な保全管理への取組みに加え、農業者を支える団体等の体制や活動の強化等を

支援します。 

 

４）国土強靱化の推進とリスク対応力の強化 

近年、激甚化する豪雨、台風、地震、火山噴火等による自然災害から、農業経営や

農村の暮らしを守るため、国土強靱化に向けた防災・減災対策を推進するとともに、

ハード・ソフトの両面から災害と向き合う体制を構築します。 

また、気象に左右されない生産体制を構築し、生産者の安定した所得確保のための

取組みを推進するとともに、減収や価格低迷等が発生した場合でも、農業保険制度等

の活用により、生産者が安心して経営を継続できる環境の整備を進めます。 

加えて、豚熱及びアフリカ豚熱、高病原性鳥インフルエンザ等をはじめとした悪性

家畜伝染病防疫対策として、飼養衛生管理基準の遵守徹底や発生を防ぐための体制強

化等に努めます。 
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５）県産農産物の販売力とサプライチェーンの強化 

多様化する国内外の消費ニーズを的確に捉え、生産部門と連携した供給体制の構築

を進めるとともに、県産農産物の認知度向上のため、引き続き「くまもとの赤」ブラ

ンドを中心としたＰＲ等に取り組み、ブランド力の向上と販路拡大を図ります。 

加えて、付加価値向上による農業所得向上のため、農業者と異業種の連携やマーケ

ットインの視点での農産物加工品の開発や販路開拓など６次産業化の取組みを推進す

るとともに、地産地消を推進し、県民の本県農業等への理解促進や県産農産物の消費

拡大等を図ります。 

また、県産農産物の輸出を推進するため、販路拡大支援や海外展開に向けた環境整

備等に取り組みます。 

 

（２）中山間地域等における魅力と活力あふれる持続可能な農村づくり 

１）中山間地域の特色を活かした多様な収入の確保と担い手づくり 

平坦地と比較して生産条件に恵まれていない中山間地域において、農業経営を継続

し地域を維持していくためには、農業を柱とした収入や複合的な収入による多様な所

得を確保・増大することが重要です。 

そのため、経営の柱となる作物の生産力強化や収益が見込める新規作物の導入、地

域の資源を活かした高付加価値化による所得確保を推進します。 

また、地域特性に応じた林業や水産業との組み合わせや観光・教育など他分野との

連携等による複合的な収入の確保に向けた取組みを進め、中山間地域の農業・農村の

生産・生活環境を維持し、持続可能な農村づくりに取り組みます。 

加えて、農地や農村社会の維持・継続にとって重要な地域営農組織の法人化を図る

とともに、経営基盤強化や人材育成に取り組みます。 

 

２）次世代に引き継ぐ生産環境の整備と農業・農村の多面的機能の維持・発揮 

農業所得の確保・増大に向けた取組みを進めるためには、基礎となる生産環境の整

備が不可欠であることから、地形条件や地元農家のニーズに応じたきめ細かな基盤整

備を進めていくとともに、農地の集積が遅れている樹園地を含む中山間地域において、

生産性向上のための基盤整備と連携した農地集積を促進します。 

また、棚田地域等の生産条件が厳しい地域においても、地下水涵養や自然環境の保

全、文化の伝承など農業・農村の持つ多面的機能を将来にわたり多くの県民が享受で

きるよう、広い世代での理解促進を図りつつ、集落の共同活動を活発化させ、農業・

農村における多面的機能の維持・発揮を図ります。 

   

３）魅力ある地域資源を活用した中山間地域等の振興 

中山間地域等の農山漁村には、豊かな自然や食文化、景観など多数存在する地域資

源を再認識し、最大限に活かすことによる中山間地域の活性化が期待されます。 

このため、多彩な地域資源を最大限に活かす「知恵」を導き出し、農業や雇用、生
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活等の拠点となる「スーパー中山間地域」の創出を目指すことにより、地域住民の誇

りの醸成と他地域からの「あこがれ」を創出し、本県の中山間地域全体の地位及び活

力向上を図ります。 

また、世界に認められた世界農業遺産やかんがい施設遺産など、これらの資源を有

効に活用し、地域の人々や関係団体が連携して地域資源を保全する取組みを推進しま

す。 

 

４）鳥獣被害防止対策とジビエ利活用の推進 

依然として高い水準にある野生鳥獣による農作物被害を軽減するため、地域の実情

に応じた「地域ぐるみの鳥獣被害対策」を推進するとともに、鳥獣被害防止対策を実

践・けん引する人材の確保・育成を図ります。 

加えて、有害捕獲されたイノシシやシカなどのジビエを地域資源として活用する

「くまもとジビエ」の取組みや「くまもとジビエ」のブランド化を推進します。 

 

 ■農業・農村施策と SDGs（持続可能な開発目標）との関連性 
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（１）令和２年７月豪雨からの復旧・復興プラン 

 県では、令和２年（2020 年）８月 21 日、知事を本部長とする「令和２年７月豪雨

復旧・復興本部」を設置し、これからの復旧・復興への取組みを、迅速かつ強力に進

めていくため、復旧・復興の段階に応じて変化する課題や業務等を全庁的に統括する

「球磨川流域復興局」を設置しました。 

また、流域住民等の意見やくまもと復旧・復興有識者会議による提言等を踏まえ、未

曾有の災害により、危機的な状況にある球磨川流域をはじめとした被災地域の一日も

早い復旧・復興に向けた喫緊の取組みと将来のビジョンを描いた「令和２年７月豪雨

からの復旧・復興プラン」（以下「復旧・復興プラン」という。）を同年 11 月 24 日に

策定しました。 

令和２年７月豪雨からの復旧・復興にあたっては、「①被災された方々の痛みを最小

化すること」、「②単に元に戻すだけでなく、創造的な復興を目指すこと」、「③復旧・

復興を熊本の更なる発展につなげること」からなる「復旧・復興の３原則」を基本と

し、「生命と財産を守り安全・安心を確保する」と「球磨川流域の豊かな恵みを享受

する」を基本理念と位置づけ、「愛する地域で誰もが安全・安心に住み続けられ、若

者が“残り・集う”持続可能な地域の実現」を目指し、復旧・復興の取組みを進めて

いきます。 

なお、「復旧・復興プラン」については、復旧・復興の進捗状況やその時々の地域の

実情を踏まえ、適宜、プランの取組みの見直しを行います。 

 

（２）農業の復旧・復興に向けた取組み 

「復旧・復興プラン」における、直ちに実施する喫緊の取組みと、中長期的な視点

で推進する主な取組みは以下のとおりです。 

  直ちに実施する喫緊の取組み 

新たな治水の方向性を踏まえた治水・防災対策 

  ○地域と連携した水田貯留機能のフル活用による「田んぼダム※」の推進 

   ・球磨川流域において、地域の関係する農家の協力を得て、「田んぼダム」に実験的

に取り組み、その結果を踏まえ、球磨管内の水田へ広く普及させ営農継続と水田

第１章 喫緊の課題への対応 

各 論 

１ 令和２年７月豪雨からの復旧・復興 
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の貯留機能のフル活用を推進します。 

 

   ※田んぼダムとは、田んぼに設置している排水桝の堰板を加工することで、水田に降った雨水を

一時的に貯留し、排水路や河川への流出を遅らせ、ピーク流量を低減させることにより、下流

域の浸水被害を抑制するもの 

 

  被災者・被災地域の１日も早い復旧・復興に向けた取組み 

  ○被災した農業者への営農再開等の支援 

   ・農業者に対する緊急支援として、いち早く金融支援制度を創設するとともに、ニ

ーズに応じて順次拡充します。 

   ・被災農業者の営農継続・再開に向け、機械やハウス等の再建、緊急的な畜舎消毒

や家畜の再導入、一時的な借地等を支援します。 

   ・農業者が共同で行う被災農地等の応急復旧のために多面的機能支払制度の活用を

推進します。 

  ○農地・農業用施設の早期復旧 

   ・被災した農地や、農道・水路等の農業用施設について、早期復旧に向け、国庫補

助事業等を活用し、速やかに復旧工事を実施します。 

 

   中長期的な視点での取組み 

   今後、５年、10 年先の将来を見据えて、「この地域に住み続けたい、移り住みたい」

と思える、持続可能な地域に向けた取組みの方向性を示し、取組みを進めます。 

持続可能な地域の実現に向けた将来ビジョン（目指すべき取組みの方向性） 

 （農地の大区画化による生産性の向上など稼げる農業の実現） 

  ○崩落土等の活用による大区画化の実現と「スマート農業」の推進 

   ・災害復旧を行う農地については、山地・河川の復旧等との調整を図りながら、復

旧工事に着手します。 

   ・また、復旧と合わせて地域の意向を踏まえ、山地崩落土等を活用した農地のかさ

上げや大区画を推進します。 

   ・地域に応じたスマート農業技術の導入成功モデルの創出に向けて、スマート農業

への取組みの推進や、農業者の合意形成による農地集積を図り、スマート農業モ

デル地区での実証に取り組みます。 

  ○くまもとグリーン農業推進 

   ・環境直接支払交付金事業の推進等を通じた取組み生産者の掘り起こしや、焼酎か

す由来の堆肥の施用をはじめとした地域資源利活用促進等を支援し、グリーン農

業の面的拡大と地域資源の活用促進を図ります。 

   ・グリーン農業生産技術の導入・普及支援等を通じてグリーン農業のネットワーク
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を構築し、グリーン農業の高度化と販売力の向上を図ります。 

   ・大都市を含めた販促活動やマッチング会の開催など、所得確保に向けたグリーン

農業農産物の販路開拓を支援します。 

  ○新規作物導入や産地拡大による新たな担い手の確保・育成 

   ・農地の復旧後を見据え、地元農業者等の意向を把握しながら、有望と考えられる

ズッキーニやニンニク、薬草等の新規作物の導入や新たなデコポン団地の創出、

「くまさんの輝き」作付け推進等による産地拡大を支援し、担い手の育成につな

げます。 

   ・経営資産の出し手と受け手の情報をデータベースとして構築し、マッチングや施

設整備等への支援により、新規就農者など新たな担い手の確保を図ります。 

  ○地域農産物等の販路拡大 

   ・球磨川流域における農産物対策として、県内の大学等と連携し、球磨川流域にお

ける農産物の流通及び地産地消の状況を調査します。また、産地と実需者のマッ

チングを図ります。 

   ・核となる直売所で構成する連絡会等を設置し、直売所実態調査や研修会等の実施

により直売所を結ぶ農産物の物流ルート構築等を支援します。また、地域内の余

剰農産物について、県外量販店等への販売を検討します。 

   ・農産物等の物流ルートの構築や販路拡大のため、商談会への出展機会の創出と出

展者への営業戦略等を支援します。 

   ・農業参入に意欲のある企業に対し、初期投資や規模拡大、６次産業化等に係る取

組みを支援します。 

  ○県南フードバレー構想の推進 

   ・県南地域の農産物の付加価値を高める「売れるモノづくり」や「新たな販路獲得」

を支援し、県南地域の復興と県南地域を支える農業の持続的な発展を目指します。 
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 新型コロナウイルス感染症等による本県農業・農村への影響を最小化しつつ、新型コロ

ナウイルス感染症を踏まえた農業生産活動等により、持続可能な農業・農村の実現に向け

て、以下の取組みを進めていきます。 

・「新しい生活様式」等の社会情勢の変化に対応しつつ、農産物の需要を回復させ、農業者

が安心して生産できるよう、生産力・商品力・産地力を強化し、基幹産業である農業の

持続的発展を図ります。 

・新たな品種の開発や生産技術の向上、農地等の基盤整備等によりＰＱＣの最適化を更に

進めるとともに、生産量日本一のトマトや熊本デコポン、地理的表示（ＧＩ）に登録さ

れた「くまもとあか牛」等の「くまもとの赤」、統一ブランド「くまもと黒毛和牛」など、

県産農産物の需要拡大を図ります。 

・地方回帰と一次産業に対する関心が高まる中、あらゆる多様な人材を地域の農業を支え

る宝と捉え、担い手の確保・育成を図ります。また、ＩＣＴやＡＩ、ロボット技術等を

活用した作業の効率化・省力化や栽培管理の自動化等により、人手不足解消や生産性向

上を推進するとともに、農業者の経験や知識、匠の技の「見える化」による収益性の高

い次世代型農業を展開します。 

・ポストコロナを見据え、外国人材が地域農業のパートナーとして活躍できるよう、外国

人材の受入れ・育成を促進し、外国人材に選ばれる「くまもと農業」を目指します。 

・地域の特色ある豊かな自然や景観、食文化、歴史等を活かして、農業・雇用・生活の拠

点となり、国内外の人たちが憧れ、住んでみたいと思うようなシンボル的な中山間地域

となる「スーパー中山間地域※」を創生するとともに、新型コロナウイルス感染症を契

機に機運が高まる田園回帰の受け皿として、多様な形で中山間地域等の農山漁村が関わ

るための環境整備を推進します。 

・中山間地域等直接支払等の日本型直接支払制度を活用した地域活動や、所得向上を目指

した高収益作物の導入、６次産業化、農観連携等の地域独自の取組みを支援します。 

・市町村等と連携し、地域資源の磨き上げや地域の魅力アップ等に取り組むとともに、情

報発信を強化し、都市と農山漁村との交流を促進するなど、熊本と多様な形で関わる関

係人口の創出に向けて取り組みます。 

 

※県内の中山間地域の情報発信基地（広告塔）となるような地域。国内外から本県への交流人口増加

に貢献するとともに、地域の看板商品の認知度が向上することで、他の中山間地域の農産物や加工

品等の売上げ増加等の波及効果が期待される。 

２ 新型コロナウイルス感染症など社会情勢の変化に対応した持
続可能な農業・農村の実現 

- 40 -



 
 
 
 

 総論で示したくまもと農業・農村の将来の方向等を見据え、農業を産業として強くし

ていく産業施策と持続可能な農村を目指す地域施策それぞれについて、取組方針を明ら

かにしつつ具体的方策に沿って取り組んでいきます。 

 なお、本章の取組みは、第１章の令和２年７月豪雨からの復旧・復興及び新型コロナ

ウイルス感染症の状況に応じて、随時見直しを図りつつ、柔軟に対応していくこととし

ます。 

 

 

 
（１）生産力・商品力・産地力の強化 

① スマート農業の導入による省力化・生産性の向上 

② スケールメリットを活かした大規模法人の新たな経営展開 

③ 生産・集出荷施設の再編 

④ 安全・安心で信頼・魅力のある商品づくり 

⑤ 現場・消費ニーズに対応した新品種、新技術の開発・普及 

⑥ 地域全体で取り組む畜産の収益性向上 

 

 （２）担い手の確保・育成及び多様な“人財”の総結集 

① 円滑な経営継承による担い手の確保 

② 多様な就農形態に対応した新規就農者の確保・育成 

③ 戦略的な農業経営に取り組む担い手の育成 

④ 地域営農組織の育成 

⑤ 企業などの農業参入の促進 

⑥ 外国人材等の確保・活躍 

⑦ 農福連携による活躍の場の拡大 

 

（３）経営力を高める農業生産基盤の強化 

① 担い手への農地集積の更なる加速化 

② 生産性向上に向けた基盤・施設の整備 

③ 農業団体の経営基盤・活動の充実強化 

 

 （４）国土強靱化の推進とリスク対応力の強化 

   ① 国土強靱化に向けた防災・減災対策の加速化 

第２章 目指すべき姿の実現に向けた取組み 

各 論 

１ 時代の変化に対応した稼げる「くまもと農業」の確立 
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   ② 自然災害・価格低迷等に対応したリスク軽減対策の推進 

   ③ 家畜伝染病侵入リスクを最小化する防疫体制の強化 

 

（５）県産農産物の販売力とサプライチェーンの強化 

① 県産農産物の販売力強化 

② ６次産業化等の推進 

③ 地産地消、食文化の継承 

④ 県産農産物の輸出推進 

 

 

 

 

（１）中山間地域の特色を活かした多様な収入の確保と担い手づくり 

① 中山間地域における柱となる所得の確保対策と先進事例の波及 

② 中山間地域を支える多彩な担い手の確保・育成 

 

 （２）次世代に引き継ぐ生産環境の整備と農業・農村の多面的機能の維持・
発揮 

① 中山間地域の実態に応じた基盤整備と農地集積の推進 

② 地域活動を柱とした多面的機能の維持・発揮 

③ 地下水と土を育む農業の推進 

 

（３）魅力ある地域資源を活用した中山間地域等の振興 

① 地域資源を活かした農村の活性化とスーパー中山間地域の創生 

② 交流や他分野との融合による地域活力の向上 

 

 （４）鳥獣被害防止対策とジビエ利活用の推進 

① 地域ぐるみの総合的な鳥獣被害防止対策の推進 

② 「くまもとジビエ」利活用の推進 

 

２ 中山間地域等における魅力と活力あふれる持続可能な農村づくり 
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ｗｓ 

 

 

 

 

人口減少社会にあって、誰もが農業に取り組みやすくなるロボット技術やＩＣＴ

（Information and Communication Technology）技術に加え、栽培環境や農作物の生育状

況など多種多様なデータを見える化し、スマート農業技術をフル活用することで、大幅な

省力化や生産性の飛躍的向上、高品質な農産物の安定生産を実現します。 

併せて、農業大学校や県内農業関係高校、メーカー等とも連携し、若い世代に向けて技

術を研鑽する機会を設けることにより、将来の担い手が農業の明るい未来を描けるよう、

スマート農業技術の理解を促進する取組みを実施します。 

コロナ禍における生産体制の安定化に資する技術の実装を加速化させ、次世代型農業先

進県を目指します。 

 

 

１ スマート農業機器を活用した研究・開発 

＜土地利用＞ 

・リモートセンシングデータと生育調査データの関連性を解明し、画像解析技術を活

用した水稲や麦の生育診断による収量及び品質の向上技術を開発します。 

・今後、導入と普及が期待されるドローンやアシストスーツ等について、中山間地域

等での立地条件下における導入効果や性能を明確にし、生産現場への導入を加速化

させる指標を作成します。 

＜園芸＞ 

・センシング技術を活用し、最適な栽培環境を判断する技術を開発します。 

・促成トマトの収量及び出荷予測の精度を向上させるため、ＩＣＴ技術等を活用した

技術を開発します。 

＜畜産＞ 

・搾乳ロボットや各種センサー等を活用した酪農体系やドローンを活用した省力的な

草地管理技術を確立します。 

・畜産分野の各種センサーやＩＣＴ技術等の導入効果の実証と、その最大化を図る生

産技術を開発し、マニュアルを作成します。 

 

２ 生産性の飛躍的向上や高品質農産物の安定生産のための実証と普及 

・生産者がスマート農業機械・機器を導入しやすい栽培環境の整備を進めるとともに、

国の事業等を活用した導入を推進します。 

＜土地利用＞ 

・大区画圃場における生産コスト削減等の効果を検証するため、一貫したスマート農

業技術の実証を行い、その技術に対応した圃場整備を推進します。 

・省力化や労働力不足解消に向け、自動給水栓の導入や、ドローン等による効率的な

防除技術の普及に取り組みます。 

具体的な方策 

（１）生産力・商品力・産地力の強化 

① スマート農業の導入による省力化・生産性の向上 

１ 時代の変化に対応した稼げる「くまもと農業」の確立  

取組方針（目指す姿） 
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・営農管理システムや自動給水栓を活用し、複数の圃場を一括して管理を行うこと

で、作業の効率化や生産性の向上を図り、大規模経営を推進します。 

＜野菜＞ 

・施設野菜では、ハウス内環境と匠の技の「見える化」によって栽培環境と技術の最

適化を図る高度な環境制御を推進します。 

・露地野菜では、スマート農業技術を検証しつつ、機械化一貫体系の導入により労働

負荷軽減、効率的な栽培技術の普及に取り組みます。 

・収穫作業や選果場等の軽労化のためアシストスーツの導入を推進します。 

＜果樹＞ 

・ドローン等の機械導入による防除や除草作業等の省力化・軽労化のため、樹園地の

基盤整備や機械の性能を発揮できる栽培様式の普及に取り組みます。 

・収穫作業等の軽労化のためアシストスーツの導入を推進します。 

＜花き＞ 

 ・計画的な出荷による出荷作業の効率化や栽培管理の省力化のため、切り花低温貯蔵

技術や自動環境制御システム等の導入を推進します。 

＜畜産＞ 

・スマート農業機械の導入効果を最大化するため、飼育環境や技術の改善を図りま

す。また、農業研究センターで開発した技術やマニュアルの実証を進めるととも

に、更なるスマート農業機械の導入を進めます。 

 

３ 農業担い手へのスマート農業の理解促進 

・スマート農業に関する経営指標の作成により、規模拡大や生産性向上に向けた技術

導入の費用対効果を明確にし、生産者がスマート農業を導入する際に判断が可能

となる環境づくりを進めます。 

・県内外の先進的な取組みを紹介するセミナーや最先端のスマート農業機器・技術フ

ォーラムを通じて、スマート農業の理解促進を図ります。 

 ・県内農業関係高校において、将来の担い手である高校生に対し、スマート農業に関

する授業の開催を支援します。 

・農業大学校と農業関係高校とが連携し、スマート農業技術を実習の中で体験するこ

とで、技術習得及び就農意欲向上に繋げます。 

・労働力の補完のため農業機械が大型化・複雑化する中、農作業安全の意識啓発や研

修会の開催により農作業事故防止を進めます。 

［目標］ 

※「スマート農業技術取組広域農場割合」の基準年は H30 年 

指標名 
基準年 

(R 元) 

目標年 

(R5) 

参考年 

(R11) 

スマート農業関連研究成果累積数（件） 

ドローンを活用した土地利用型農業防除面

積の割合（％） 

スマート農業技術取組広域農場割合(％)※ 

トマトの 10a 当たり生産量（t/10a） 

－  

5    

 

54  

16.6  

7  

13  

 

100  

17.4  

－  

25  

 

100  

－  
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 これまで広域農場が行ってきた生産体制に加え、「高密度播種」苗栽培などの低コスト技

術の導入を促進するとともに、少人数でも効率的に作業ができるＩＣＴ技術やスマート農

業機械導入による生産コスト削減、省力化効果検証を実施し、スケールメリットを最大限

に活かした経営展開に寄与する新たな取組みを実施します。 

さらには、実需者から要望の高い多収性品種の導入による経営の安定などを図るととも

に、露地野菜等高収益作物等の導入により収益性を高め、法人それぞれの特性に応じた新

たな経営展開を推進します。 

 そして、これまで培われてきた広域農場の経営理念と今後の新たな経営展開を県内全域

に波及させる「熊本広域農場構想」を推進します。 

 

 

 

１ 徹底したコスト削減・省力化の推進 

 ・実践的情報が不足しているスマート農業機械について、大区画圃場における生産コス

ト削減、省力化、収量・品質向上などの効果を検証し、県内で導入を進めるべきスマ

ート農業技術の検討を行います。また、その中で活用できるスマート農業技術や、そ

の技術に対応した圃場の整備及び農地集積・集約化、さらには水管理の省力化、高度

化を図る水利施設の整備等への支援を行います。 

 ・新たな高品質多収生産技術としてドローンなどによるセンシング技術を活用した生育

診断技術を開発し、収量と食味を両立できる栽培技術を確立します。 

・「高密度播種」苗栽培や畝立乾田直播栽培などの技術を確立し更なる低コスト・省力化

への支援や、栽培技術の指導などを行います。 

 ・作業の効率的な進捗管理やデータ蓄積による収量性の低い圃場の底上げなど、作業・

管理体系や圃場状態を「見える化」できる総合営農管理システムや農地情報図（ＧＩ

Ｓ）の活用を推進します。 

 

２ 新品目導入等による新たな経営展開 

 ・多収量品種米など実需者から要望の高い品種の導入支援を行い、業務用米や輸出用米

等への安定供給を推進し、法人所得の安定化に向けた取組みを支援します。 

 ・露地野菜や施設園芸など収益性の高い作物の導入や、飼料用米を利用した籾米サイレ

ージ・ＴＭＲ（完全混合飼料）の製造など経営の多角化による経営力の強化に向けた

取組みを支援します。また、露地野菜等では生産性の向上と高品質化を目指し、排水

性の悪い圃場への暗渠排水の整備も行います。 

 

取組方針（目指す姿） 

具体的な方策 

（１）生産力・商品力・産地力の強化 

② スケールメリットを活かした大規模法人の新たな経営展開 

１ 時代の変化に対応した稼げる「くまもと農業」の確立 
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［目標］ 

 

指標名 
基準年 

(H30) 

目標年 

(R5) 

参考年 

(R11) 

広域農場における水稲生産費（円/60kg） 

スマート農業技術取組広域農場割合(％)【再掲】 

業務用米や高収益作物等への取組広域農場割

合(％) 

9,005  

54  

38  

 

7,500  

100  

100  

 

7,500  

100  

100  
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 資材や施工費の高騰により建設コストが上昇していることから、農業用ハウスについて

は、経営収支等を踏まえた導入と長期利用を推進します。また、集出荷施設・選果施設に

ついては、ＪＡの枠組みを超えた広域利用を進めるとともに、出荷ピーク時における労働

力と施設のフル活用、長期活用を図ります。 

穀類共同乾燥調製施設及び茶工場については、コスト削減を図りながら需要の多様化に

対応できるよう、集荷・加工体制の再編・強化を進めます。 

 畜産においては、家畜・畜産物の生産・流通体制の再編等による産地力の強化を図りま

す。 

 

 

 

１ 生産施設や集出荷施設の長寿命化・フル活用 

・農業用ハウス施設については、品目や作型に応じた、防災にもつながるハウスを、農

業者の資金力を含め収支試算に基づいて導入を推進するとともに、ハウス補強等によ

る長寿命化を推進します。 

・大規模な共同利用施設については、施設・機械の有効利用、コスト低減につながるよ

うな機能向上・長寿命化整備を推進します。 

・コスト低減を図るために、産地における出荷規格や資材の統一への取組みを推進しま

す。 

 

２ 集出荷施設の再編・広域利用 

・穀類共同乾燥調製施設及び茶工場等については、産地が主体となった需要に応じた

生産による、品目・品種の変化に対応した施設の機能強化・再編整備を推進します。 

・園芸品目については、選果施設等の機能強化や自動化による安定した選果体制の構築

とともに、ＪＡの枠組みを超えた広域集荷体制・他品目利用による施設の広域利用を

推進します。 

・平坦部と高冷地等農繁期の異なる産地が連携し、余力がある選果場にモノを移送し選

果を行う、モノのマッチングを推進します。 

・地域の実情を配慮しつつ、家畜・畜産物流通体制の再編・整備等を推進します。 

 

 

 

 

 

取組方針（目指す姿） 

具体的な方策 

（１）生産力・商品力・産地力の強化 

③ 生産・集出荷施設の再編 

１ 時代の変化に対応した稼げる「くまもと農業」の確立 
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［目標］ 

 

指標名 
基準年 

(R 元) 

目標年 

(R5) 

参考年 

(R11) 

共同利用施設の長寿命化（箇所） 

集出荷施設等の再編・広域利用（箇所） 

０ 

13 

３ 

15 

 ４ 

15 
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くまもとの農産物の競争力を強めるため、安全・安心で信頼・魅力のある商品づくりに

取り組みます。 

そのため、ＧＡＰやＨＡＣＣＰの導入を推進し、食の安全を「見える化」すること、及

び主要農作物の種子を安定的に生産・供給し品質を維持すること、さらに、環境負荷の軽

減に取り組むことで、県産農産物に対する消費者や実需者の信頼度を高めます。 

また、需要に即した品種の導入・普及、栽培技術・飼養管理技術の改善・向上、出荷基

準の統一、品質管理の徹底により、魅力ある商品づくりを進めるとともに、実需者の販売

計画に対応できる生産・出荷体制を構築します。 

 

 

 

１ 食の安全確保や品質維持、環境負荷軽減の取組みによる信頼される商品づくり 

・異物混入の防止、農薬の適正使用・保管、使用する水の安全性の確認など、食の安全

を確保するためにＧＡＰの取組みや認証取得を推進します。 

・海洋プラスチックごみ削減にもつながるよう、農業用廃プラスチックの回収・リサイ

クルを進めます。 

・消費者に生産履歴情報を提供するため、畳表のＱＲコードなどトレーサビリティシス

テムの導入、普及促進を図ります。 

・畜産物については、ＧＡＰやＨＡＣＣＰの導入等により抗菌性物質の適正使用を図り、

安全な畜産物を供給するとともに、獣医師や農家に対して抗菌性物質慎重使用の啓発・

指導を行い、薬剤耐性菌対策を推進します。 

 ・稲、麦、大豆の品質を維持するため、『熊本県主要農作物種子の生産及び供給に関する

条例』（令和元年(2019 年)12 月公布）に基づき、将来にわたり優良種子の安定的な生

産及び供給を確保します。 

・県育成品種については、育成者権満了後も、県内での生産・販売に影響を与えないよ

う、農業団体や生産者と共に種苗の流通・管理を推進します。 

 

２ 高品質でこだわりを持った商品づくり 

・食味、外観、耐病性、高温耐性などの優れた品種・系統の導入や、品質、日持ち性、

栽培方法などにこだわった商品づくりのための栽培技術の普及を行います。 

・土づくり及び化学肥料・農薬の削減によって、特別栽培以上の取組みを拡大し、くま

もとグリーン農業の高度化を図ります。 

・水稲品種「くまさんの輝き」では、高品質・良食味という品種特性をもとに、更なる

作付け面積の拡大を図るとともに、県のリーディング品種としての確立・定着を図り

取組方針（目指す姿） 

具体的な方策 

（１）生産力・商品力・産地力の強化 

④安全・安心で信頼・魅力のある商品づくり 

１ 時代の変化に対応した稼げる「くまもと農業」の確立 
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ます。 

・いぐさ・畳表では、県育成優良品種の組み合わせによる銘柄品の更なる高品質化、茶

では全体の品質の底上げとともに、抹茶等の新規茶種や機能性に着目した商品づくり

を進めます。 

・誕生 30 周年を迎えた「熊本デコポン」（不知火類）では、加温から露地栽培までの合

格率の向上を図り、12 月から６月までの長期間の計画出荷とこだわり商材(加温・無

加温プレミアム、こだわり葉付き、こだわり後期鮮度保持資材個装)の安定出荷と拡大

を推進します。 

・花きでは、品質向上を図るとともに、消費者へ品質の良さをＰＲするため、日持ち性

向上対策品質管理認証制度への取組みを推進します。 

 

３ 実需者の販売計画に対応できる生産・出荷体制づくり 

・トマトや露地野菜では、販売計画に活かせる２週間前の正確な情報提供を行うためス

マート農業の技術を活用し出荷予測の精度向上を図ります。またトマトでは、市場流

通量を調整するための業務仕向けの検討や、新たな作型の検討などにより出荷の安定・

平準化を図ります。 

・いちごでは、年内から春先まで安定出荷できる生産体制を確立するために、「ゆうべ

に」の面積拡大と生産技術の向上を図ります。 

 ・温州みかんでは、将来にわたって国内需要に対応できる生産量を確保するとともに最

大需要期である 12 月出荷量の拡大を図ります。 

・花きでは、需要期の計画出荷とロット確保を図るため、反収の増加と出荷期間の延長

や地域リレー出荷が可能となる生産・出荷体制の構築を推進します。 

・畳表、茶、葉たばこ、薬用作物などの特産農産物については、実需者の求める品質、

規格、機能性、加工方法などに対応できる生産・加工・出荷体制の整備を支援します。 

 ・県産農産物として品質や規格が一定したものを供給するため、選果場間の規格や選果

基準の統一、糖度センサーを活用した区分出荷などを進めます。 

 

［目標］ 

 ※「トマトの 10a 当たり販売額」の基準年は H30 

指標名 
基準年 

(R 元) 

目標年 

(R5) 

参考年 

(R11) 

国際水準ＧＡＰ認証数（経営体） 

農場ＨＡＣＣＰ認証農場数（戸） 

畜産ＧＡＰ取組農場数（戸） 

「くまさんの輝き」栽培面積（ha） 

こだわり商材デコポンの出荷量（ｔ） 

花き日持ち性向上対策品質管理取組農家数（戸） 

トマトの 10a 当たり販売額（万円/10a）※ 

149  

8  

1  

227  

181  

314  

446  

580  

10  

5  

1,000  

250  

360  

500  

1,000  

15  

10  

2,000  

300  

380  

500  
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消費者から信頼され、全国に誇れる農畜産品づくりと「稼げる農業」の確立を図るうえ

で、農業技術の開発は、大きな役割を担っています。このため、生産者や実需者及び消費

者の多様なニーズを踏まえながら、農家の所得向上と消費者への安全・安心で魅力ある農

畜産品の提供を念頭に、新品種や革新的な生産技術の開発、環境にやさしい農業を支える

技術の開発を行います。その際には研究課題を重点化し、複数の部門による横断的な取組

みや大学・民間等関係機関との連携により着実に開発を進めます。また、開発した技術の

速やかな普及定着を進めます。 

 

１ くまもとの魅力を発信できる新品種の開発・選定 

・本県の競争力を高め、生産者の所得増大につながる品種の開発・選定を進めます。 

・美味しさや健康志向など実需者や消費者視点に立脚した品種の開発・選定を進めま

す。 

 

２ 稼げる農業を目指した革新的な生産技術の開発 

・本県の競争力・生産力を高める技術の開発を進め、併せて食の安全を支える技術や食

品規格に対応した技術を開発します。 

・急速に進展するＩＣＴ等の新技術を活用し、低コスト生産技術や生産者の省力・軽作

業化などを進めるスマート農業につながる技術を開発します。 

・地球温暖化などの気候変動や新たに発生する病害虫等に対応した安定生産技術を開発

します。 

・農産物の鮮度保持や計画出荷など、産地の信頼を高める技術の開発を進めます。 

 

３ 環境にやさしい農業を推進する技術の開発 

・地下水と土を育む農業を支えるため、環境負荷軽減と高い生産性を両立する土壌管理

法や地域未利用資源等の利用を促進する技術を開発します。 

・天敵や物理的・耕種的防除などを組み合わせた総合的病害虫管理（ＩＰＭ）技術を開

発します。 

 

４ 開発技術の速やかな普及 

・実用性の高い技術開発を行うため、モニター農家を活用した研究を進めます。 

・県普及組織とＪＡ営農指導が技術情報の共有等により連携を強化し、開発技術の普及

を加速化します。 

 

取組方針（目指す姿） 

具体的な方策 

（１）生産力・商品力・産地力の強化 

⑤ 現場・消費ニーズに対応した新品種、新技術の開発・普及 

１ 時代の変化に対応した稼げる「くまもと農業」の確立 
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［目標］                         

※１ ４か年における合計の目標数（品種の開発・選定件数／４か年） 

※２ 各年毎の目標数（技術開発数／年） 

 

指標名 
基準年 

(R 元) 

目標年 

(R5) 

参考年 

(R11) 

品種の開発・選定数（累計）（件）※１  －   ５   12  

革新的な生産技術の開発及び環境にやさしい

農業を進める技術の開発数（件）※２ 

30  

 

30  

 

30  
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 畜産農家戸数が減少傾向にある中、生産量を維持・拡大するために、地域一体となった

畜産振興の取組みへの支援をはじめ、家畜改良、家畜導入などの生産基盤強化対策、飼料

増産対策等の収益向上に向けた取組みを推進します。また、担い手育成に向けた支援、ス

マート農業推進等による新たな担い手に魅力的な職場づくり等を推進することで、生産基

盤の強化を図ります。 

 

 

 

１ 地域一体となった畜産振興への支援 

 ・生産コスト低減や高付加価値化による収益性向上等の観点から、特に地域への波及効

果が高いと認められる中心的な経営体について、家畜飼養管理施設や自給飼料生産施

設等の整備及び機械導入を支援するとともに、地域一体となって搾乳牛や繁殖雌牛の

増頭に取り組む者に対して支援します。 

 ・肉用牛の生産頭数減少によって子牛価格が高止まりしている状況に対応するため、増

頭支援等を行います。加えて、小規模の繁殖農家等が傷病時においても営農を継続で

きるよう、地域ぐるみでサポートする体制を構築する取組みを支援し、本県の肉用牛

生産基盤の維持・拡大を図ります。 

 ・県産牛肉のブランド力を向上するため、統一ブランド「くまもと黒毛和牛」の認知度

向上の取組みを進めるとともに、ＧＩ登録された「くまもとあか牛」との２ブランド

を核として、関東や関西などの大都市圏でのＰＲ強化と取扱指定店の新規開拓に取り

組み、県産牛肉の販路・消費拡大を進めます。 

 

２ 自給飼料増産に向けた取組みへの支援 

 ・自給飼料を基盤とする生産性の高い畜産業を推進するために、飼料生産受託組織等の

作業の効率化やＴＭＲの普及等を支援することで、畜産農家における飼料の生産・調

製に関する労力を軽減し、飼料自給率の向上を図ります。 

 ・水田等を活用して、飼料用米、ＷＣＳ用稲等の飼料作物を生産する農業者を支援する

ことで、生産コストの低減を図ります。 

・飼料用米や稲ＷＣＳ及びエコフィード等の自給飼料を主体とするＴＭＲを活用した特

色ある畜産物生産の取組みを支援します。 

 

３ 担い手の育成と働きやすい環境づくりの支援 

・地域畜産（肉用牛、酪農）の生産規模を維持・拡大するため、農業団体が「経営感覚

に優れた人材（地域リーダー）」を主体的に確保・育成するための仕組みづくりを推進

取組方針（目指す姿） 

具体的な方策 

（１）生産力・商品力・産地力の強化 

⑥ 地域全体で取り組む畜産の収益性向上 

１ 時代の変化に対応した稼げる「くまもと農業」の確立 
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します。 

 ・畜産農家の労働負担軽減・省力化に資するロボット・ＡＩ・ＩｏＴ等のスマート農業

技術を活用した畜産経営を支援することで、生産コストの低減を図ります。 

 

［目標］ 

 

指標名 
基準年 

(R 元) 

目標年 

(R5) 

参考年 

(R11) 

生乳生産量(ｔ) 

肉専用種繁殖雌牛頭数（頭） 

肉用牛向けＴＭＲ供給量（ｔ） 

県産牛肉取扱指定店数（店） 

252,941  

39,600  

1,100  

160  

255,000  

41,000  

2,100  

310  

258,000  

45,700  

6,000  

370  
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本県農業を将来にわたって持続的に発展させていくため、地域の農地や営農施設などの

有形資産と優れた農業技術や販路などの無形資産を含めて、次世代の担い手へ安定して継

承していくことが必要です。 

そのため、地域や品目を超えた県内全域を網羅する離農・継承希望データの一元化や地

域ぐるみで経営継承を支援する体制を構築し、地域の担い手や新規就農者など第三者への

継承を推進していきます。 

一方、親族間継承については、親子間で経営等に対する考え方の違いや経営移譲のノウ

ハウが不足していることから、今後は、積極的に親族間継承の機運醸成や啓発に取り組み

ます。 

 

 

 

１ 経営継承支援機構による第三者継承の推進 

・県、市町村、農業会議、農業団体等の幅広い関係機関で構成する「くまもと農業経営

継承支援機構（仮称）」を新たに設置し、農業関係機関が一体となって経営継承を進め

る機運の醸成とともに支援体制を構築します。 

・移譲希望者の経営資産情報と継承希望者の営農希望情報をデータベース化し、マッチ

ングを実施します。 

・併せて、マッチング成立後の移譲希望者と継承希望者の信頼関係構築のための相互交

流促進や農業経営相談所による移譲手続き等の支援を行います。 

 

２ 親族間継承の機運醸成と啓発 

・経営継承に対する親子間での考え方、経営継承の優良事例、継承時に活用できるノウ

ハウや支援策等をまとめた手引きを作成します。 

・認定農業者等の担い手を対象にセミナー等を開催し、親族間継承を推進する機運を醸

成し、経営継承が円滑に行われる環境を作ります。 

・経営継承や事業継承に係る法手続きや制度活用については、農業経営相談所に新たに

継承支援チームを設置し、実情に合ったきめ細かな支援を行います。 

 

３ 生産施設や樹園地等の生産基盤の継承推進 

 ・生産基盤の円滑な継承を推進するため、ハウス等の生産施設や農業機械などの改修・

再整備、樹園地の中間管理、新たに農地を借り受ける際の農地の賃借料などを支援し

ます。 

・牛舎の補改修及び機材等の整備を支援し、畜産分野における新規就農者等への経営継

取組方針（目指す姿） 

具体的な方策 

（２）担い手の確保・育成及び多様な“人財”の総結集 

① 円滑な経営継承による担い手の確保 

１ 時代の変化に対応した稼げる「くまもと農業」の確立 
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承を促進します。 

 

［目標］ 

 

指標名 
基準年 

(H30) 

目標年 

(R5) 

参考年 

(R11) 

認定農業者数（経営体） 

継承支援機構設置数（箇所） 

経営継承マッチング締結のべ件数（組） 

10,971  

－  

０  

10,000  

１  

70  

9,000  

１  

190  
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 農業者の減少・高齢化が進む中、本県農業を維持、発展させていくためには、将来の担

い手となる新規就農者の安定的な確保・育成が重要です。 

 このため、中・高校生等の若い世代に農業の魅力を発信し、就農意欲を醸成する取組み

を実施します。 

また、新規就農者の就農形態が多様化している中、新規学卒やＵターンの親元就農、新

規参入、雇用就農など、それぞれの就農形態に応じて就農相談から定着まで、地域一体と

なったきめ細やかな就農支援に取り組むとともに、高い定着率の維持を図っていきます。 

 これら新規就農者が定着し、その後、地域を担う若手農業者となるよう、経営力や生産

技術等を高める研修会の実施や組織活動の支援を行います。 

 

 

 

１ 就農へ導くための教育・啓発活動及び就農相談機能の充実 

・若い世代に対する就農促進の取組みとして、中学生には農業を職業選択の一つとして

認識するよう農業の魅力や現状等を伝える体験学習等を、高校生には先進農家や農業

大学校との連携による就農意欲を高める実践教育等を進めます。 

・農業大学校においては、スマート農業等の先端技術や大規模農業法人の経営を学ぶカ

リキュラムを導入するとともに、先進的施設や機械の導入等、教育・研修の環境整備

を行うなど時代の変化に応じた教育内容を提供します。 

・ＵＩＪターンの就農意欲の喚起や県内外からの就農希望者のニーズに応じた的確なサ

ポートを行うため、県、新規就農支援センターを中心に就農情報の発信や就農相談機

能を強化します。 

 

２ 研修体制の強化及び確実な就農定着への支援 

・Ｕターンや新規参入者等の社会人を対象に、就農後即戦力となる人材を育成するため、

農業大学校において実践的な就農研修を実施します。 

・就農希望者が短期間で経営管理能力や生産技術を習得できるよう、認定研修機関や受

入農家の指導能力向上を図り、研修内容を充実・強化します。 

・初期投資が必要な部門への就農にあたっては、リタイアする農業者の資産や遊休施設

等の有効活用や、永年作である果樹や茶では、離農者等の樹園地（樹体を含む）を健

全な状態で引き継ぐための中間管理組織づくり等、就農者の負担軽減のための支援を

行い、就農しやすい環境整備を行います。 

・就農希望者の呼び込み、相談対応の段階から研修、就農、定着まで全てのステージで、

市町村、ＪＡ、生産部会等の関係機関が情報共有を図りながら一体となり、地域で支

取組方針（目指す姿） 

具体的な方策 

（２）担い手の確保・育成及び多様な“人財”の総結集 

② 多様な就農形態に対応した新規就農者の確保・育成 

１ 時代の変化に対応した稼げる「くまもと農業」の確立 
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援する体制を県内全域に波及させます。 

 

３ 若手農業者へのスキルアップ支援 

・就農後間もない青年農業者に対して、経営・技術研修会の実施や課題解決活動を充実

させるとともに、組織活動を支援します。 

・若手農業者を対象に経営発展のための講座等を開催し、将来の本県農業を担うリーダ

ーを育成します。 

 

［目標］ 

※定着率は新規就農者が就農５年目に定着している割合 

指標名 
基準年 

(H30) 

目標年 

(R5) 

参考年 

(R11) 

新規就農者数（人／年） 

新規就農者の定着率（％）※ 

    428 

     94 

550 

95  

600 

 95 
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産地の農業生産力や農村社会を維持していくためには、安定的かつ継続的な担い手の確

保と経営マネジメントに長けた戦略的な農業経営に取り組む担い手の育成が重要です。 

全国３位の認定数を誇る認定農業者については、本県農業の重要な担い手として位置付

けており、経営改善計画の目標達成に向け、経営診断や農地集積、資本装備の高度化、経

営管理の合理化などを総合的に支援します。 

 農業法人については、経営形態や経営規模に応じた農地の集積や資本装備の高度化、雇

用確保円滑化のための就労環境整備など経営基盤の強化を図るとともに、親族のほか従業

員など第三者を含めた次世代の経営を担う人材の育成を支援します。 

 また、女性農業者については、経営主として活躍される女性農業者の経営発展を支援す

るとともに、家族経営のパートナーとして能力を発揮できるよう、経営管理能力のスキル

アップを支援します。併せて、農業関係団体等の方針策定への参画拡大を進めます。 

 

 

 

１ 認定農業者や農業法人等の経営発展を支援 

・本県農業の担い手を育成するため、経営改善に意欲の高い主業経営体や認定新規就農

者等を認定農業者へ誘導します。認定農業者に対しては経営改善のため、長期経営計

画の作成や規模拡大、雇用型経営を見据えた雇用管理能力の向上等を支援します。 

・農業経営相談所をフル活用し、認定農業者や農業法人等の経営診断を行うとともに、

経営改善や法人化を支援するため、専門家を中心とする支援チームを派遣し、経営マ

ネジメントを磨き次世代の人材育成、経営規模拡大、多角化などを見据えた戦略的な

農業経営を行う担い手を育成します。 

 ・意欲ある農業者を対象に自らの経営発展や農村振興等に関する講座を開催し、将来の

本県農業を担うリーダー、さらには、農業のステータスを高め、若者に夢と希望を与

え日本農業をけん引する人材を育成します。 

・市町村や農業委員会、農地中間管理機構等の関係機関と連携し、各種制度を活用しな

がら生産合理化のための担い手への農地集積や経営高度化を目指した資本装備の充実

を支援します。 

 

２ 女性農業者の育成及び社会参画拡大 

・女性が農業経営において更に能力を発揮できるよう、女性農業者への経営セミナー等

を充実し、経営管理能力のスキルアップを図ります。併せて、家族経営の中での女性

の役割を明確化するため家族経営協定の締結を進め、農業経営改善計画の共同申請を

推進します。 

取組方針（目指す姿） 

具体的な方策 

（２）担い手の確保・育成及び多様な“人財”の総結集 

③ 戦略的な農業経営に取り組む担い手の育成 

１ 時代の変化に対応した稼げる「くまもと農業」の確立 
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・農業委員会や農協など農業関係団体等への役員登用などを働きかけ、女性農業者の社

会参画促進を引き続き推進します。 

・女性農業者や新規就農者等が働きやすい環境づくりのため、ほ場近隣地への休憩施設

やトイレなど環境衛生施設の設置を推進します。 

 

［目標］ 

※女性認定農業者数は、女性単独と共同申請（夫婦）の合計 

 

 

指標名 
基準年 

(H30) 

目標年 

(R5) 

参考年 

(R11) 

認定農業者数(経営体)【再掲】 

認定農業者のうち法人数(法人) 

女性認定農業者数（経営体)※ 

10,971  

935  

1,435  

10,000  

1,300  

1,860  

9,000  

1,700  

2,300  
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 地域営農組織は、認定農業者などと同様に本県農業の重要な担い手として位置付けてお

り、農地を守り地域の農業を支えるため、特に担い手の少ない地域を中心に引き続き組織

設立を支援します。 

 また、地域営農組織が、農地の受け手として継続的かつ安定的な担い手となるよう法人

化を進めていきます。 

さらに、これまでに設立した地域営農組織は、集落や地域農業の実情に応じて設立され、

経営規模や経営体制も様々であり、財務体質が脆弱な組織が見られることから、経営基盤

強化を目指した組織の再編・統合及び収益性向上のため、規模拡大や新規作物の導入等を

支援するとともに、持続的な経営を支えるため、次世代の経営者などの人材育成を後押し

します。 

 

 

 

１ 地域営農組織の設立と法人化支援 

 ・担い手が不足している地域を中心に、農地を守り地域の農業を支える地域営農組織の

設立を促進するため、地域営農組織の設立に必要な地域の営農ビジョンづくりと地区

内での合意形成を支援します。 

・組織設立を目指す地区や法人化を進める地域営農組織に対し、農業経営相談所から専

門家を中心とする支援チームを派遣し、経営診断や定款作成、労務管理などの助言指

導を行い、地域営農組織の設立や法人化を支援します。 

 

２ 地域営農組織の経営基盤の強化 

 ・地域営農組織の経営改善を図り、経営基盤を強化するため、組織の再編や統合により、

スケールメリットを活かせる経営規模への拡大を支援します。 

・年間を通した仕事の創出や農地の有効利用のため、収益性の高い新規作物の導入等を

支援します。 

 

３ リーダー育成 

 ・地域営農組織の設立に向けた地域での話合いや合意形成の取りまとめ役となるリーダ

ーを育成するセミナー等を開催します。 

・地域営農組織の持続的な経営を支えるため、事業戦略や労務、財務管理などのノウハ

ウ習得を支援し、組織をマネージメントできる人材を育成します。 

 

 

取組方針（目指す姿） 

具体的な方策 

（２）担い手の確保・育成及び多様な“人財”の総結集 

④ 地域営農組織の育成 

１ 時代の変化に対応した稼げる「くまもと農業」の確立 
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［目標］ 

 

指標名 
基準年 

(H30) 

目標年 

(R5) 

参考年 

(R11) 

地域営農組織への水田集積率(％) 

経営規模 30ha 以上の地域営農法人割合(％) 

15  

20  

25  

46  

35  

62  
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 本県の農業を支える担い手が減少する中、企業等の農業参入には、新たな担い手として

耕作放棄地の解消、地元雇用等による地域全体への波及効果等が期待されています。この

ため、市町村や関係機関等と連携を図りながら、参入する地域の農業者や団体の営農状況

を尊重し共存できるよう、相談から参入、定着までの総合的な支援を行います。 

 

 

 

１ 企業の農業参入支援 

 ・本庁及び出先機関の相談窓口を活用し、ワンストップで対応します。 

・市町村及び農業委員会、農地中間管理機構、ＪＡ等との連携を図りながら、農地や栽

培方法などの情報を提供します。 

・セミナーの開催やパンフレットなどにより、企業参入の制度や支援策を県内外に広く

周知します。 

・参入する企業の初期投資の軽減を図るための支援を実施します。 

 

２ 参入企業の定着支援 

・参入した企業が安定的に営農を継続できるよう、関係部局と連携しながら状況に応じ

栽培技術指導などのアフターフォローを行います。 

 ・参入企業の規模拡大による営農面積や雇用増大の取組みを支援します。 

 

 ［目標］ 

 

指標名 
基準年 

(H30) 

目標年 

(R5) 

参考年 

(R11) 

企業参入件数（件）  189   240   310  

取組方針（目指す姿） 

具体的な方策 

（２）担い手の確保・育成及び多様な“人財”の総結集 

⑤ 企業などの農業参入の促進 

１ 時代の変化に対応した稼げる「くまもと農業」の確立 
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外国人材の適正な受入れや潜在的な人材の掘り起こし・マッチングなどにより、農業生

産現場や集出荷施設、食肉処理施設等で必要な雇用人材を安定的に確保し、多様な人材が

農業現場で活躍できる仕組みを構築します。 

また、雇用者の労務管理能力の向上や快適な就労環境づくりを進め、雇用の定着につな

げるとともに、外国人材から選ばれるための受入れ・育成体制を整備します。 

 

 

 

１ 外国人材の適正な受入れ推進 

・「特定技能」外国人材の受入れ拡大に向けて、外国人材の支援を担う人材育成や農繁期

の異なる産地間の連携など県域での受入れ体制構築への支援や、地域一体となった生

活環境づくりや交流活動などを進めます。 

 ・熊本で働く外国人材をパートナーとして捉え、将来にわたって熊本が選ばれる就業先

となるよう、農業の技術と知識向上のための学びの場を提供します。 

 

２ 多様な人材を県域でコーディネートする新たな仕組みの構築 

・民間事業者のノウハウ等も活用し、コロナ禍による解雇者、主婦、高齢者、ミッシン

グワーカー（諸事情により求職活動をしていない人）、障がい者など幅広い雇用人材へ

の働きかけを進めます。 

・労働者・雇用者双方のニーズ（労働時間や労働強度など）に応じたマッチングや、農

繁期の異なる産地間の調整など、熊本ならではの多様な人材が活躍できる仕組みづく

りを支援します。 

 

３ 雇用のための就労環境整備 

・雇用者向けの労務管理研修会の開催や中山間地域でのトイレ設置などを推進し、雇用

者のスキルアップと就労環境の向上を進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

取組方針（目指す姿） 

具体的な方策 

（２）担い手の確保・育成及び多様な“人財”の総結集 

⑥ 外国人材等の確保・活躍 

１ 時代の変化に対応した稼げる「くまもと農業」の確立 
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［目標］ 

 

指標名 
基準年 

(R 元) 

目標年 

(R5) 

参考年 

(R11) 

外国人材の受入れ人数（技能実習生、特

定技能外国人材の合計）（人） 

3,425  

 

4,000  

 

4,000  

 

特定技能外国人材を受け入れた農業団

体数（ＪＡ） 

２  

 

  ７  

 

11 
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障がい者等の農業分野における様々な形での活躍を通じて農業経営が発展することで、

農業と福祉の双方に「ＷＩＮ－ＷＩＮ」の関係を構築できるよう、農業・福祉双方の理解

醸成と農福連携の考え方の周知に努めます。 

また、農業と福祉が連携し、障がい者や高齢者が農業の現場で活躍する機会を増すこと

で、農業分野で喫緊の課題である労働力不足の解消や労働環境の改善を推進し、本県農業

の生産力の維持・拡大を図ります。 

こうした取組みにより、地域に暮らす障がい者等が多様な形で経済活動に参画する、地

域共生社会の実現を目指します。 

 

 

 

１ 農福連携への理解醸成と普及 

 ・福祉事業所等を対象とした農業体験の場づくりを支援し、障がい者や高齢者が農業に

関わる機会を拡大します。 

・県庁内に設置している「農福連携推進会議」において、関係部局が協力して、障がい

者等の農業現場への就業促進に向けた検討や情報収集・共有を図るとともに、農福連

携が生み出す副次的な効果の定量化や、事例集の作成・配布等による農福連携のメリ

ットの発信と普及に努めます。 

・ノウフクＪＡＳ商品等、農福連携により生産・製造された商品を通じた農福連携のＰ

Ｒに取り組みます。 

 

２ 効果的なマッチングによる農福連携の定着促進 

・実習や現地研修等を通じて、福祉関係者への農業の知識と技術の習得を図るとともに、

農業に参入している福祉施設への技術指導を行い、福祉関係者の就労先としての農業

に対する理解醸成を図ります。 

・障がい者等が農業現場で継続的に活躍できる場を生み出すためには、個々の障がい者

の適性や従事する農作業等の特性を理解したマッチングが行われる必要があります。

効果的なマッチングを推進するため、農福連携コーディネーター（※１）の設置や、農福

ジョブトレーナー(※２)として活躍できる人材の育成、農業経営体、農業団体及び障が

い者就労施設等、関係者の連携体制整備に取り組みます。 

 

（※１）農福連携コーディネーターは、福祉事務所からの施設外就労についての相談対応や農業団体等へ

の福祉事業所の紹介などを行います。 

（※２）農福ジョブトレーナーは、農業現場の作業を工程ごとに切り分けてわかりやすく伝えることで、

障がい者の施設外就労を支援します。 

取組方針（目指す姿） 

具体的な方策 

（２）担い手の確保・育成及び多様な“人財”の総結集 
⑦ 農福連携による活躍の場の拡大 

１ 時代の変化に対応した稼げる「くまもと農業」の確立 
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３ 働きやすい環境づくり 

 ・従事者の就労環境の向上のために、休憩所やトイレ等の施設整備を推進します。 

 ・障がい者や高齢者が円滑に作業できるよう、従事可能な作業の切り出し・分業化の取

組みを支援するとともに、作業負担を軽減するための補助具の設置等を推進します。

また、安全な農作業の留意事項等をまとめたマニュアルやＱ＆Ａを作成、配布します。 

 

［目標］ 

※「農業現場で働いている障がい者数（臨時雇用含む）」の基準年は H30 年度 

指標名 
基準年 

（R元） 

目標年 

(R5) 

参考年 

(R11) 

農福連携のマッチング機能をもつ組織

（組織） 

－  

 

   １  

 

１  

 

農業現場で働いている障がい者数（臨時

雇用含む）（人）※ 

107 

 

210  

 

350  
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「稼げる農業」に向け、コスト削減の大きな手段の一つであり、生産性を飛躍的に向上

させる農地集積に関係機関と一体となって取り組みます。 

認定農業者や基本構想水準到達者、地域営農組織（法人）等の担い手に農地を集積し、

規模拡大や省力化につなげます。 

さらに、生産の効率化等に向け、集積の推進とともに、農地の団地化を図る集約化の取

組みを進めていきます。 

また、中山間地域等の耕作条件の厳しい地域においては、生産の効率化を図るとともに、

残されている美しい農村景観や豊かな水、生物多様性、伝統ある農村文化を守るため、担

い手への集積を進め、地域の宝である農地を次世代に確実に引き継ぎます。 

 

 

 

１ 関係機関との連携による集積の加速化 

・市町村毎に設置された農地集積推進チーム（市町村、農業委員会、ＪＡ、土地改良区、

農地中間管理機構、県等）を核に、農地集積の推進目標や推進方法、役割分担を明確

化し、推進体制の強化を図ります。 

 ・農地集積加速化事業の重点地区等では、指定期間終了後においても、集積８割超に向

けて市町村や農地中間管理機構等と連携し、更なる集積率の向上に取り組みます。 

 ・機構集積協力金（地域集積協力金等）を最大限活用し、農地中間管理機構を通じた担

い手への農地集積・集約化を進めます。 

 ・農地の集約化については、地域の実態を把握するとともに、法人組織等を対象に機運

の醸成を図り、地域における取組みを支援します。 

 

２ 実質化された「人・農地プラン」の策定と実現 

 ・「人・農地プラン」の実質化に向け、農地情報図（ＧＩＳ）で農地情報を「見える化」

した地図の作成や話合いのノウハウの提供を行い、地域の話合い活動を支援します。 

 ・農地情報を「見える化」した地図を、農地中間管理機構や農業委員、農地利用最適化

推進委員の活動に積極的に活用し、農地利用の最適化を推進します。 

 ・農地集積推進チームにおいて取組状況の確認や情報共有を図るとともに、具体的な取

組みをサポートしながら農地集積の進行管理を行い、実質化された「人・農地プラン」

の実現を支援します。 

 

３ 農業生産基盤整備との連携推進 

 ・地域の多様なニーズに応じたきめ細やかな耕作条件の改善を機動的に実施する基盤整

取組方針（目指す姿） 

具体的な方策 

（３）経営力を高める農業生産基盤の強化 

① 担い手への農地集積の更なる加速化 

１ 時代の変化に対応した稼げる「くまもと農業」の確立 
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備事業を契機として、農地集積に取り組みます。 

・新規地区では換地原案作成時に地区全体を一括で契約するなど、農地中間管理機構と

の更なる連携を図り集積を確実に実施します。 

 ・農業生産基盤整備の継続地区では、工事竣工後、速やかに担い手に利用権を設定し、

確実かつ円滑に集積につなげます。 

 

４ 地域特性に合わせた集積推進 

 ・中山間地域や樹園地等の集積の困難な地域について、地域内の話合いを踏まえ、まと

まりのある基盤整備・農地集積を加速化するとともに、小規模な基盤整備と併せて園

地集積の支援を推進するなど、個別経営体等の担い手に集積を図ります。 

 ・農地集積推進チームを核に地域ぐるみの話合い活動に基づき、農地の受け皿となる地

域営農組織の設立や法人化を推進し、集積拡大を図ります。 

 ・中山間地域において、交付要件の緩和された機構集積協力金を活用し、農地中間管理

機構を活用した担い手への農地集積・集約化に結びつけます。 

 

 

［目標］ 

 

指標名 
基準年 

(R 元まで) 

目標年 

(R5) 

参考年 

(R11) 

担い手への集積面積（累計）（ha） 

（担い手への年間集積面積）（ha） 

79,296   

 (1,967)  

86,800 

（2,100） 

全農地の  

8 割集積  
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今後、農業者が一層減少する中で、農業生産基盤の整備は、担い手への農地集積・集約

化や高収益作物の導入・定着化にとって不可欠です。 

令和元年度(2019 年度)までの整備率は水田で 65.8％、畑地で 25.2％であり、更なる整

備が必要となっています。 

このため、農地集積・集約化や高収益作物の導入・定着化に資する水田の大区画化、汎

用化、畑地化及び畑地におけるかんがい施設等の整備を推進します。 

また、農業水利施設は、重要な社会資本ストックですが、その多くが戦後の高度経済成

長期に整備され、老朽化対策が課題となっています。中でも排水機場は、経年劣化による

突発的な事故も増加傾向にあります。 

 このため、農業水利施設の更新整備を加速化するとともに、施設機能の監視・診断・補

修・更新等の長寿命化を図る戦略的な保全管理を推進します。 

 

 

 

１ 農業生産性の向上に向けた基盤整備 

 ・地域の営農に則した基盤整備（区画整理）を実施し区画拡大を推進します。 

 ・暗渠排水や客土等による水田の汎用化・畑地化を推進します。 

 ・畑地において、地域の実情に応じたかんがい施設等の整備を推進します。 

・スマート農業の導入に対応した基盤の整備を推進します。 

 

２ 農業水利施設の適切かつ戦略的な保全管理 

 ・排水機場をはじめ頭首工、農業用用排水路などの更新整備を計画的に推進します。 

 ・施設の点検・診断結果等のデータを農地情報図（ＧＩＳ）で管理する体制を確立し、

リスク管理やライフサイクルコストの低減を図るストックマネジメントに取り組みま

す。 

 

［目標］ 

 

指標名 
基準年 

(R 元) 

目標年 

(R5) 

参考年 

(R11) 

基盤整備実施面積(ha)  47,430  47,770  48,710  

更新整備又は長寿命化対策に着手した

排水機場の受益面積(ha) 

9,798  

 

12,558  

 

16,178  

 

取組方針（目指す姿） 

具体的な方策 

（３）経営力を高める農業生産基盤の強化 

② 生産性向上に向けた基盤・施設の整備 

１ 時代の変化に対応した稼げる「くまもと農業」の確立 
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 農業協同組合の経営管理体制及び事業実施体制の整備や財務の健全性の維持・向上を図

るための助言・指導を行うことにより、組合が農業者の協同組織として「組合員への最大

奉仕」という目的の達成に向けた事業運営を促進します。 

 また、農業共済組合の業務内容や運営体制について助言・指導を行うことにより、農業

保険が農家意向に沿いつつ、それぞれの経営に応じた推進が図られ、自然災害や価格下落

等に見舞われた際のセーフティネットとして、経営の安定や拡大に十分な役割を果たせる

適正な制度運用が図られるような組織運営を促進します。 

さらに、土地改良区の現状等を分析し、土地改良区の施設・財務管理の強化などの業務

内容や運営体制の合理化・効率化につながる助言・指導を行うことにより、改正土地改良

法に沿った活動を促進します。 

 

 

 

１ 農協の経営基盤・活動の充実強化 

 ・定期的な検査や経営分析等により、安定した経営基盤の確立と法令等遵守態勢の整備

について助言・指導します。 

・県下 11ＪＡの実現に向けた合併を支援するとともに、更に県域ＪＡ構想の実現に向け

た取組みをサポートします。 

・組合等の本来の機能や役割が効率的・効果的に発揮されるよう、経営の健全化確保に

向けた自主的な取組みを促進します。 

 

２ 農業共済組合の業務内容・運営体制の強化 

 ・定期的な検査やヒアリングにより、執行管理体制、法令等遵守態勢、リスク管理態勢

等業務運営全般について、適正かつ効率的で健全な運営が行われているかを把握する

とともに、問題がある場合にはその是正に向けて助言・指導を行います。 

 ・各種価格安定制度等に未加入の農家を中心に、農業保険（収入保険・農業共済）の加

入推進を図るため、農業共済組合の取組みを関係機関と連携しながら支援するととも

に、国に対して必要な制度の改善や充実を要望します。 

 

３ 土地改良区の組織運営基盤の強化 

・組織運営基盤強化のため専任職員不在の土地改良区の解消などを目指し、熊本県土地

改良区統合整備計画に基づき合併を推進します。 

・改正土地改良法に基づく利水調整規程の作成、員外監事の導入、貸借対照表の作成等

を支援します。 

取組方針（目指す姿） 

具体的な方策 

（３）経営力を高める農業生産基盤の強化 

③ 農業団体の経営基盤・活動の充実強化 

１ 時代の変化に対応した稼げる「くまもと農業」の確立 
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［目標］ 

※１：自己資本比率：農協が抱えるリスク量に対する、自己資本の比率（バーゼル規制：8％以上） 

※２：自己資本基準：農協の固定資産と外部出資の合計額に対する、自己資本の比率（基準：100％以上） 

※３：専任職員不在の土地改良区の解消としての指標 

※４：基準年の総合農協数は、令和２年(2020 年)４月時点の総合農協数を記載 

※５：目標年、参考年の総合農協数は、農協合併により減少することがあり得る 

指標名 
基準年 

(R 元) 

目標年 

(R5) 

参考年 

(R11) 

自己資本比率※１・自己資本基準※２を満たし

ている総合農協数（団体） 

13※4  

 

13※5  

 

13※5  

 

専任職員所在の土地改良区の率（％）※３ 82  85  90  
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 地震、豪雨、台風、噴火等による自然災害から、農業経営や農村のくらしを守るため、

国土強靱化に向けた防災・減災対策を推進するとともに、ハード、ソフト両面のあらゆる

対策により災害と向き合う体制を構築します。また、被害が発生した場合も、迅速なサポ

ートや復旧により、農家の痛みを最小化します。 

さらに、災害が発生した場合は、単なる原形復旧にとどまらず、本県農業の発展を見据

えた創造的復興に取り組みます。 

 

 

 

１ 災害に強い農業・農村の防災・減災対策 

 ・排水機場や海岸保全施設など防災・減災インフラの保全管理と整備を計画的に進めま

す。 

・農業用ため池については、関係する法律に基づき、市町村等と相互に連携を図りなが

ら適正な管理及び保全に努めます。また、決壊による人的被害等が発生するおそれの

ある防災重点農業用ため池のハザードマップ作成や防災工事等を計画的に進めます。 

・気象、災害対策など防災に関する情報の積極的な収集・発信・共有に取り組みます。

また、農業用ため池や排水機場などの施設に関する基礎情報を整理し、農地情報図（Ｇ

ＩＳ）により管理する体制を確立します。 

 ・耐候性強化のための施設や降灰対策機械等の導入及び既存施設の補強など生産体制の

強化を図ります。 

  

２ 災害発生後の迅速な対応 

 ・応急対応を含む災害復旧事業等による生産基盤の速やかな機能回復を図ります。 

 ・冠水や土砂流入、塩害、降灰等が発生した後、速やかに病害虫防除や土壌改良、除塩・

降灰対策等を実施するため、速やかな技術情報の提供や必要な資材や設備、機械の導

入等に取り組みます。 

 ・人的支援や生産指導、金融支援など、経営の継続や早期再建に向けたきめ細かいサポ

ート体制を構築します。 

 

３ 災害発生後の中・長期的な対応 

 ・農地の大区画化や、農地中間管理機構等を活用した個別経営体又は地域営農組織等へ

の農地集積、農地の汎用化などの創造的復興に取り組みます。 

・経営転換や作物のゾーニングなど災害と向き合う生産体制を構築します。 

 

取組方針（目指す姿） 

具体的な方策 

（４）国土強靱化の推進とリスク対応力の強化 

① 国土強靱化に向けた防災・減災対策の加速化 

１ 時代の変化に対応した稼げる「くまもと農業」の確立 
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［目標］ 

 ※海岸整備（高潮対策）による防護面積の基準年は H30 年 

 

指標名 
基準年 

(R 元) 

目標年 

(R5) 

参考年 

(R11) 

海岸整備（高潮対策）による防護面積（ha）※ 

 

更新整備又は長寿命化対策に着手した排水機場

の受益面積(ha)【再掲】 

 

防災重点農業用ため池のハザードマップ作成数

（箇所） 

18,978  

 

9,798  

 

 

111  

20,444  

 

12,558  

 

 

873  

23,153  

 

16,178  

 

 

873  
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 近年、これまでにない長雨、豪雨、干ばつ、異常高温、勢力の強い台風、暖冬、積雪な

ど極端な気象により農業被害や出荷時期の集中が発生しており、収量や販売価格に影響を

及ぼしています。さらに、コロナ禍における新たな生活様式の実践に伴い、消費動向の変

化が販売価格へ影響を及ぼすなど、新たな脅威も発生しています。 

 このため、気象に左右されない生産体制を構築し、生産者の安定した所得確保のための

取組みを推進するとともに、価格低迷の影響を小さくするため、農業経営の規模拡大や農

地集積など生産基盤の強化による生産コストの低減や、需要に応じた生産・販売等ができ

る体制を整えるとともに、減収や価格低迷等が発生した場合でも、農業保険制度や各種経

営安定制度、価格安定制度の活用等により、生産者が安心して経営に取り組める環境の整

備を進めます。 

 

 

 

１ 未然の対策としての災害防止施設等生産体制の強化 

・土地利用型作物については、品種の組み合わせや作期分散によるリスク軽減や適期防

除等による被害軽減など栽培面での対策を支援します。 

・施設園芸では、資本力、技術力のある生産者には、品目・作型に応じて耐候性強化ハ

ウスの導入を進め、強風からのリスク回避による生産安定を図ります。また、耐風性

が低い既存ハウスにおいても、耐風性の強化を図るため防風ネット設置や補強等を推

進します。 

・気象条件の影響を受けやすい永年性作物については、果樹では温暖化対応品種への転

換や、暴風・干ばつ・長雨、豪雨等に対応するための防風施設や果樹棚強化、灌水排

水施設等気象災害に対応できる園地、施設整備を支援します。茶では晩霜被害等に対

応するための防霜ファン等の整備を支援します。 

・畜産については、畜舎内への細霧装置や換気設備等の整備、畜舎屋根への遮熱塗料塗

布や散水器の設置など畜舎環境の改善を支援します。また、家畜への十分な給水や良

質粗飼料の供給など飼養管理面での対策を支援します。 

・施設園芸及び畜産等の生産施設や集出荷施設においては、農林水産省の新型コロナウ

イルス感染者発生時の対応・業務継続に関するガイドラインに基づく感染症予防対策

を推進します。 

・病害虫については、発生予察事業及び多発に備えた対策を強化するとともに、海外か

らの侵入防止対策の充実や、新規発生時の迅速な対応を進めます。 

 

 

取組方針（目指す姿） 

具体的な方策 

（４）国土強靱化の推進とリスク対応力の強化 

② 自然災害・価格低迷等に対応したリスク軽減対策の推進 

１ 時代の変化に対応した稼げる「くまもと農業」の確立 
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２ 需要拡大・コスト低下等、価格低迷に備えた対応力強化 

・米については、熊本県推奨うまい米基準など客観的評価により品質・適正価格の確保

を推進するとともに、業務用向けの多収低コスト米を安定的に生産するための契約栽

培や広域農場等スケールメリットを活かした規模拡大によるコスト低減の取組みなど

を推進します。 

・野菜では、加工・業務向け契約栽培の割合拡大等需要に応じた販売体制への転換を推

進します。また、出荷量を平準化するための栽培技術普及や市場への正確な出荷情報

が提供できる体制整備を支援するなど、価格安定に向けた取組みを推進します。 

・果樹では、コスト低減にもつながる生産基盤の強化や需給調整を推進します。 

 

３ 災害や収入減少等が発生した際に活用できるセーフティーネットの加入促進 

・様々なリスクにさらされている農業の経営安定を図るため、農業保険（収入保険、農

業共済）における国の運用改善等の情報を確実に生産現場に周知啓発するとともに、

更なる加入促進に向けた青色申告者の増加や掛金負担の軽減につながる取組みを熊本

県農業共済組合等の関係団体と一体となって、農家の経営状況や生産作目に応じなが

ら推進します。 

・また、品目別の収入や価格の低下対策としての米等のナラシ対策、野菜、畳表や畜産

の価格安定制度等、同じく国費が投入されている農業保険との重複を避ける必要があ

る制度については、農業者がそれぞれの経営形態に応じた適切なセーフティーネット

を選択し利用できるような取組みを進めます。 

・燃油価格高騰に対しては、国のセーフティーネット（野菜、果樹、花き、茶等の燃油

価格高騰対策）への加入を進めます。 

 

［目標］ 

※１：耐風性のあるハウス（耐候性強化型ハウス＋耐風性ハウス）／耐風性が必要な作物の面積 

※２：気候変動に強く、生理障害等が発生しにくい品種（させぼ温州、熊本 EC12、坂村 1 号、シャイン

マスカット、秋麗、あきづき） 

※３：「気象災害に強い果樹品種の栽培面積」の基準年は H30 年度 

指標名 
基準年 

（R元） 

目標年 

(R5) 

参考年 

(R11) 

耐風性のあるハウス整備率（％） ※１ 63   69   80   

気象災害に強い果樹品種の栽培面積（ha） ※２ 234※３ 306  387  

認定農業者のセーフティーネット加入率（％） 66  80  100  
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家畜防疫は畜産振興の基礎となるものであり、その体制を強化することは、畜産物に対

する消費者の信頼を得るためにも不可欠です。そのため、家畜保健衛生所を中心とした関

係機関が一体となって、飼養衛生管理基準に基づいた農家指導に取り組み、伝染病の発生

及びまん延を防ぐ体制を強化することにより、畜産農家が安心して家畜を飼養できる環

境を整えるとともに、県民に対し永続的に安全・安心な畜産物を供給できる体制の構築が

必要です。 

このため、悪性家畜伝染病対策として、飼養衛生管理基準の遵守率を向上させることに

より、侵入防止対策の高位平準化及び万一発生した場合に備えた体制整備に取り組みま

す。さらには、これらを担う産業動物獣医師及び公務員獣医師の継続的な確保にも、取り

組みます。 

 

 

 

１ 防疫体制の整備 

・悪性家畜伝染病侵入防止対策の高位平準化のため、地域一体となって飼養衛生管理基

準に基づいた防疫体制強化を行う関係団体等への指導と必要な支援に取り組みます。 

・県の悪性家畜伝染病防疫対策マニュアルについて、国の防疫指針や発生状況等に応じ

て随時見直し、侵入防止及びまん延防止対策に取り組みます。 

・家畜保健衛生所が関係市町村及び団体と連携して行う臨床立入検査において、畜産農

家の飼養衛生管理基準の遵守項目の指導に取り組みます。 

・家畜保健衛生所が行う病性鑑定において、畜産農家の生産性を阻害する慢性疾病等の

診断を行い、産業動物獣医師がその結果に基づく適切な治療及び再発防止対策を行う

ことにより、畜産農家の生産性の向上を促します。 

・家畜保健衛生所整備基本計画に基づき、バイオセキュリティが確保された５つの家畜

保健衛生所を令和４年度（2022 年度）までに整備するとともに、伝染病の診断に万全

を期するため、検査手技及び検査機器の精度管理に取り組みます。 

 

２ 獣医師の確保及び育成 

・大学卒業後に熊本県内で産業動物獣医師又は公務員獣医師として働くことを希望する

獣医学生を対象として、一定期間本県職員等として勤務した場合に返済が免除される

「獣医師確保修学資金」により支援するとともに、獣医師育成のための研修の充実等

に取り組みます。 

 

 

取組方針（目指す姿） 

具体的な方策 

（４）国土強靱化の推進とリスク対応力の強化 

③ 家畜伝染病侵入リスクを最小化する防疫体制の強化 

１ 時代の変化に対応した稼げる「くまもと農業」の確立 
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［目標］ 

※獣医師確保修学資金（産業動物獣医師確保修学資金貸与事業）を貸与した学生が、県内の産業動物獣

医師か県の公務員獣医師（農林水産部）として修業した累計の人数 
 

指標名 
基準年 

(R 元) 

目標年 

(R5) 

参考年 

(R11) 

産業動物又は公務員獣医師の確保人数

（人）※ 

３   

 

９  

 

40  
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農産物流通の主力となる市場流通については、産地と連携し卸売市場や量販店等に対し、

更なる取引拡大や有利販売に向けた働きかけを行うとともに、安定供給のための輸送体系

の構築に向けた取組みを支援します。 

また、県産農産物の認知度向上のため、引き続き「くまもとの赤」の農産物等を中心と

したＰＲ等に取り組むとともに、各農産物等の特長や魅力などを積極的に情報発信します。 

さらに、特色ある県産農産物やそれらを活かした加工品については、商品力の向上や販

路拡大に向けた支援を行います。 

 

 

 

１ 県産農産物の販売チャンネルに対応した販売支援と情報発信 

・大都市圏の卸売市場に対しては、県産農産物等の信用力の向上とシェアの拡大を図る

ために、トップセールス等により販売を強化します。 

・量販店等に対しては、相互の情報交流やフェアを通じた販売支援等により連携を強め、

主力品目を中心に売り場確保を図るなど、実需者のニーズや特性に応じた働きかけを

行うことにより、県産農産物の販路拡大や取引量の増加を図ります。 

・有望な新品種等については、その特長や魅力の紹介、食べ方の提案等、販売実証を通

じて、ＰＲや売り込みを図ります。 

・引き続き「くまもとの赤」の農産物等を中心としたＰＲとブランディング等を展開す

るとともに、飲食店や流通業界等で発信力の高い「くまもと『食』の大地親善大使」

や「くまもと逸品大使」等を活用し、大消費地等における県産農産物の認知度向上を

図ります。 

併せて、安全・安心なくまもとグリーン農業農産物やＧＡＰ農産物等の情報発信を

行います。 

 

２ 特色のある農産物等の販路拡大 

・特色のある県産農産物等については、こだわりの産品を求める大都市圏の百貨店や飲

食店、食品事業者等への情報発信を強化するとともに、新しい生活様式に対応した商

談機会の創出やＥＣサイトの活用などによる、販路の拡大につなげます。 

・特色のある県産農産物等の更なる商品性の向上のため、生産者や販売者に対し、マー

ケティング能力向上のための研修会や実践の場としての商談会への参加の機会を提供

し、人材育成や新たな販路の創出を支援します。 

・特色のある県産農産物等のブランド保護や他産地との差別化を図るため、地理的表示

（ＧＩ）保護制度等の活用を支援します。 

取組方針（目指す姿） 

具体的な方策 

（５）県産農産物の販売力とサプライチェーンの強化 

① 県産農産物の販売力強化 

１ 時代の変化に対応した稼げる「くまもと農業」の確立 
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３ 県産農産物等の安定供給 

 ・県産農産物等の安定供給を推進し市場等の信頼を堅持するため、トラック輸送を中心

とした輸送体系を維持しつつ、農産物等の一時保管施設や中継基地の活用など、効率

的で安定した輸送方法の検討を進めます。 

 

 

［目標］                          

 ※産出額上位５品目（トマト、みかん、いちご、スイカ、ナス） 

 

指標名 
基準年 

(R 元) 

目標年 

(R5) 

参考年 

(R11) 

首都圏主要市場における県産青果物主要５品

目※のシェア率（取扱額ベース）（％） 

12.6  

 

12.9  

 

13.6  

 

新たな販路開拓件数（件） ０  10  20  
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 農業における所得の確保を図るため、マーケットインの視点で農産物加工品の開発や販

路開拓など６次産業化の取組みを推進します。 

 特に、農業者が異業種と連携することで、売れる商品づくりや新たな販路の拡大を図り

ます。  

また、業務用一次加工品など、新たな可能性も含め、これまで活用されなかった農産物

の発掘や商品開発の取組みも進めます。 

 

 

 

１ マーケットインの視点による新商品の開発及びブラッシュアップ支援 

・「くまもと「食」・「農」アドバイザー」や各分野の専門家を招聘して「売れる商品」を

目指したブラッシュアップを進めます。 

・「熊本６次産業化サポートセンター」や「産業技術センター」、また、「フードバレーア

グリビジネスセンター」と連携し、商品開発を支援します。 

・ＨＡＣＣＰ等に対応するため、加工所の衛生環境を高度化する加工機械の整備を支援

します。 

２ マーケットニーズに対応した販路拡大支援 

・商品の新たな取扱店を開拓するため、商談会等への参加を支援します。また、年々拡

大するウェブ市場等での調査販売により、消費者の嗜好や行動を把握し、商品毎に最

適な販路開拓を推進します。 

 ・「くまもと県南フードバレー推進協議会」を中心に、関係者のネットワーク形成や販路

拡大等の取組みを推進します。 

 

３ 地域資源の活用と産地での一次加工の推進 

・産地と企業のマッチング等を推進し、これまで活用されていない農産物の発掘や活用

による高付加価値商品の開発、販路開拓を支援します。 

・業務用をはじめとする一次加工品等の需要に対応するため、市場ニーズの把握や生産

供給体制の整備を推進します。 

 

４ 異業種と連携した商品開発等の支援とサポート体制の構築 

 ・生産、加工、流通・販売からデザインなど部門を越えた異業種の連携により、それぞ

れの発想力や情報を活用しながら、「ものづくり」と「ひとづくり」に向けた支援を展

開します。 

 ・事業者の発展段階に応じて国や県等の補助事業等の活用を図るなど、関係機関と一体

取組方針（目指す姿） 

具体的な方策 

（５）県産農産物の販売力とサプライチェーンの強化 

② ６次産業化等の推進 

１ 時代の変化に対応した稼げる「くまもと農業」の確立 
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となったサポート体制を構築します。 

 

［目標］ 

※１：食農アドバイザーの助言や異業種との連携等で商品の磨き上げや開発を行い販売した商品数及び
ウェブ市場等の調査結果を商品に反映し、販売した商品数 

※２：協議会が支援等を行う展示商談会及び個別商談会へ出展した事業者の商談が成約した件数及び
フードバレーアグリビジネスセンターのマッチングによる商談成約件数 

指標名 
基準年 

(R 元) 

目標年 

(R5) 

参考年 

(R11) 

異業種連携による商品化数※１（品） 

くまもと県南フードバレー推進協議会等の支

援による商談成約件数※２（件） 

 105  

62  

 

 116  

198  

 

 164  

438  
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 地産地消の推進は、県内農産物等に対する県民の理解促進や消費拡大を図ります。 

また、地域の伝統的な食文化の継承に資するとともに、地域の活性化につながる取組み

を推進します。 

 

 

 

１ 情報発信による地産地消への理解促進と県産農産物の消費拡大 

 ・県産品の購入、利用促進に協力してもらう「地産地消協力店」を募集します。 

 ・「地産地消サイト」や「くまもとグリーン農業ホームページ」等を通じて、県産農産物

や加工品等の情報発信を推進します。 

 ・県民の地産地消への関心を喚起し、地産地消行動につなげるため、メディア等を活用

した情報発信を推進します。 

・地域内の直売所、物産館、地産地消協力店等を核として、県民に対する県産農産物及

び加工品等の理解促進と消費拡大を推進します。 

・生産者と消費者との交流の場である「くまもと食・農ネットワーク」の活動を支援し、

地産地消に関する理解促進と情報発信を推進します。 

・県内の保育園や小学校等を対象に、県産の温州みかんや緑茶等、地域の特産である農

作物や文化に対する理解を深める取組みを推進するとともに、式典等で県産の生花を

活用する取組みを推進します。 

・各種イベント等を活用した地産地消の啓発及び情報発信を推進します。 

 

２ 県産農産物等の利用促進 

 ・地産地消協力店となっている飲食店を核として、県産農産物及び加工品等の利用を推

進します。 

 ・学校給食をはじめとして、企業・大学・病院・福祉施設等の調理施設等での県産農産

物等の利用を推進します。 

・卸売市場の機能を活用し、食品製造や外食・中食分野での県産業務用食材の利用拡大

を推進します。 

・県産畳表の普及・消費拡大のため、住宅や公共施設等への導入を促進します。 

 

３ 食文化の継承 

・コミュニティー活動等で、「くまもとふるさと食の名人」を活用した豊かな食生活の実

現と食文化を継承します。 

・学校授業等において、郷土料理等の伝承活動を推進します。 

取組方針（目指す姿） 

具体的な方策 

（５）県産農産物の販売力とサプライチェーンの強化 

③ 地産地消、食文化の継承 

１ 時代の変化に対応した稼げる「くまもと農業」の確立 
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［目標］ 

※基準年は R2 年(2020 年)3 月 31 日時点の協力店数 

指標名 
基準年 

(R 元) 

目標年 

(R5) 

参考年 

(R11) 

地産地消協力店数（店） 817※  890  950  
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 本県の農産物の輸出額は、アジアを中心に、日本産農畜産物への高い関心と検疫条件緩

和等による市場拡大により、主力品目の畜産物が順調に増加し、令和元年度(2019 年度)の

輸出額は 14.8 億円と、この５年間で３倍近い伸びとなっています。（平成 27 年度(2015 年

度)輸出額：5.5 億円） 

 中でも、輸出額の６割強を占める牛肉は香港や台湾向けを中心として増加し、牛乳など

も順調に伸びています。 

引き続き、米や畜産物の輸出拡大のための新たなルートの開拓支援や販路拡大につなが

る支援等を行います。 

併せて、輸出相手国の検疫条件に対応するため、産地の生産体制づくりを支援します。 

また、県産農産物の海外展開に向けた環境整備として、本県が育成した優良品種が海外

へ流出しないよう、海外における知的財産権保護に取り組みます。 

 

 

 

１ 輸出に取り組む事業者等の支援 

 ・農産物の販路拡大の一つの手段として、米の戦略的な輸出に取り組む農業団体等が実

施する産地化への支援や、牛肉をはじめとして輸出に取り組む農業団体等が実施する

海外での商談会やＰＲイベント等の開催を支援します。 

 ・新規輸出国の開拓等に必要な衛生管理基準等に対応した施設の機能向上等を支援しま

す。 

 ・輸出相手国の検疫条件を満たす園地や施設の登録を進めるとともに、各国の残留農薬

基準に対応する防除暦の策定等を支援します。 

・優良な県育成品種の海外流出や無断増殖防止のため、海外での品種登録に取り組みま

す。 

 

 

取組方針（目指す姿） 

具体的な方策 

（５）県産農産物の販売力とサプライチェーンの強化 

④ 県産農産物の輸出推進 

１ 時代の変化に対応した稼げる「くまもと農業」の確立 
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中山間地域の農業経営を継続し地域を維持していくためには、農業を柱とした収入や複

合的な収入による多様な所得を確保することが重要です。 

そのため、豪雨災害の被災地においては地域の再生を図るためにも、栽培方法や生産環

境等の改善・整備を行い、経営の柱となる作物の生産力強化を図るとともに収益が見込め

る新たな作物の導入や地域の資源を活かした高付加価値化を推進し、所得の確保を図りま

す。 

また、中山間農業モデル地区支援事業等で得られた地域資源を活かした多様な所得の確

保に関する成功事例を、他の中山間地域に波及させます。 

 

 

 

１ 野菜や果樹、畜産など経営の柱となる作物の生産強化   

・大規模栽培が難しい中山間地域において、限られた面積でも高い収量が得られるよう、 

環境制御機能を備えた高度な施設の導入等により施設園芸の生産性を向上させます。  

・果樹の有望品種への改植による収益性を高める取組みや排水対策の徹底など、品質を

高める技術の導入及び樹園地の整備・集積による作業効率化を進めます。   

・老朽化が進んでいる茶園の更新や機械の導入・機能強化等により生産・加工体制を強

化し、多様な茶需要に対応した売れる茶づくりを進めます。  

・熊本型放牧など肉用牛の低コスト生産や自給飼料増産による飼料自給率向上などの取

組みによる経営強化を推進します。   

  

２ 経営の柱が少ない地域での新たな柱となる取組み・作物の導入  

・地域内の担い手等に対して、新たな柱となり得る施設園芸等の品目例を示すとともに、

その導入を支援します。  

・気候や土質など中山間地域独自の環境で生じた栽培面での特徴や品質・機能性の面で

の優位性、自然豊かな生産環境等による価値を加えた農産物の生産を支援します。  

・新たな作物を導入した経営が早期に安定するよう、技術面・経営面においても重点的

に支援します。  

・新たな産地を育成するため、農地の集約化や基盤整備、小規模でも収量の確保が可能

となるハウス等の施設整備、流通ルートの整備を進めます。 

 

３ 地域の特色を活かした魅力ある特産品づくりの促進  

・中山間地域の気象条件を活かしたくまもとグリーン農業の推進等による栽培面での特

徴、品質・機能性の面での優位性、自然豊かな生産環境などの価値を加えた農産物や

取組方針（目指す姿） 

具体的な方策 

（１）中山間地域の特色を活かした多様な収入の確保と担い手づくり 

① 中山間地域における柱となる所得の確保対策と先進事例の波及 

２．中山間地域等における魅力と活力あふれる持続可能な農村づくり 
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６次産業化商品の販路拡大など、中山間地域ならではの高付加価値化の取組みを支援

します。  

・中山間地域に適した食味などに特徴のある米や野菜、果樹等の有望な品目・品種の選

定ならびに栽培技術の開発などの試験研究を加速化します。  

 

４ 先進事例の県内への波及 

・県内に設定している中山間地域農業のモデル地区に対して、基盤整備や施設整備、機

械導入等の支援を行い、本庁と各広域本部・地域振興局とが連携してサポートし、多

様な取組みの事例を蓄積します。 

・モデル地区間における交流研修会を実施し、多様な所得の確保に向けた各地区の取組

みをお互い学び合い、取組みの高度化を図ります。 

・モデル地区で得られた成功事例を、市町村を始め県内の中山間地域集落と共有化する

とともに、各地域での研修会や座談会等により他の中山間地域にも波及させ、高齢化

が急速に進んでいる中山間地域において、持続可能な農業・農村の拡大を図ります。  

 

［目標］ 

 

指標名 
基準年 

(R 元) 

目標年 

(R5) 

参考年 

(R11) 

中山間農業モデル地区における目標達

成率（％） 

－  

 

50  

 

100  

 

中山間農業モデル地区における取組み

の情報発信を行った回数（回） 

12  

 

160  

 

－  
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 平坦地域に比べて高齢化率が高い中山間地域においては、農地を守る担い手と農業経営

の継続が困難な農家を明確化し、農地やハウスなど地域の経営資産を認定農業者や地域営

農組織など中心的な担い手に集積し、地域農業や農村を維持していく必要があります。 

このため、中山間地域の活力の維持に必要な認定農業者をはじめ多様な担い手を確保し

ていきます。さらに、就農準備研修の充実・強化を図り、新規参入者等の円滑な就農を支

援するとともに、農業参入企業など新たな担い手の定着を支援します。 

また、中山間地域では、農業・農村社会の維持にとって地域営農組織の重要度が更に増

しているため、地域営農組織については、引き続き組織化・法人化を図るとともに、経営

基盤強化や人材育成を支援します。 

加えて、高齢化による担い手不足に対応するため、親族のみならず新規就農者や第三者

等への円滑な経営継承を進めます。 

一方、中山間地域の活力を維持し、住民の誇りを醸成するため、地域に内在する豊かな

資源を活用した“むらづくり活動”を支援します。 

また、農村には国土保全、豊かな環境や文化等の多面的機能が存在しており、地域外住

民の農村応援に対する機運を醸成するため、県内外へ向けた農村が持つ価値の発信を支援

します。 

 

 

 

１ 多様な担い手の確保と育成 

・人・農地プランの実質化に向けた地域の徹底した話合いにより担い手を明確化します。 

 ・地域農業の核となる認定農業者や認定新規就農者に対しては、農業経営相談所による

経営診断を計画的に行い、経営改善と再認定を促進します。 

・地域外からの新規参入や事業拡大を図る企業等を新たな担い手として位置付け、参入

から定着まで総合的に支援します。 

・地域の農業生産力や活力を維持するため、高齢化等でリタイアする農家の経営資産を

認定農業者や農業法人、新規就農者などに継承する仕組みを構築します。 

・複合経営による担い手を育成するため、中山間地域特有の美しい景観や豊かな水など

を活かしながら、茶や薬用作物などの特産物生産の取組みを支援します。 

・新規参入が少ない果樹や茶については、就農に必要な技術習得、専用機械・施設等の

整備及び樹園地継承のための中間管理組織づくりなど、新規参入を可能とする仕組み

づくりを支援します。 

 

 

取組方針（目指す姿） 

具体的な方策 

（１）中山間地域の特色を活かした多様な収入の確保と担い手づくり 

② 中山間地域を支える多彩な担い手の確保・育成 

２ 中山間地域等における魅力と活力あふれる持続可能な農村づくり 
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２ 地域営農組織の育成 

 ・担い手が不足している地域において地域営農組織の設立や法人化を促進するため、地

域内での話合いを進め合意形成を支援します。 

 ・小規模な地域営農組織については、経営基盤を強化するため、６次産業化や農泊など

を含めた経営の多角化や組織の再編・統合の取組みを支援します。 

 

３ むらづくりの核となる人材の育成 

・多様な組織と連携しながら地域をコーディネートできる人材を育成するための研修会

等を開催するとともに、各地域に存在する人材の交流促進や連携強化により、県内各

地域における“むらづくり活動”の活性化を図ります。 

 

４ 地域外住民による農村振興応援活動の推進 

・農村を応援したい個人・団体や、応援活動を受け入れたい地域等のマッチングを継続

的に推進するため、ホームページ等を活用した情報交換の場を設定します。 

 

［目標］ 

 

指標名 
基準年 

(H30) 

目標年 

(R5) 

参考年 

(R11) 

中山間地域における実質化された人・農地

プランが策定された市町村の割合（％） 

0  100  100  

中山間地域における地域営農組織への水田

集積率（％） 

18  29  42  

むらづくりへの主体的な取組みを志す人材

の数（人） 

31  187  421  

中山間地域の農業参入企業の雇用者数（人） 415  565  670  
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生産性の効率化と農業所得の向上に向けて収入の柱となる作物の導入等を進めるために

は、基礎となる基盤整備が不可欠であり、農業者が継続的に営農を行っていくことができ

るよう、地形条件や地元農家のニーズに応じたきめ細かな基盤整備を進めていきます。  

また、中山間地域においては、基盤整備を契機に農地中間管理事業の活用などを進めな

がら、中山間地域での農地集積の促進を図ります。 

加えて、中山間地域に多く存在する樹園地では、営農環境を改善し作業効率を高めるた

め基盤整備を推進するとともに、担い手への集積を図り、産地維持の取組みを推進します。 

 

 

 

１ 地形条件に応じたきめ細かな基盤整備の推進 

・地形条件に応じた区画形状、用排兼用水路、耕作道の整備などを進めるとともに、生

産性と自然環境、景観など多面的機能維持の双方に配慮した基盤整備を推進します。  

・地域に適した作物への転換、施設園芸の導入や、法人経営・地域営農など地域の特性

に応じた営農が展開できるよう、営農ニーズに応じたきめ細かな暗渠排水等の基盤整

備を推進します。 

・鳥獣害対策に対応した基盤の整備を推進します。 

・農業者の自力施工も活用することで、農家の経済的負担を軽減できる小規模な基盤整

備を支援します。 

 

２ 基盤整備を契機とした農地集積の推進・支援   

・基盤整備を計画する際には、農地情報図（ＧＩＳ）を活用して高齢化による担い手不

足等の現状を把握し、農地中間管理事業の活用や地域外からの担い手確保も見据えた

地域での話し合いを行い、農地集積を推進します。 

・また、農地集積に応じた促進費交付等の農家負担軽減策や作業効率化・低コスト化に

対応した機械整備事業等を活用し、基盤整備を契機とした農地集積と担い手の確保・

育成を一体的に推進します。  

 

３ 樹園地の基盤整備等の推進  

・畑地において、地域の実情に応じたかんがい施設等の整備を推進します。 

・また、樹園地における農作業の効率化を図るため、地域での話合いを進め、基盤整備

を契機とした農地集積を推進します。  

・産地維持に向けて、離農者の園地を新規参入者等に引き継ぐために一時的に管理する

中間管理組織づくりを支援します。  

取組方針（目指す姿） 

具体的な方策 

（２）次世代に引き継ぐ生産環境の整備と農業・農村の多面的機能の維持・発揮 

①  中山間地域の実態に応じた基盤整備と農地集積の推進 

２．中山間地域等における魅力と活力あふれる持続可能な農村づくり 
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［目標］ 

 

指標名 
基準年 

(H30) 

目標年 

(R5) 

参考年 

(R11) 

県営中山間地域総合整備事業における

基盤整備実施面積（ha） 

 －  

 

150  

 

460  
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農業・農村の持つ多面的機能は、県民に多くの恵みをもたらしています。その恵みを将

来にわたって県民が享受することができるよう、集落の共同活動を活発化させ、農村にお

ける多面的機能の維持・発揮を図ります。 

そのために、美しい景観の保全・創造や文化・コミュニティの維持・創造等を目的とし

た地域活動を支援することで、環境、景観や文化を将来にわたって継承します。 

また、生産条件の厳しい中山間地域の農業生産活動が継続されるよう掛かり増し経費の

支援等によるリスク軽減や地域活動の支援を行い、引き続き農用地や水路・農道等の土地

改良施設が保全されるよう取組みを進めます。 

 

 

 

１ 農業・農村の多面的機能を維持する取組みの推進  

 多面的機能支払交付金を活用し集落（活動組織）が行う農業・農村の有する多面的機

能の維持・発揮に向けた取組みを支援するとともに、農地情報図（ＧＩＳ）を活用し

取組面積を見える化した上で、市町村、土地改良区、ＪＡ、あるいは農業者以外の団

体などの関係機関と連携し、豪雨災害の復旧支援や活動組織の広域化を進めながら取

組みの拡大を後押します。 

 県土の保全、水源のかん養、自然環境の保全などの多面的機能を最大限発揮する取組 

みとして、地域住民の主体的な地域ぐるみの連帯感の醸成、コミュニティ機能の強化、

集落同士の助け合いなど地域を超えた連携を図るための地域住民の主体的な“むらづ

くり活動”を支援します。 

 長年に亘る農業の営みにより守られてきた農村の美しい景観を保全・継承するための

景観農業振興地域整備計画づくりや石積み補修などの農村景観整備の取組みを支援し

ます。 

 環境に配慮し、それを守り育てる観点から、環境に関する情報収集と意見交換を行い、

生態系や景観等の調和に配慮した工法など、創意工夫のもとで農業農村整備を進めま

す。 

 環境保全型農業直接支払交付金を活用し、より良好な農村環境の形成に向けて、農業

生産に由来する環境負荷の軽減や地球温暖化防止、生物多様性保全等にも効果の高い

取組みを推進します。 

 また、阿蘇の草原再生に向けて、市町村や関係団体と連携を進めます。  

 

２ 農業生産活動等の支援による農地・集落の維持 

 中山間地域等において、耕作放棄を防止し、生産条件が不利な農地・集落を維持する

取組方針（目指す姿） 

具体的な方策 

（２）次世代に引き継ぐ生産環境の整備と農業・農村の多面的機能の維持・発揮 

②  地域活動を柱とした多面的機能の維持・発揮 

２．中山間地域等における魅力と活力あふれる持続可能な農村づくり 
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ため、農業生産活動の継続に向けた前向きな取組みを支援する中山間地域等直接支払

交付金を活用します。  

 

３ 棚田地域の振興 

 条件不利地の象徴である棚田とその周辺地域において一体的な維持・保全を進めるた

め、棚田を保全すべき意義や資源としての価値等を広く県民へ啓発をするとともに、

市町村と連携し棚田地域振興法に基づく支援策を活用した地域活動等を支援します。 

 

 

［目標］ 

 

指標名 
基準年 

(R 元) 

目標年 

(R5) 

参考年 

(R11) 

多面的機能支払交付金の取組面積（ha） 69,400  75,300  78,200  

指定棚田地域の振興に取り組む市町村

数（市町村） 

０  

 

12  

 

15  
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本県の地下水と土が熊本の宝として 50 年先、100 年先にわたって良好な状態に保全され

ながら次世代に引き継がれていくよう、地下水と土を育む農業推進条例に沿った取組み 

を進めます。 

その中で、農業者が安心して持続的な農業を営めるよう土づくりを基本とした環境にや

さしい農業を進めるとともに、こうした農家を県民が支えていけるように、県民の理解と

協力が得られるような取組みを進めます。 

 

 

 

１ 県民運動の展開 

・農業者や企業等による地下水かん養を始めとした環境に配慮した農業の取組み等に対

し、県民全体の理解を進め協力が得られるよう、地下水と土を育む農畜産物の購入機

会拡大や制度の周知を進めます。 

・地下水保全活動を行う行政や農業関係者、企業、団体、市民グループ及び学校教育等

との連携を強固にし、県内全地域へ地下水と土を育む農業についての啓発を行うなど

必要な情報発信と啓発活動を行うことで、県民全体による行動を目指します。 

 ・次世代を担う子供達が、熊本の地下水と土に誇りを持てるよう地下水と土を育む農業

を学び・触れ合い・身近に感じられる機会を増やします。 

 

２ くまもとグリーン農業の推進 

・土づくり、化学肥料・農薬削減の取組みであるくまもとグリーン農業を推進します。

特に、有機農業をくまもとグリーン農業の最終到達点と位置付けながら、農業者が現

状より化学肥料・農薬を削減できる多様な技術を導入できるように支援を行います。 

・生産振興対策、新規就農支援、環境保全型農業直接支払等を活用しながら、農業者が

くまもとグリーン農業に取り組みやすく、高度化しやすい環境を整えるとともに、土

づくり、土壌分析や化学肥料・農薬削減につながる資材導入や栽培技術の支援を行い

ます。 

 

３ 良質な堆肥生産と流通 

・堆肥の保管施設や運搬に必要な車両の整備への支援を通じた耕畜連携による広域流通

の更なる促進と、良質な堆肥づくりを進めるための研修会開催などによって、グリー

取組方針（目指す姿） 

具体的な方策 

（２）次世代に引き継ぐ生産環境の整備と農業・農村の多面的機能の維持・発揮 

③ 地下水と土を育む農業の推進 

２ 中山間地域等における魅力と活力あふれる持続可能な農村づくり 
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ン農業に取り組む農業者のニーズに合った良質な堆肥づくりを進めます。 

 

４ 水田湛水の推進 

・農業団体等と連携しながら、主食用、ＷＣＳ、飼料用米など多様なニーズに対応した

水稲の生産を推進することで水稲全体としての作付面積を拡大し、水田における湛水

を推進し地下水のかん養につなげていきます。 

・地下水のかん養効果が非常に大きい白川中流域の水田湛水について、関係企業、団体、

市町村等と連携しながら、取組みを広げます。 

・白川中流域の水田湛水に加えて、他の地域についても水田活用を広げていくため、か

ん養効果の高い台地部等に対して、水田の積極的な湛水を進めていきます。 

 

５ 試験研究及び技術の普及 

・地下水と土を育む農業を着実に推進するために、試験研究や学術機関との連携を図り

ながら、基盤となる技術を確立し、この技術を農業現場へ普及します。 

・開発された技術、得られた調査結果や情報については、県民全体へ広く周知すること

で、地下水と土を育む農業を支える基盤を強固なものにします。 

 

［目標］ 

指標名 
基準年 

(R 元) 

目標年 

(R5) 

参考年 

(R11) 

地下水と土を育む農業理解者数（人／年）※ 26,500  35,000  35,000  

販売農家のうち、くまもとグリーン農業宣言者

数の割合（％） 

53  

 

66  

 

70  

 

水稲(主食用米、新規需要米等)作付面積（ha）※ 42,300  42,600  42,600  

 ※「地下水と土を育む農業理解者数」及び「水稲(主食用米、新規需要米等)作付面積」の基準年は H30 
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中山間地域等の農山漁村には、豊かな自然、食文化、歴史、景観等の地域資源が多数存

在します。この地域資源を地域住民が再認識し、最大限に活かす取組みを拡大することに

より、中山間地域の活性化が期待されます。 

このため、「美しい景観の保全・創造」や「文化・コミュニティの維持・創造」等を目

的とした地域活動を支援するとともに、農山漁村に存在する地域資源の適切な保全や復

元、交流拠点の整備等による磨き上げや次世代への継承を推進します。 

また、これらの多彩な地域資源を最大限に活かす「知恵」を導き出し、農業や雇用、生

活等の拠点となる「スーパー中山間地域」の創生を目指すことにより、住民の誇り（シビ

ックプライド）の醸成と他地域からの「あこがれ」を創出し、豪雨災害からの復興に弾み

をつけるとともに、中山間地域全体の地位及び活力向上を図ります。 

さらには、本県には世界的に認められた農業管理システムである世界農業遺産や持続可

能な農業を支えるかんがい施設、そして地域で育まれた清らかな地下水など、数多くの地

域資源が存在します。これらの資源を取り巻く、様々な地域の人々や関係団体が連携して

地域資源を保全し、活用する取組みを推進します。 

 

 

 

１ 多彩な資源を活かした地域活動の推進 

・人、自然、文化、歴史、産品などの地域の資源を活かして、地域住民による集落機能

の維持、地域資源・環境の保全、産業・雇用の創出等の取組みを支援します。 

・地域住民の主体的な“むらづくり活動”が県内各地で芽吹いていますが、それぞれの

活動の持続的な展開を促し、地域の活性化や地域住民の誇りの醸成を図ります。 

 ・農山漁村の価値の向上や次世代への継承を確実にするため、市町村等の支援体制の構

築や、地域住民自らが行う地域資源の発掘・再評価や適切な保全活動等を支援します。 

 ・たけのこやしいたけ等の特用林産物の生産者の組織化や施設整備など、生産体制の整

備を支援することにより、農林事業者の所得向上に努めます。 

 

２ 「スーパー中山間地域」の創生 

 ・持続可能な農村づくりに積極的に取り組む地域において、取組みの深化や先鋭化、融

合等、更なる高みを目指す取組みを支援し、住民が誇りをもって住み続けるとともに、

他地域の「あこがれ」の対象となるシンボル的な「スーパー中山間地域(※１)」を創生し

ます。 

 ・スーパー中山間地域における進化した取組みやメッセージ性のある産品等を他県や都

市部へ積極的に情報発信し、交流人口や関係人口の増加を図るとともに、新たな雇用

取組方針（目指す姿） 

具体的な方策 

（３）魅力ある地域資源を活用した中山間地域等の振興 

① 地域資源を活かした農村の活性化とスーパー中山間地域の創生 

２ 中山間地域等における魅力と活力あふれる持続可能な農村づくり 
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の創出や住環境の整備等により移住・定住も含めた地域の担い手の確保を支援します。 

・スーパー中山間地域の取組みを通じて、住民の誇り（シビックプライド(※２)）の醸成

を図るともに、県内の他の中山間地域へ情報共有を行い、各地域での活性化に向けた

モチベーションの向上を図ることで中山間地域全体の活性化を進めます。 

 

 （※１）県内の中山間地域の情報発信基地（広告塔）となるような地域。国内外から本県への交流人口増

加に貢献するとともに、地域の看板商品の認知度が向上することで、他の中山間地域の農産物や

加工品等の売上げ増加等の波及効果が期待される。 

（※２）「わが町、わが都市に対する誇り」のこと。「まちを愛する心」や「住んでいる場所への愛着」

という意味合いで使用されることもあるが、狭義では「自分自身が関わって地域を良くしてい

こうとする、当事者意識に基づく自負心」を指す。 

 

３ くまもとの農業遺産等の継承と活用 

・世界農業遺産に認定された「阿蘇の草原の維持と持続的農業」について、地域のみな

らず県全体でその価値や魅力を理解し、その保全に取り組むとともに、野草堆肥の利

活用システムの構築や阿蘇の農畜産物の付加価値向上など草資源の効果的な利活用を

推進します。また、観光や草原再生と一体的に取り組み、ＰＲを行うことで、阿蘇へ

の交流人口の拡大と雇用創出を図ります。 

・阿蘇地域の草地や、水田・畑地、未利用地等の地域資源を活用した熊本型放牧を推進

します。そのため中山間地域などの耕作に不向きな条件不利地も含めた肉用繁殖牛等

の放牧利用を推進するための条件整備を進めます。 

・県内各地に存在する農業の営みと景観、文化、生物多様性などが結び付いた貴重な「農

と文化のシステム」や「歴史的なかんがい施設」などの現在も活躍する歴史的な遺産

が数多く残されています。これらの保存・検証・評価（調査・研究）を通し、その価値

を磨き上げるとともに、これらの農業遺産を将来に継承する取組みを支援します。 

 

［目標］ 

※１：広域放牧とは、熊本型放牧の形態の一つ。菊池地域など平坦地域で飼養する肉用繁殖牛を阿蘇地

域の草地へ放牧する取組み。 

 ※２：広域放牧頭数の基準年は、H30 年 

指標名 
基準年 

（R元） 

目標年 

(R5) 

参考年 

(R11) 

世界農業遺産ブランドの農産品数（品） 

 

広域放牧※１頭数（頭） 

 

41  

 

836※２ 

45  

 

1,000  

55  

 

1,200  
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 中山間地域等の農山漁村には、豊かな自然、食文化、歴史、景観等の地域資源が多数存

在しており、その資源を活用した滞在型、体験型の交流参加者の受入れを促進するため、

地域ぐるみのグリーンツーリズムの推進や農泊等に対する効果的な情報発信を支援します。 

また、中山間地域の基幹産業である農業、林業や水産業の地域特性に応じた組み合わせ

や、食品加工、観光や教育などの他分野との連携を強化し、地域資源に新たな価値を付加

することで、地域の安定的な所得や雇用の維持・確保を図ります。 

さらに、新型コロナウイルスのまん延防止のため人の動きが制限される中、「新しい生活

様式」の実践・定着を推進しつつ、他地域の方々が中山間地域の担い手として活躍するた

めの環境整備や農業以外の人材・組織との連携強化など、移住・定住を踏まえた多彩な人

的資源の流入・確保に向けた取組みを推進します。 

 

 

 

１ グリーンツーリズム、農泊の推進 

 ・農業の重要性や食料生産上の意義のみならず、土とふれあう楽しさや地下水涵養、生

物多様性等の環境学習など、次世代に向けた農業・農村の持つ機能への理解促進のた

め、子どもや都市住民を対象とした体験型の交流を支援します。 

 ・農業・農村体験を通して農業の楽しさを広める活動や農山漁村に滞在して様々な活動

を体験する農泊の取組みが継続的に行われるよう、地域ぐるみの取組みを推進すると

ともに地域交流等の拠点整備を促進します。 

 ・農業・農村体験や農泊を通した農山漁村の魅力について、ホームページ「くまもとふ

ると応援ねっと」やＳＮＳ等を活用した効果的な情報発信を支援します。 

 

２ 観光・教育等他分野との連携推進 

・特用林産物の消費拡大が森林の公益的機能の持続的発揮に貢献することについて、生

産者等が県民への理解促進を図る取組みを推進します。 

 ・農業遺産やかんがい遺産など、本県の自然条件における先人の知恵と工夫の結実であ

る本県固有の資産を用いた観光商品の開発等を推進します。 

・小中高校生や一般の県民等に向けて、農業が多面的な機能を有していることを伝える

ため、農村の美しい自然景観や農耕祭事等の伝統文化・食文化等を活用した教育旅行

や、大学・社会人等の体験型旅行等の取組みを推進します。 

 ・農業と福祉の連携を推進し、農業分野における障がい者の活躍を実現するとともに、

地域で暮らす全ての人々が生きがいを共に創り、高めあうことができる地域共生社会

の実現に貢献します。 

取組方針（目指す姿） 

具体的な方策 

（３）魅力ある地域資源を活用した中山間地域等の振興 

② 交流や他分野との融合による地域活力の向上 

２ 中山間地域等における魅力と活力あふれる持続可能な農村づくり 
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３ 移住・定住の促進支援 

 ・農山漁村の生活環境の整備を推進するとともに、地域住民自らによる景観保全や農村

文化の伝承等を目指す活動を支援し、農山漁村地域の魅力や付加価値を高めることに

より、移住・定住のきっかけづくりを促します。 

 ・定年退職後の地元回帰者やＪターン等での移住者が地域の担い手として、農山漁村の

住民とともに活躍できる体制づくりや、地域内外の視点や知恵を導入・集積する受け

皿としての組織づくりを推進するとともに、活発な地域活動の継続的な展開とその情

報発信を支援します。 

 

［目標］ 

 

指標名 
基準年 

(H30) 

目標年 

(R5) 

参考年 

(R11) 

ＨＰ「くまもとふるさと応援ねっと」へ

のアクセス数（件） 

 

主要な交流施設来場者数（万人） 

42,856  

 

 

692  

43,000  

 

 

667  

45,000  

 

 

690  
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鳥獣被害防止対策は、地域の実情に合わせて、「生息しにくい環境整備と管理」「侵入・

被害の防止」「有害鳥獣の捕獲」を総合的に組み合わせ、地域住民が主体となって取り組む

ことが重要です。 

このため、鳥獣被害防止対策を実践する農業者の育成に取り組むとともに、地域農業で

鳥獣被害防止対策をけん引するリーダーの確保・育成に取り組みます。 

併せて、鳥獣被害防止特措法に基づき市町村が行う被害防止の取組みを支援します。 

 

 

１ 「地域ぐるみの鳥獣被害対策」の推進 

・「生息しにくい環境整備と管理」「侵入・被害の防止」については、鳥獣の習性等、被

害防止に関する正しい知識を理解したうえで、鳥獣のひそみ場の除去や計画的・効果

的な防護柵の設置等に取り組みます。また、これらの対策の効果が継続的に発揮され

るよう、地域ぐるみの取組みを推進します。 

・「有害鳥獣の捕獲」については、地域間連携による捕獲活動を推進するとともに、捕獲

技術の向上と省力化を図るため、被害の詳細や捕獲の実態を調査・分析し、農地情報

図（ＧＩＳ）を活用した「見える化」に取り組みます。 

・また、効果的な対策を実施するため、ＩＣＴ、ＩｏＴ等新たな技術を活用したスマー

ト捕獲を推進します。 

 

２ 鳥獣被害対策を担う人材確保・育成 

・研修会等を通じて、集落等で無意識に行われてしまっている「えづけ」を「やめる」、

「えづけＳＴＯＰ！対策」を基本とした鳥獣被害対策の知識と技術の普及を図ります。 

・地域の鳥獣被害対策に積極的に取り組む農業者グループ等との連携を進めるとともに、

県立農業大学校での講義等各種講習会等を通じて、鳥獣被害対策に取り組む地域リー

ダー及び指導者の育成を図ります。 

 

［目標］ 

 

指標名 
基準年 

(R 元) 

目標年 

(R5) 

参考年 

(R11) 

野生鳥獣による農作物被害金額（百万円） 530  342  300  

取組方針（目指す姿） 

具体的な方策 

（４）鳥獣被害防止対策とジビエ利活用の推進 

① 地域ぐるみの総合的な鳥獣被害防止対策の推進 

２ 中山間地域等における魅力と活力あふれる持続可能な農村づくり 
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農作物への被害防止のために県内で捕獲されたイノシシやシカ等について地域資源とし

て利活用を推進します。 

また、くまもとジビエコンソーシアムの活動を通じて「くまもとジビエ」の利活用を推

進するとともに、ジビエ処理加工施設の「国産ジビエ認証」取得を支援し、安定供給体制

の構築やトレーサビリティの確立、「くまもとジビエ」のブランド化等に取り組みます。 

さらには、新型コロナの影響によって、大きく落ち込んだジビエ消費の回復と新しい生

活様式に即したジビエ利活用の推進を図ります。 

 

 

 

１ ジビエ利活用の推進 

・有害捕獲された野生鳥獣を地域資源として利活用を進めるため、「熊本県イノシシ肉 

・シカ肉衛生管理ガイドライン」に基づいた、捕獲から処理加工までの適切な管理の

普及を図ります。 

・県民に対するジビエの理解促進活動や教育機関との連携等を通じて、「ジビエ」をキ

ーワードとする関係人口の増加を図ります。 

 

２ 「くまもとジビエ」のブランド化 

・県内の捕獲者、処理加工施設、農業団体、市町村等で構成される「くまもとジビエコ

ンソーシアム」への活動支援を通じて「くまもとジビエ」のブランド化を図ります。 

・ジビエ処理加工施設の整備や機能強化に向けた支援を通じて、安定供給体制の構築や

安全で安心なジビエの流通を促進します。 

 

［目標］ 

※くまもとジビエコンソーシアムに参加しているジビエ処理加工施設 13施設 

指標名 
基準年 

(H30) 

目標年 

(R5) 

参考年 

(R11) 

ジビエ処理加工施設※における捕獲獣

の処理頭数（頭） 

1,867  

 

3,327  

 

3,600  

 

取組方針（目指す姿） 

具体的な方策 

（４）鳥獣被害防止対策とジビエ利活用の推進 

② 「くまもとジビエ」利活用の推進 

２ 中山間地域等における魅力と活力あふれる持続可能な農村づくり 
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モデル経営類型 

 

モデル経営類型 

 本県農業の現状を踏まえ、意欲ある農業者等が経営発展を目指す際の具体的

な経営目標と、それを実現するために必要な経営の特徴や主要資本装備につい

て、個別経営体（家族経営及び法人経営）及び協業経営体ごとに地域も含めた

例示的に示しています。 

① 目標所得 ：主たる従事者※一人当たり、概ね 400 万円程度 

② 労働時間 ：主たる従事者一人当たり、年間 2,000 時間程度 

※主たる従事者とは自営農業に主として従事した世帯員のうち、仕事として主に自

営農業に従事している者をいう。 

 

１ 個別経営体 

（1）家族経営 

  農業経営の現状と他産業の所得や労働時間を踏まえ、将来目標とすべきモ

デル的な家族経営の経営パターンを示しました。 

① 自家労力 1 経営体当たり経営者を含めて従事者２～３人 

② 雇用労働力 ゆとりある経営を実現するために雇用を積極的に導入 

 

（２）法人経営 

家族経営の目標とすべき経営水準に達した経営体の次のステップとして規

模拡大や経営の高度化による法人化の経営パターンを示しました。 

 

２ 協業経営体 

複数の世帯が共同で出資し、生産から生産物の販売、収支決算、収益の配

分に至るまでの経営を協業で行うモデル的な経営パターンを示しました。 

なお、組織運営体制が整った組織については、法人化や大規模法人化の経

営を目指すこととします。 
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 （１）家族経営
経営類型 地域区分

水稲(主食用米、飼料用米等)＋麦＋大豆(＋受託) 全域
いぐさ＋水稲 平坦地域
葉たばこ＋水稲 全域
秋冬レタス+水稲 海岸島しょ地域
ブロッコリー+冬キャベツ+水稲 平坦地域
夏秋キャベツ＋冬春キャベツ 高冷地域、平坦地域
ニンジン(冬・春)+水稲 全域
カンショ+水稲 全域
夏秋ダイコン 高冷地域
ショウガ 全域
ゴボウ＋水稲 平坦地域
肉用牛繁殖 全域
冬春トマト＋水稲 平坦地域
夏秋トマト＋水稲 高冷地域
冬春ミニトマト＋水稲 平坦地域
促成ナス＋水稲 平坦地域
イチゴ 全域
春夏スイカ＋秋冬メロン（アールス）＋水稲 全域
春夏スイカ＋ニガウリ、夏秋ナス＋水稲 全域
春夏メロン（アールス）＋冬トマト＋水稲 平坦地域
春夏メロン（アンデス）＋夏秋キュウリ＋水稲 全域
冬春キュウリ＋夏秋キュウリ＋水稲 平坦地域、海岸島しょ地域
夏秋ホウレンソウ＋水稲 高冷地域
アスパラガス＋水稲 全域
うんしゅうみかん 海岸島しょ地域、平坦地域
不知火類+河内晩柑 海岸島しょ地域、平坦地域
うんしゅうみかん＋不知火類 海岸島しょ地域、平坦地域
なし 全域
茶 全域
施設キク（電照）＋水稲 全域
トルコギキョウ 平坦地域
宿根カスミソウ＋水稲 全域

モデル経営類型について

１ 個別経営体

　今後の目標とすべき個別経営体及び協業経営体の代表的なパターンを示しており、農地の集
積や多頭化飼育などによる低コスト・省力化経営や、先進的な施設や技術などにより、高い生産
性や品質を求める集約経営を例示しています。
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経営類型 地域区分
水稲(主食用米、飼料用米等)＋麦＋大豆(＋受託) 全域
ニンジン+水稲 全域
酪農 全域
養豚 全域
肉用牛肥育 全域
肉用牛一貫 全域
冬春トマト 平坦地域
イチゴ 全域

２　協業経営体
　ア　協業経営

経営類型 地域区分
茶 全域

　イ　法人経営
経営類型 地域区分

水稲(主食用米、飼料用米等)＋麦＋大豆(＋受託) 全域
　ウ　大規模法人経営（広域農場）

経営類型 地域区分
水稲(主食用米、飼料用米等)＋麦＋大豆(＋受託) 全域

経営類型 地域区分

水稲(主食用米、飼料用米等)＋麦＋大豆(＋受託)
＋高収益作物（たまねぎ）

全域

（２）法人経営

※地域区分について
地域区分は、作物の生育条件に影響のある気温に着目し、おおよそ標高400m以上の地域
を「高冷地域」、温暖でほとんど霜の降りることのない海岸部を「海岸島しょ地域」とし、高冷
地域、海岸島しょ地域には中山間地域を含みます。また、それ以外の地域を「平坦地域」と
しています。
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ボ

ウ
ハ

-
ベ

ス
タ

（
１

台
）

ル
ー

ト
デ

ィ
ガ

ー
（
１

台
）

ト
レ

ン
チ

ャ
ー

（
１

台
）

堆
肥

散
布

機
（
１

台
）

洗
浄

機
（
１

台
）

3
,2

0
0

1
8
,2

0
0

2
2
,8

0
0

3
,4

0
0

肉
用

牛
繁

殖
肉

用
牛

繁
殖

　
　

８
０

頭

・
牛

房
群

飼
・
分

娩
間

隔
1
2
.5

ヶ
月

・
供

用
産

次
７

産
・
ヘ

ル
パ

ー
利

用
に

よ
る

休
日

確
保

・
稲

W
C

S
コ

ン
ト

ラ
ク

タ
ー

の
利

用
・
広

域
放

牧
利

用

畜
舎

（
1
,2

0
0
㎡

）
た

い
肥

舎
（
2
9
1
㎡

）
ほ

乳
ロ

ボ
ッ

ト
分

娩
・
発

情
監

視
装

置
(1

セ
ッ

ト
)

作
業

機
械

一
式

7
,3

0
0

4
8
,9

0
0

2
4
,5

0
0

0

全
域

平
坦

地
域

全
域
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粗
収

入
(千

円
)

主
た

る
従

事
者

人
数

主
た

る
従

事
者

の
労

働
時

間

雇
用

労
働

時
間

冬
春

ト
マ

ト
＋

水
稲

経
営

面
積

 田

冬
春

ト
マ

ト
水

稲

　
　

２
６

０
ａ

　
　

　
８

０
ａ

　
　

１
８

０
ａ

・
購

入
苗

利
用

・
共

同
選

果
施

設
利

用
・
黄

化
葉

巻
病

対
策

の
徹

底
・
水

稲
の

基
幹

作
業

は
営

農
組

織
に

委
託

・
雇

用
労

力
の

活
用

（
常

時
雇

用
）

連
棟

強
化

型
パ

イ
プ

ハ
ウ

ス
内

張
カ

ー
テ

ン
暖

房
機

（
４

台
）

ハ
ウ

ス
自

動
開

閉
装

置
防

虫
ネ

ッ
ト

循
環

扇
灌

水
施

設

6
,8

0
0

5
1
,9

0
0

2
3
,9

0
0

6
,8

0
0

夏
秋

ト
マ

ト
+
水

稲

経
営

面
積

 田

夏
秋

ト
マ

ト
水

稲

　
　

１
５

０
ａ

　
　

　
５

０
ａ

　
　

１
０

０
ａ

・
購

入
苗

利
用

・
共

同
選

果
場

の
利

用
・
水

稲
の

基
幹

作
業

は
営

農
組

織
に

委
託

強
化

型
単

棟
ハ

ウ
ス

ト
ラ

ク
タ

ー
（
１

台
）

動
力

噴
霧

機
（
１

台
）

防
風

ネ
ッ

ト
灌

水
施

設

3
,7

0
0

1
9
,5

0
0

2
3
,0

0
0

5
8
0

冬
春

ミ
ニ

ト
マ

ト
＋

水
稲

経
営

面
積

　
田

冬
春

ﾐﾆ
ﾄﾏ

ﾄ
水

稲

　
　

２
５

０
ａ

　
　

　
４

０
ａ

　
　

１
８

０
ａ

・
耐

病
性

品
種

の
導

入
・
共

同
選

果
施

設
利

用
・
水

稲
の

基
幹

作
業

は
営

農
組

織
に

委
託

・
雇

用
労

力
の

活
用

（
臨

時
雇

用
）

連
棟

ハ
ウ

ス
内

張
カ

ー
テ

ン
暖

房
機

（
２

台
）

ハ
ウ

ス
自

動
開

閉
装

置
防

虫
ネ

ッ
ト

循
環

扇
灌

水
施

設

3
,9

0
0

2
7
,0

0
0

3
5
,9

0
0

7
9
0

促
成

ナ
ス

＋
水

稲

経
営

面
積

 田

促
成

な
す

水
稲

　
　

２
６

０
ａ

　
　

　
５

０
ａ

　
　

１
８

０
ａ

・
耐

候
性

ハ
ウ

ス
の

導
入

（
一

部
）

・
購

入
苗

の
利

用
・
水

稲
の

基
幹

作
業

は
営

農
組

織
に

委
託

・
雇

用
労

力
の

活
用

（
臨

時
雇

用
）

連
棟

強
化

型
パ

イ
プ

ハ
ウ

ス
暖

房
機

（
３

台
）

ハ
ウ

ス
自

動
開

閉
装

置
防

虫
ネ

ッ
ト

循
環

扇
灌

水
施

設

3
,6

0
0

3
5
,4

0
0

3
5
,8

0
0

1
,9

0
0

イ
チ

ゴ

経
営

面
積

 田

イ
チ

ゴ

　
　

　
２

５
ａ

　
　

　
２

５
ａ

・
ベ

ン
チ

育
苗

の
導

入
・
共

同
作

業
（
定

植
、

ビ
ニ

ル
張

り
）

連
棟

ハ
ウ

ス
暖

房
機

（
１

台
）

ハ
ウ

ス
自

動
開

閉
装

置
予

冷
庫

（
１

台
）

育
苗

施
設

灌
水

施
設

4
,1

0
0

1
9
,7

0
0

2
4
,0

0
0

1
,6

0
0

春
夏

ス
イ

カ
＋

秋
冬

メ
ロ

ン
（ア

ー
ル

ス
）
＋

水
稲

経
営

面
積

 田

春
夏

ス
イ

カ
秋

冬
メ

ロ
ン

水
稲

　
　

２
５

０
ａ

　
　

１
０

０
ａ

　
　

　
５

０
ａ

　
　

１
０

０
ａ

・
連

棟
ハ

ウ
ス

は
年

３
作

(ｽ
ｲ
ｶ
春

作
＋

春
作

植
替

＋
ﾒ
ﾛ
ﾝ
秋

冬
作

）
・
水

稲
の

基
幹

作
業

は
営

農
組

織
に

委
託

連
棟

ハ
ウ

ス
暖

房
機

（
４

台
）

ハ
ウ

ス
自

動
開

閉
装

置
 灌

水
施

設

4
,0

0
0

2
6
,6

0
0

2
3
,2

0
0

5
4
0

経
営

類
型

基
幹

作
物

別
生

産
規

模
経

営
の

特
徴

主
要

資
本

装
備

主
た

る
従

事
者

の
一

人
当

た
り

目
標

所
得

（
千

円
）

（
参

考
）

平
坦

地
域

平
坦

地
域

全
域

高
冷

地
域

全
域

平
坦

地
域
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粗
収

入
(千

円
)

主
た

る
従

事
者

人
数

主
た

る
従

事
者

の
労

働
時

間

雇
用

労
働

時
間

経
営

類
型

基
幹

作
物

別
生

産
規

模
経

営
の

特
徴

主
要

資
本

装
備

主
た

る
従

事
者

の
一

人
当

た
り

目
標

所
得

（
千

円
）

（
参

考
）

春
夏

ス
イ

カ
＋

ニ
ガ

ウ
リ

、
夏

秋
ナ

ス
＋

水
稲

経
営

面
積

 田

春
夏

ス
イ

カ
ニ

ガ
ウ

リ
夏

秋
ナ

ス
水

稲

　
　

１
４

０
ａ

　
　

１
０

０
ａ

　
　

　
２

０
ａ

　
　

　
２

０
ａ

　
　

１
０

０
ａ

・
植

替
え

の
場

合
は

ニ
ガ

ウ
リ

・
植

替
え

し
な

い
場

合
は

夏
秋

な
す

・
施

肥
調

整
（
カ

リ
ウ

ム
減

肥
）

・
水

稲
の

基
幹

作
業

は
営

農
組

織
に

委
託

連
棟

ハ
ウ

ス
単

棟
ハ

ウ
ス

暖
房

機
（
４

台
）

ハ
ウ

ス
自

動
開

閉
装

置
灌

水
施

設

4
,6

0
0

2
5
,0

0
0

2
4
,3

0
0

6
0
0

春
夏

メ
ロ

ン
（ア

ー
ル

ス
）

＋
冬

ト
マ

ト
＋

水
稲

経
営

面
積

 田

春
夏

メ
ロ

ン
冬

ト
マ

ト
水

稲

　 　
　

２
５

０
ａ

　
　

　
６

０
ａ

　
　

　
６

０
ａ

　
　

１
５

０
ａ

・
作

期
（
秋

冬
）
の

分
散

・
ウ

イ
ル

ス
病

（
退

緑
黄

化
病

）
対

策
の

徹
底

・
加

温
３

０
ａ
、

無
加

温
３

０
ａ

・
水

稲
の

基
幹

作
業

は
営

農
組

織
に

委
託

・
雇

用
労

力
の

活
用

（
臨

時
雇

用
）

連
棟

強
化

型
パ

イ
プ

ハ
ウ

ス
単

棟
ハ

ウ
ス

暖
房

機
（
５

台
）

ハ
ウ

ス
自

動
開

閉
装

置
灌

水
施

設

3
,4

0
0

3
2
,5

0
0

3
5
,3

0
0

6
0

春
夏

メ
ロ

ン
（ア

ン
デ

ス
）

＋
夏

秋
キ

ュ
ウ

リ
＋

水
稲

経
営

面
積

 田

春
夏

メ
ロ

ン
夏

秋
キ

ュ
ウ

リ
水

稲

　
　

２
５

０
ａ

　
　

　
８

０
ａ

　
　

　
４

０
ａ

　
　

１
６

０
ａ

・
春

夏
メ

ロ
ン

作
期

の
分

散
・
キ

ュ
ウ

リ
黄

化
え

そ
病

対
策

の
徹

底
・
購

入
苗

（
キ

ュ
ウ

リ
）
の

利
用

・
共

同
選

果
（
キ

ュ
ウ

リ
）
の

利
用

・
水

稲
の

基
幹

作
業

は
営

農
組

織
に

委
託

連
棟

強
化

型
パ

イ
プ

ハ
ウ

ス
単

棟
強

化
型

ハ
ウ

ス
暖

房
機

（
５

台
）

ハ
ウ

ス
自

動
開

閉
装

置
灌

水
施

設

3
,8

0
0

2
0
,9

0
0

2
4
,4

0
0

6
0
0

冬
春

キ
ュ

ウ
リ

＋
夏

秋
キ

ュ
ウ

リ
+
水

稲

経
営

面
積

 田

冬
春

キ
ュ

ウ
リ

夏
秋

キ
ュ

ウ
リ

水
稲

　
　

２
５

０
ａ

　 　
　

　
５

０
ａ

　
　

　
５

０
ａ

　
　

２
０

０
ａ

・
共

同
選

果
施

設
の

利
用

・
購

入
苗

の
利

用
・
水

稲
の

基
幹

作
業

は
営

農
組

織
に

委
託

・
雇

用
労

働
力

の
活

用
（
臨

時
雇

用
）

連
棟

強
化

型
パ

イ
プ

ハ
ウ

ス
ト

ラ
ク

タ
ー

（
１

台
）

動
力

噴
霧

機
（
２

台
）

灌
水

施
設

3
,2

0
0

3
5
,3

0
0

3
7
,2

0
0

4
,5

0
0

夏
秋

ホ
ウ

レ
ン

ソ
ウ

 ＋
水

稲

経
営

面
積

 田

夏
秋

ﾎ
ｳ

ﾚ
ﾝ
ｿ
ｳ

水
稲

　
　

２
５

０
ａ

　
　

　
５

０
a

延
べ

2
5
0
ａ

  
  
１

５
０

ａ

・
作

型
（
作

期
）
の

分
散

・
播

種
機

利
用

に
よ

る
省

力
化

・
水

稲
の

基
幹

作
業

は
営

農
組

織
に

委
託

単
棟

ハ
ウ

ス
真

空
播

種
機

（
１

台
）

灌
水

施
設

3
,2

0
0

1
3
,0

0
0

2
3
,4

0
0

0

ア
ス

パ
ラ

ガ
ス

＋
水

稲

経
営

面
積

 田

ア
ス

パ
ラ

ガ
ス

水
稲

　
　

２
０

０
ａ

　
　

　
５

０
ａ

　
　

１
２

０
ａ

・
フ

ル
オ

ー
プ

ン
ハ

ウ
ス

（
高

温
対

策
）

・
自

動
灌

水
装

置
の

利
用

・
共

同
選

果
の

利
用

・
水

稲
の

基
幹

作
業

は
営

農
組

織
に

委
託

・
雇

用
労

働
力

の
活

用
（
臨

時
雇

用
）

単
棟

ハ
ウ

ス
動

力
噴

霧
機

（
１

台
）

灌
水

施
設

3
,9

5
0

1
7
,9

0
0

2
4
,3

0
0

1
,1

0
0

全
域

平
坦

地
域

全
域

高
冷

地
域

全
域

海
岸

島
し

ょ
地

域
、

全
域

- 109 -



粗
収

入
(千

円
)

主
た

る
従

事
者

人
数

主
た

る
従

事
者

の
労

働
時

間

雇
用

労
働

時
間

経
営

類
型

基
幹

作
物

別
生

産
規

模
経

営
の

特
徴

主
要

資
本

装
備

主
た

る
従

事
者

の
一

人
当

た
り

目
標

所
得

（
千

円
）

（
参

考
）

う
ん

し
ゅ

う
み

か
ん

経
営

面
積

極
早

生
早

生
普

通

　
　

３
４

０
ａ

　
　

　
８

０
ａ

　
　

１
４

０
ａ

　
　

１
２

０
ａ

・
極

早
生

、
早

生
、

普
通

温
州

の
組

合
せ

・
園

内
作

業
道

整
備

及
び

ス
ピ

ー
ド

ス
プ

レ
ー

ヤ
防

　
除

に
よ

る
省

力
化

・
シ

ー
ト

マ
ル

チ
及

び
点

滴
か

ん
水

に
よ

る
高

品
質

　
果

実
の

安
定

生
産

・
雇

用
労

働
力

の
活

用
（
臨

時
雇

用
）

防
風

ネ
ッ

ト
ス

ピ
ー

ド
ス

プ
レ

ヤ
ー

（
１

台
）

予
措

・
貯

蔵
庫

園
内

作
業

道
貯

水
槽

（
7
5
ｔ）

灌
水

施
設

3
,2

0
0

2
8
,2

0
0

2
4
,3

0
0

1
,1

0
0

不
知

火
類

+
河

内
晩

柑

経
営

面
積

不
知

火
加

温
屋

根
掛

け
露

地
河

内
晩

柑

　
　

２
０

０
ａ

　
　

　
３

０
ａ

　
　

　
５

０
ａ

　
　

　
７

０
ａ

　
　

　
５

０
a

・
河

内
晩

柑
と

不
知

火
類

の
組

合
せ

に
よ

る
経

営   
の

安
定

・
露

地
は

園
内

道
整

備
に

よ
る

省
力

化
・
施

設
は

動
力

噴
霧

機
に

よ
る

防
除

体
系

・
苗

木
は

大
苗

育
成

（
自

家
育

成
）

・
施

設
化

に
よ

る
収

益
性

向
上

と
労

力
分

散

単
棟

・
連

棟
ハ

ウ
ス

（8
0
a）

暖
房

機
（
２

台
）

予
措

・
貯

蔵
庫

園
内

作
業

道
貯

水
槽

（
5
0
ｔ）

4
,0

0
0

3
0
,0

0
0

2
4
,0

0
0

6
9
0

う
ん

し
ゅ

う
み

か
ん

+
不

知
火

類
経

営
面

積

極
早

生
6
0
ａ

早
生

　
8
0
ａ

普
通

　
8
0
ａ

　
３

０
０

ａ

不
知

火
屋

根
掛

3
0
ａ

露
地

5
0
ａ

・
う

ん
し

ゅ
う

み
か

ん
と

不
知

火
類

の
組

合
せ

に
よ

る
経

営
の

安
定

・
園

内
作

業
道

整
備

及
び

ス
ピ

ー
ド

ス
プ

レ
ー

ヤ
防

除
に

よ
る

省
力

化
・
施

設
化

に
よ

る
収

益
性

向
上

と
労

力
分

散

連
棟

も
し

く
は

単
棟

強
化

型
パ

イ
プ

ハ
ウ

ス
予

措
・
貯

蔵
庫

貯
水

槽
灌

水
施

設
動

力
噴

霧
機

（
１

台
）

ス
ピ

ー
ド

ス
プ

レ
ヤ

ー
（
１

台
）

園
内

作
業

道

3
,6

0
0

2
8
,4

0
0

2
4
,5

0
0

6
5
0

な
し

経
営

面
積

ﾄﾝ
ﾈ

ﾙ
幸

水
2
0
a

幸
水

2
0
ａ

秋
麗

1
0
ａ

　
１

４
０

ａ

豊
水

2
0
ａ

あ
き

づ
き

4
0
a

新
高

3
0
ａ

・
早

生
種

か
ら

晩
成

種
の

組
合

せ
に

よ
る

労
力

分 　
散

と
気

象
災

害
リ

ス
ク

の
軽

減
・
防

除
は

ス
ピ

ー
ド

ス
プ

レ
ヤ

ー
を

利
用

・
ジ

ョ
イ

ン
ト

仕
立

て
導

入
に

よ
る

省
力

化

ナ
シ

棚
（
強

化
棚

）
防

風
ネ

ッ
ト

防
蛾

灯
ス

ピ
ー

ド
ス

プ
レ

ヤ
ー

（
１

台
）

ス
プ

リ
ン

ク
ラ

ー
灌

水
施

設
動

力
噴

霧
機

（
１

台
）

3
,4

0
0

1
7
,0

0
0

2
3
,8

0
0

0

茶
経

営
面

積

茶
６

０
０

ａ

・
乗

用
型

茶
園

管
理

機
の

利
用

・
共

販
主

体
の

家
族

経
営

・
荒

茶
加

工
施

設
の

5
戸

共
同

利
用

・
雇

用
労

働
力

の
活

用
（
臨

時
雇

用
）

荒
茶

加
工

施
設

（
1
2
0
K
型

2
ﾗ
ｲ
ﾝ
）

乗
用

型
摘

採
機

（
1
台

）
乗

用
型

防
除

機
（
1
台

）
乗

用
型

中
刈

機
（
５

戸
共

同
１

台
）

防
霜

施
設

3
,2

0
0

2
8
,2

0
0

2
2
,3

0
0

1
7
0

海
岸

島
し

ょ
地

域

平
坦

地
域

海
岸

島
し

ょ
地

域

平
坦

地
域

全
域

全
域

平
坦

地
域

海
岸

島
し

ょ
地

域
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粗
収

入
(千

円
)

主
た

る
従

事
者

人
数

主
た

る
従

事
者

の
労

働
時

間

雇
用

労
働

時
間

経
営

類
型

基
幹

作
物

別
生

産
規

模
経

営
の

特
徴

主
要

資
本

装
備

主
た

る
従

事
者

の
一

人
当

た
り

目
標

所
得

（
千

円
）

（
参

考
）

施
設

キ
ク

（
電

照
）
＋

水
稲

経
営

面
積

 田

キ
ク

水
稲

ス
イ

ー
ト

コ
ー

ン

　
　

１
８

０
ａ

　
　

　
7
０

ａ
　

　
年

2
作

　
　

１
２

０
ａ

　
　

　
３

０
ａ

・
需

用
期

出
荷

２
作

・
家

族
労

働
２

名
と

雇
用

労
働

力
の

活
用

（
臨

時
雇

用
）

・
共

販
（
関

東
出

荷
中

心
）

・
黄

色
輪

キ
ク

、
電

照
栽

培
・
直

挿
し

栽
培

・
無

側
枝

性
品

種
導

入
・
低

温
開

花
性

品
種

導
入

・
省

力
防

除
技

術
導

入
・
日

持
ち

性
向

上
対

策
品

質
管

理
認

証
の

取
得

・
水

稲
の

基
幹

作
業

は
営

農
組

織
に

委
託

強
化

型
ハ

ウ
ス

カ
ー

テ
ン

装
置

ハ
ウ

ス
暖

房
機

灌
水

施
設

電
照

施
設

冷
蔵

庫
ト

ラ
ク

タ
ー

（
１

台
）

動
力

噴
霧

機
（
１

台
）

全
自

動
重

量
選

花
機

管
理

機
（
１

台
）

3
,2

0
0

2
4
,1

0
0

2
2
,7

0
0

2
,3

0
0

ト
ル

コ
ギ

キ
ョ

ウ
経

営
面

積
 田

ト
ル

コ
ギ

キ
ョ

ウ

　 　
６

０
ａ

　
６

０
ａ

・
家

族
労

働
２

名
と

雇
用

労
働

力
の

活
用

（
臨

時
雇

用
）

・
共

販
（
関

東
出

荷
中

心
）

・
圃

場
芽

摘
み

実
施

・
種

子
冷

蔵
処

理
・
R

T
F
苗

技
術

導
入

・
電

照
技

術
導

入
・
燃

油
コ

ス
ト

削
減

管
理

・
除

湿
対

策
管

理
・
連

作
障

害
対

策
・
日

持
ち

性
向

上
対

策
品

質
管

理
認

証
の

取
得

強
化

型
ハ

ウ
ス

育
苗

ハ
ウ

ス
（冷

暖
房

装
置

含
む

）
ハ

ウ
ス

暖
房

機
（
１

台
）

ハ
ウ

ス
循

環
扇

灌
水

施
設

電
照

施
設

冷
蔵

庫
ト

ラ
ク

タ
ー

（
１

台
）

管
理

機
（
１

台
）

動
力

噴
霧

機
（
１

台
）

4
,4

0
0

2
5
,7

0
0

2
2
,7

0
0

2
,9

0
0

宿
根

カ
ス

ミ
ソ

ウ
＋

水
稲

経
営

面
積

 田

宿
根

ｶ
ｽ

ﾐｿ
ｳ

水
稲

　
　

２
１

０
ａ

　
　

　
６

０
ａ

延
べ

1
2
0
a

　
　

１
２

０
ａ

・
家

族
労

働
３

名
と

雇
用

労
働

力
の

活
用

（
臨

時
雇

用
）

・
共

販
・
購

入
苗

利
用

・
畦

波
板

利
用

の
簡

易
隔

離
ベ

ッ
ト

の
利

用
・
耐

暑
性

品
種

導
入

で
の

作
型

拡
大

・
灌

水
（
点

滴
）
施

設
導

入
・
日

持
ち

性
向

上
対

策
品

質
管

理
認

証
の

取
得

・
水

稲
の

基
幹

作
業

は
営

農
組

織
に

委
託

単
棟

ハ
ウ

ス
電

照
施

設
ハ

ウ
ス

循
環

扇
隔

離
ベ

ッ
ト

灌
水

施
設

ト
ラ

ク
タ

ー
（
１

台
）

管
理

機
（
１

台
）

動
力

噴
霧

機
（
１

台
）

3
,2

0
0

3
5
,7

0
0

3
5
,9

0
0

9
8
0

平
坦

地
域

全
域

全
域
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粗
収

入
(千

円
)

主
た

る
従

事
者

人
数

主
た

る
従

事
者

の
労

働
時

間

雇
用

労
働

時
間

水
稲

(主
食

用
米

＋
飼

料
用

米
等

）
＋

麦
＋

大
豆

（
＋

受
託

）

経
営

面
積

 田

水
稲

麦 大
豆

３
，

２
０

０
ａ

２
，

０
０

０
ａ

２
，

５
０

０
ａ

１
，

２
０

０
ａ

・
機

械
化

一
貫

体
系

に
よ

る
大

規
模

経
営

・
ほ

場
の

汎
用

化
と

団
地

化
・
品

種
の

組
合

せ
に

よ
る

作
業

の
分

散
・
疎

植
及

び
緩

効
性

肥
料

施
肥

な
ど

の
低

　
コ

ス
ト

技
術

の
導

入
・
雇

用
労

働
力

の
活

用
（
常

時
雇

用
、

臨
時

雇
用

）

田
植

機
（
６

条
：
２

台
）

自
脱

型
ｺ
ﾝ
ﾊ

ﾞｲ
ﾝ
（
６

条
：
２

台
）

麦
・
大

豆
播

種
機

（
２

台
）

乗
用

管
理

ビ
ー

ク
ル

（
２

台
）

動
力

噴
霧

機
（
２

台
）

ト
ラ

ク
タ

ー
（
３

台
）

堆
肥

散
布

機
（
２

台
）

大
豆

コ
ン

バ
イ

ン
（
２

台
）

機
械

倉
庫

、
農

舎
育

苗
ハ

ウ
ス

（
1
,5

0
0
㎡

）

5
,3

0
0

5
2
,4

0
0

3
5
,0

0
0

2
,1

0
0

ニ
ン

ジ
ン

+
水

稲

経
営

面
積

 畑
　

　
　

　
　

　
 田

冬
ニ

ン
ジ

ン
春

ニ
ン

ジ
ン

水
稲

　
　

７
０

０
a

　
　

７
０

０
ａ

　 　
　

７
０

０
ａ

　
　

７
０

０
ａ

　
　

７
０

０
ａ

・
機

械
化

一
貫

体
系

に
よ

る
作

業
の

省
力

　
化

・
ほ

場
の

汎
用

化
と

団
地

化
・
疎

植
及

び
緩

効
性

肥
料

施
肥

な
ど

の
低

　
コ

ス
ト

技
術

の
導

入
・
雇

用
労

働
力

の
活

用
（
常

時
雇

用
、

臨
時

雇
用

）
・
選

果
場

整
備

ト
ラ

ク
タ

ー
（
１

台
）

動
力

噴
霧

機
（
１

台
）

播
種

機
（
１

台
）

収
穫

機
（
１

台
）

サ
ブ

ソ
イ

ラ
ー

（
１

台
）

フ
ロ

ン
ト

ロ
ー

ダ
ー

（
１

台
）

7
,9

0
0

6
5
,3

0
0

3
6
,6

0
0

4
,8

0
0

酪
農

酪
農

　
２

０
０

頭

・
フ

リ
ー

バ
ー

ン
、

搾
乳

ロ
ボ

ッ
ト

導
入

に
よ

る
省

力
化 ・
コ

ン
ト

ラ
ク

タ
ー

利
用

に
よ

る
自

給
飼

料
生

産
・
T
M

R
セ

ン
タ

ー
の

発
酵

T
M

R
利

用
・
分

娩
間

隔
1
3
.5

ヶ
月

・
経

産
牛

１
頭

当
た

り
産

乳
量

1
0
,4

0
0
ｋ
ｇ

・
雇

用
労

働
力

の
活

用
（
常

時
雇

用
）

ﾌ
ﾘ
ｰ

ﾊ
ﾞｰ

ﾝ
牛

舎
（
3
,0

0
0
㎡

）
ﾐﾙ

ｷ
ﾝ
ｸ
ﾞﾊ

ﾟｰ
ﾗ
ｰ

（
2
5
0
㎡

）
自

給
飼

料
生

産
機

械
（
一

式
）

堆
肥

舎
（
2
,8

0
0
㎡

）
搾

乳
ロ

ボ
ッ

ト
(２

基
)

分
娩

・
発

情
監

視
装

置
(1

セ
ッ

ト
)

作
業

機
械

一
式

1
3
,4

0
0

2
6
3
,6

0
0

3
5
,9

0
0

3
,9

0
0

養
豚

養
豚

　
母

豚
　

３
０

０
頭

・
一

貫
経

営
・
農

場
Ｈ

Ａ
Ｃ

Ｃ
Ｐ

認
証

農
場

・
繁

殖
豚

舎
（
ス

ト
ー

ル
、

高
床

式
）

・
肥

育
豚

舎
（
ス

ノ
コ

式
、

ス
ク

レ
パ

ー
利

用
）

・
１

頭
当

た
り

出
荷

頭
数

2
5
頭

・
系

統
豚

利
用

・
共

用
年

雌
3
年

（
７

産
）
　

雄
2
年

・
雇

用
労

働
力

の
利

用
（
常

雇
用

）

繁
殖

豚
舎

(1
,6

0
0
㎡

）
肥

育
豚

舎
（
2
,1

0
0
㎡

）
堆

肥
舎

（
8
4
0
㎡

）
浄

化
処

理
施

設
（
6
0
0
立

米
）

作
業

機
械

一
式

1
5
,8

0
0

2
9
8
,3

0
0

3
5
,5

0
0

3
,7

0
0

（
２

）
法

人
経

営

経
営

類
型

基
幹

作
物

別
生

産
規

模
経

営
の

特
徴

主
要

資
本

装
備

主
た

る
従

事
者

の
一

人
当

た
り

目
標

所
得

（
千

円
）

（
参

考
）

全
域

全
域

全
域

全
域

- 112 -



粗
収

入
(千

円
)

主
た

る
従

事
者

人
数

主
た

る
従

事
者

の
労

働
時

間

雇
用

労
働

時
間

経
営

類
型

基
幹

作
物

別
生

産
規

模
経

営
の

特
徴

主
要

資
本

装
備

主
た

る
従

事
者

の
一

人
当

た
り

目
標

所
得

（
千

円
）

（
参

考
）

肉
用

牛
肥

育
肉

用
牛

肥
育

　
３

０
０

頭

・
稲

W
C

S
、

稲
わ

ら
収

穫
コ

ン
ト

ラ
ク

タ
ー

利
用

・
肥

育
期

間
1
8
ヶ

月
・
枝

肉
重

量
4
9
0
kg

（
枝

肉
歩

留
6
6
%
）

・
Ａ

４
級

以
上

枝
肉

割
合

6
0
％

以
上

・
雇

用
労

働
力

の
活

用
（
常

時
雇

用
）

肥
育

牛
舎

（
3
,0

0
0
㎡

）
堆

肥
舎

（
1
,4

0
0
㎡

）
作

業
機

械
一

式
1
7
,4

5
0

2
5
1
,4

0
0

2
3
,8

0
0

1
,9

0
0

肉
用

牛
一

貫
肉

用
牛

一
貫

繁
殖

　
１

０
０

頭

・
牛

房
群

飼
・
分

娩
間

隔
1
2
.5

ヶ
月

・
供

用
産

次
７

産
・
肥

育
期

間
1
8
ヶ

月
・
離

乳
5
6
日

、
去

勢
4
ヶ

月
・
稲

W
C

S
,稲

わ
ら

収
集

コ
ン

ト
ラ

ク
タ

ー
利

用
・
広

域
放

牧
利

用
・
雇

用
労

働
力

の
活

用
（
常

時
雇

用
）

繁
殖

牛
舎

（
8
0
0
㎡

）
育

成
牛

舎
（
1
2
4
㎡

）
肥

育
牛

舎
（
1
,2

0
0
㎡

）
堆

肥
舎

（
1
,0

0
0
㎡

）
分

娩
・
発

情
監

視
装

置
(1

セ
ッ

ト
)

作
業

機
械

一
式

1
3
,4

0
0

1
0
4
,1

0
0

2
3
,9

0
0

3
9
0
0

全
域

全
域
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粗
収

入
(千

円
)

主
た

る
従

事
者

人
数

主
た

る
従

事
者

の
労

働
時

間

雇
用

労
働

時
間

冬
春

ト
マ

ト

経
営

面
積

 田

冬
春

ト
マ

ト

　
　

１
２

０
ａ

　
　

１
２

０
ａ

・
訪

花
昆

虫
の

利
用

・
施

設
用

地
の

集
積

・
雇

用
労

力
の

活
用

（
常

時
雇

用
、

臨
時

雇
用

）
・
生

産
工

程
管

理
の

徹
底

（
G

A
P

）

ビ
ニ

ル
（
一

部
耐

候
性

）
ハ

ウ
ス

内
張

カ
ー

テ
ン

暖
房

機
（
４

台
）

ハ
ウ

ス
自

動
開

閉
装

置
防

虫
ネ

ッ
ト

堆
肥

舎
（
５

０
㎡

）
ト

ラ
ク

タ
ー

（
１

台
）

灌
水

施
設

5
,2

5
0

7
4
,6

0
0

4
7
,7

0
0

7
,6

0
0

イ
チ

ゴ

経
営

面
積

 田

イ
チ

ゴ

　
　

　
６

０
ａ

　
　

　
６

０
ａ

・
自

家
労

力
４

名
・
ベ

ン
チ

育
苗

の
導

入
・
共

同
作

業
（
定

植
、

ビ
ニ

ル
張

り
）

・
定

植
時

期
の

分
散

・
雇

用
労

力
の

活
用

（
臨

時
雇

用
）

連
棟

ハ
ウ

ス
暖

房
機

（
３

台
）

ハ
ウ

ス
自

動
開

閉
装

置
予

冷
庫

育
苗

施
設

灌
水

施
設

3
,8

0
0

3
3
,7

0
0

4
8
,3

0
0

1
,6

0
0

（
参

考
）

経
営

類
型

基
幹

作
物

別
生

産
規

模
経

営
の

特
徴

主
要

資
本

装
備

主
た

る
従

事
者

の
一

人
当

た
り

目
標

所
得

（
千

円
）

平
坦

地
域

全
域
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２
　

協
業

経
営

体

ア
　

協
業

経
営

粗
収

入
(千

円
)

主
た

る
従

事
者

人
数

主
た

る
従

事
者

の
労

働
時

間

雇
用

労
働

時
間

茶
経

営
面

積

茶
３

，
０

０
０

ａ

・
茶

生
産

か
ら

荒
茶

加
工

ま
で

、
５

戸
の

協
業

経
営

・
高

性
能

の
荒

茶
加

工
施

設
の

導
入

・
乗

用
型

茶
園

管
理

機
を

導
入

し
た

省
力

化
管

理
体

系
・
法

人
経

営
体

を
志

向

荒
茶

加
工

施
設

（
1
2
0
K
型

２
ﾗ
ｲ
ﾝ
）

乗
用

型
摘

採
機

（
5
台

）
乗

用
型

防
除

機
（
5
台

）
乗

用
型

中
刈

機
（
１

台
）

防
霜

施
設

5
,6

0
0

1
3
9
,1

0
0

5
8
,2

0
0

3
6
0
0

イ
　

法
人

経
営

粗
収

入
(千

円
)

主
た

る
従

事
者

人
数

主
た

る
従

事
者

の
労

働
時

間

雇
用

労
働

時
間

水
稲

(主
食

用
米

、
飼

料
用

米
等

)＋
麦

＋
大

豆
(+

受
託

)

経
営

面
積

　
田

水
稲

麦 大
豆

４
，

８
０

０
ａ

３
，

０
０

０
ａ

３
，

７
０

０
ａ

１
，

８
０

０
ａ

・
機

械
化

一
貫

体
系

に
よ

る
作

業
の

省
力

・
低

コ
ス

ト
営

農
・
品

種
の

組
合

せ
に

よ
る

作
期

調
整

・
疎

植
及

び
緩

効
性

肥
料

施
肥

な
ど

の
低

　
コ

ス
ト

技
術

の
導

入
・
専

任
オ

ペ
レ

ー
タ

ー
体

制

田
植

機
（
６

条
：
２

台
）

自
脱

型
コ

ン
バ

イ
ン

（４
条

）
２

台
麦

・
大

豆
播

種
機

（
２

台
）

乗
用

管
理

ビ
ー

ク
ル

（
２

台
）

動
力

噴
霧

機
（
２

台
）

ト
ラ

ク
タ

ー
（
２

台
）

堆
肥

散
布

機
（
２

台
）

大
豆

コ
ン

バ
イ

ン
（１

台
）

育
苗

ハ
ウ

ス
（
1
,5

0
0
㎡

）

4
,9

0
0

7
7
,7

0
0

5
7
,0

0
0

2
,1

0
0

※
協

業
経

営
体

の
集

落
ぐ

る
み

土
地

利
用

の
場

合
、

法
人

に
な

っ
て

も
経

営
の

特
徴

が
同

様
と

な
り

ま
す

。

※
目

標
所

得
と

は
、

協
業

経
営

体
を

構
成

す
る

複
数

世
帯

の
経

営
類

型
に

関
す

る
合

計
の

所
得

で
す

。

※
目

標
所

得
と

は
、

構
成

員
の

給
与

、
役

員
報

酬
、

営
業

利
益

、
従

事
分

量
配

当
等

を
含

み
ま

す
。

※
協

業
経

営
に

つ
い

て
は

、
経

営
が

成
熟

す
れ

ば
法

人
化

を
目

指
し

ま
す

。

基
幹

作
物

別
生

産
規

模
経

営
の

特
徴

主
要

資
本

装
備

主
た

る
従

事
者

の
一

人
当

た
り

目
標

所
得

（
千

円
）

（
参

考
）

（
参

考
）

経
営

類
型

基
幹

作
物

別
生

産
規

模
経

営
の

特
徴

主
要

資
本

装
備

主
た

る
従

事
者

の
一

人
当

た
り

目
標

所
得

（
千

円
）

経
営

類
型

全
域

全
域

- 115 -



ウ
　

大
規

模
法

人
経

営
(広

域
農

場
)

粗
収

入
(千

円
)

主
た

る
従

事
者

人
数

主
た

る
従

事
者

の
労

働
時

間

雇
用

労
働

時
間

水
稲

(主
食

用
米

、
飼

料
用

米
等

)＋
麦

＋
大

豆
(+

受
託

)

経
営

面
積

　
田

水
稲

麦 大
豆

１
０

０
ｈ

ａ

６
０

ha
７

８
ha

４
０

ha

・
品

種
の

組
み

合
わ

せ
に

よ
る

作
期

分
散

・
大

型
機

械
化

体
系

に
よ

る
作

業
の

効
率

化 ・
ブ

ロ
ッ

ク
ロ

ー
テ

ー
シ

ョ
ン

に
よ

る
作

業
の

効
率

化
・
水

稲
の

一
部

直
播

（
裏

作
が

大
麦

作
付

の
場

合
）
や

疎
植

栽
培

の
組

み
合

わ
せ

ト
ラ

ク
タ

ー
（
４

台
）

田
植

機
（
５

台
）

乗
用

管
理

ビ
ー

ク
ル

（
５

台
）

コ
ン

バ
イ

ン
（４

台
）

播
種

機
（
育

苗
用

）
（
２

台
）

麦
・
大

豆
播

種
機

（
３

台
）

堆
肥

散
布

機
（
３

台
）

レ
ー

ザ
ー

レ
ベ

ラ
ー

（
装

置
一

式
）

育
苗

ハ
ウ

ス
（
2
,0

0
0
㎡

）

6
,4

0
0

1
6
1
,6

0
0

7
8
,0

0
0

1
0
,6

0
0

粗
収

入
(千

円
)

主
た

る
従

事
者

人
数

主
た

る
従

事
者

の
労

働
時

間

雇
用

労
働

時
間

水
稲

(主
食

用
米

、
飼

料
用

米
等

)＋
麦

＋
大

豆
(+

受
託

)
+
高

収
益

作
物

（
た

ま
ね

ぎ
）

経
営

面
積

　
田

水
稲

麦 大
豆

た
ま

ね
ぎ

１
０

０
ｈ

ａ

６
０

ha
８

５
ha

４
０

ha

１
５

ｈ
ａ

・
品

種
の

組
み

合
わ

せ
に

よ
る

作
期

分
散

・
大

型
機

械
化

体
系

に
よ

る
作

業
の

効
率

化 ・
ブ

ロ
ッ

ク
ロ

ー
テ

ー
シ

ョ
ン

に
よ

る
作

業
の

効
率

化
・
水

稲
の

一
部

直
播

（
裏

作
が

大
麦

作
付

の
場

合
）
や

疎
植

栽
培

の
組

み
合

わ
せ

・
経

営
力

の
強

化
に

向
け

た
経

営
の

多
角

化
（
露

地
野

菜
）
の

導
入

ト
ラ

ク
タ

ー
（
４

台
）

田
植

機
（
５

台
）

乗
用

管
理

ビ
ー

ク
ル

（
５

台
）

コ
ン

バ
イ

ン
（４

台
）

播
種

機
（
育

苗
用

）
（
２

台
）

麦
・
大

豆
播

種
機

（
３

台
）

堆
肥

散
布

機
（
３

台
）

レ
ー

ザ
ー

レ
ベ

ラ
ー

（
装

置
一

式
）

育
苗

ハ
ウ

ス
（
2
,0

0
0
㎡

）
播

種
機

（
1
台

）
、

移
植

機
（
2
台

）
、

堀
取

機
（
1
台

）
、

乾
燥

機
（
2
台

）
、

低
温

庫
（
1
台

）
、

ハ
ー

ベ
ス

タ
ー

（
2

台
）

7
,9

0
0

2
4
6
,6

0
0

7
1
3
,0

0
0

3
5
,5

0
0

※
目

標
所

得
と

は
、

構
成

員
の

給
与

、
役

員
報

酬
、

営
業

利
益

、
従

事
分

量
配

当
等

を
含

み
ま

す
。

※
目

標
所

得
と

は
、

構
成

員
の

給
与

、
役

員
報

酬
、

営
業

利
益

、
従

事
分

量
配

当
等

を
含

み
ま

す
。

経
営

類
型

（
参

考
）

経
営

類
型

基
幹

作
物

別
生

産
規

模
経

営
の

特
徴

主
要

資
本

装
備

主
た

る
従

事
者

の
一

人
当

た
り

目
標

所
得

（
千

円
）

（
参

考
）

主
た

る
従

事
者

の
一

人
当

た
り

目
標

所
得

（
千

円
）

主
要

資
本

装
備

経
営

の
特

徴
基

幹
作

物
別

生
産

規
模

全
域

全
域
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中山間地域における持続可能な農業・農村づくりに向けた取組み 
～中山間農業モデル地区における取組み事例～ 

 
中山間地域の暮らしは多様な収入で成立しており、持続可能な農業・農村づく

りのためには農業・農外の収入確保が担い手確保のカギとなります。 

収入確保策の柱としては 

  ・土地利用再編   

・新規作物導入  

・都市農村交流 

この３つの手法を組み合わせ、所得向上につな

げていくことが必要です。 

本県では、中山間農業モデル地区支援事業を実施し、３つの手法を組み合わせ

た総合的な支援を行うモデル地区を設定しています。 

 

 

 

１ 岳間地区（山鹿市鹿北町） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中山間農業モデル地区での取組み（事例） 

土地利用

再編

都市農村

交流

新規作物

導入

◆具体的な取組み 

○所得の確保【土地利用再編、新規作物導入】 
・耐寒性早生品種への新植・改植や碾茶の生

産 

・クリ老木の改植や観賞用ホオズキの導入 
・新たな加工品等の開発（クリの甘酒・茶の

加工品等） 

・鳥獣被害防止対策を実施 
○担い手の育成【都市農村交流】 
・ワーキングホリデー等により担い手の確保 

・クリの剪定作業受託組織の育成 
○基盤整備の実施【土地利用再編】 
・棚田３、４枚を１枚にまとめる 

・耕作道の整備、用排水路の更新 
・茶園の新規造成、区画整理  
・乗用型摘採機の導入 

○岳間の認知度向上【都市農村交流】 

◆集落の課題 

○農業への魅力が感

じられず、若者が地

域から離れていく。 

○岳間の農産物の認

知度が低い。 

○担い手を確保した

いが、地区内では

十分に確保できな

い。 

○農地や施設等の保

全管理ができなく

なるため、耕作放

棄地が増加する。 

○集落機能が低下

し、存続できなく

なる。 

○鳥獣被害が深刻で

ある。 

 

◆集落の目指す将来像 

○新規茶種（碾茶・抹茶）

による茶の活性化を

図っている。 

○水田・茶園の整備によ

り、現状より大型の機

械を導入し、生産を効

率化している。 
○耕作条件を改善した

農地で、今まで導入で

きなかった施設園芸

等が可能となり、高単

価な作物を導入して

いる。 
○営農組織等の安定経

営（労働力確保を含

む）を行っている。 
○認知度向上による交

流人口の増加を図っ

ている。 
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２ 草部南部地区（高森町） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 鶴喰地区（八代市坂本町） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

◆集落の課題 

○農業従事者の減少

により、農地等の

保全ができず、荒

廃地及び鳥獣被害

の拡大が予想され

る。 

○園芸施設が少な

く、収入が安定し

ない。 

○農業・地域への魅

力が感じられず、

若者が地域から離

れていく。また、住

民の減少により集

落機能が低下し、

集落の存続が危ぶ

まれる。 

◆具体的な取組み 

○持続つづける地域の輪  
【新規作物導入、都市農村交流】 

・地域環境整備（景観作物植付け、空き家の

活用、GAP、炭焼き窯建設）  
・地産地消の取組み（農村交流、農家体験、日

本蜜蜂、宣伝活動） 

○柱となる所得の確保 
【土地利用再編、新規作物導入】 

・長期栽培できる品目（ピーマン）の導入 

・自然災害に強い産地づくり 
○女性の能力を前面に（活動の機会を提供）

【都市農村交流】 

・農家レストラン 
・加工農産物の検討 
・６次化産業育成 

◆集落の目指す将来像 

○持続つづける地域の輪 
・地域環境の整備 
・地産地消の取組み 

○柱となる所得の確保 
・長期栽培できる品目の

導入 

・自然災害に強い産地づ

くり 
○女性の能力を前面に 

・活動できる機会を提供 

◆集落の課題 

○農業の魅力が感じ

られず、若者が地

域から離れてい

く。 

○オペレーターや担

い手を確保した

い。 

○農地や施設などの

保全管理ができな

くなるため、耕作

放棄地が増加す

る。 

○組合の農産物の販

売力。 

○集落機能が低下

し、集落が存続で

きなくなる。 

◆具体的な取組み 

○基盤整備などの実施【土地利用再編】 
・農作業環境改善・生育環境整備に向けた暗

渠排水の設置、土壌改良 

○高収益作物（アスパラガス）の導入 
【新規作物導入】 

○米のブランド化および加工品の商品化に向

けた基盤整備【土地利用再編】 
・ライスセンター等の整備 
○環境保全型農業の取組み【土地利用再編】 

・化学肥料・化学合成農薬の低減 
・菜の花・れんげの作付けと景観保全 
○農福連携の実施【都市農村交流】  

・障がい者雇用による担い手不足の改善 
○クラウドファンディングの活用 

【都市農村交流】 

・資金調達と情報発信による支援者の拡大 

◆集落の目指す将来像 

○施設園芸、露地野菜な

どが可能となり、高収

益作物を導入してい

る。 
○農地を担い手に集積す

ることで、農業機械の

整理、合理化を行って

いる。 
○コメの乾燥・調製の品

質を向上させ、ブラン

ド化を図っている。 
○特産品を新たに開発

し、販路を開拓してい

る。 
○農業所得が現在より向

上している。 
○地区外から担い手を受

け入れている。 
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○ アシストスーツ 

収穫、運搬作業等の際、身体に装着することで動作を補助し、作業時に身体へかかる負

担を軽減する機能をもつもの。 

 

○ アフリカ豚熱 

   ＡＳＦウイルスが豚やいのししに感染する伝染病であり、発熱や全身の出血性病変を特

徴とする致死率の高い伝染病。我が国の家畜伝染病予防法において「家畜伝染病」に指定

され、患畜・疑似患畜の速やかな届出とと殺が義務付けられている。 

○ 暗渠
あんきょ

排水
はいすい

 

農地の地下水位の低下を目的とし、地中に埋設した施設。使用する材料によって、無材

暗渠、簡易暗渠（石礫、もみ殻）、本暗渠（土管やプラスチックの有孔管）がある。 

 

○ 一次加工品 

 農林水産物を原料として、搾汁、ピューレ、ペースト、乾燥・粉末、カット・冷凍、塩漬

けなどの加工処理を行った食品で、加工食品や料理等の材料、食材として活用されるもの。 

 

○ 遺伝子組換え農産物 

ある生物が持つ遺伝子（ＤＮＡ）の一部を他の生物の細胞に導入して、その遺伝子を発

現させる遺伝子組換え技術により、様々な性質を持つよう改良した農作物のこと。例え

ば、除草剤に耐性を持つセイヨウナタネ、害虫に抵抗性を持つトウモロコシ、有用成分を

多く含むダイズの遺伝子組換え農作物が開発されている。 

 

○ エコファーマー 

「持続性の高い農業生産方式の導入の促進に関する法律」に基づき、土づくり、化学肥

料・農薬の使用の低減を一体的に行う計画を策定し、「持続性の高い農業生産方式」とし

て都道府県知事から計画の認定を受けた農業者の愛称。 

 

○ 親元就農 

親族が経営する農業経営体に就農すること。 

か行 

○ 海外駐在ビジネスアドバイザー 

県内企業の海外展開支援のため、熊本県が、シンガポール、香港、台湾の３か所に配置し

ているアドバイザー。 

 

○ 海岸保全施設 

都道府県知事が指定した海岸保全区域内にある堤防、突堤、護岸、胸壁、離岸堤、砂浜そ

の他海水の侵入又は海水による侵食を防止するための施設をいう。 

専門用語集 
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○ 価格安定制度 

農畜産物の市場価格等の変動に伴い、生産者が負うリスクを軽減するためその価格が著

しく低下した場合に補給金等を交付することにより、農家の経営安定と消費者への安定供

給を図る制度。 

 

○ 花き日持ち性向上対策品質管理取組み 

 農林水産省が実施する日持ち性向上品質管理認証（通称：リレーフレッシュネス認証）に

向けた取組み。花きに携わる個人や団体を対象に、作業場、バケツ等の清潔度、温度管理、

鮮度保持剤の適正な使用など、約20項目の基準を基に審査が行われ、生産部門、流通部門、

小売部門それぞれに認証が与えられる。 

 

○ 稼げる農業 

本県の農業政策の目的のひとつである農家所得の向上に向けた取組みを表した言葉。品質

や商品力向上による「Ｐ：価格の上昇」、ほ場整備やハウス等の生産基盤強化による「Ｑ：

安定した生産量の確保」、農地集積、農業施設の長寿命化等による「Ｃ：コスト削減」等に

より、「Ｐ×Ｑ－Ｃ」の最適化を推進している。 

 

○ 家族農業 

家族労働力を基幹として農業生産を営む農業経営。食料生産によって主要な農業形態と

なっており、社会経済や環境、文化といった側面で重要な役割を担っている。 

 

○ 家畜伝染病（法定伝染病） 

牛・馬・豚等の家畜がかかる感染症で、特に伝染力が強く被害が大きいため、家畜伝染

病予防法で規定しているもの。口蹄疫・豚熱・アフリカ豚熱・高病原性鳥インフルエンザ

など28種。同法施行規則で規定される牛流行熱・破傷風・馬鼻肺炎など71種の届出伝染病

と合わせて監視伝染病とも言う。 

 

○ 環境にやさしい農業 

 土づくりを行い化学合成農薬や化学肥料の削減を行うなど環境にやさしい農業を行うこ

と。 

 

○ 環境保全型農業 

農薬や化学肥料の使用を抑え、自然生態系本来の力を利用して行う農業。農業のもつ物

質循環機能を活かし環境と調和した持続可能な農業生産のあり方。 

 

○ 基幹的農業従事者 

自営農業に主として従事した世帯員（農業就業人口）のうち、ふだんの主な状態が「主に

仕事（農業）に従事していた者」のこと。 

 

○ 技能実習生 

 母国で修得が困難な技術や技能を日本の企業等で身につけるため、「技能実習」の在留

資格で来日している外国人を技能実習生と言い、この技能実習生を受け入れる為の制度を

外国人技能実習制度という。 
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○ 基本構想水準到達者 

 ①年間農業所得、営農類型、経営規模等から判断して市町村構想における効率的かつ安定的

な農業経営の指標の水準に到達しているとみなせる経営体 

 ②農業改善計画の終期を迎えた認定農業者のうち、再認定を受けなかったものの、従前の経

営面積を維持又は拡大している経営体 

 をいう。 

 

○ キャトル・ブリーディング・ステーション（ＣＢＳ） 

 繁殖経営で多くの時間を費やす、繁殖雌牛の分娩・人工授精、子牛のほ育・育成を集約的

に行う組織（施設）。また、キャトル・ステーション（ＣＳ）は、繁殖経営で生産された子

牛のほ育・育成を集約的に行う組織（施設）で、繁殖雌牛の預託を行う場合もある。 

 

○ くまもと逸品大使 

県外に店舗、事務所等を持つ料理人、流通関係者、マスコミ関係者等で、広く県外に本県

の農林水産業や農林水産物など県産品の情報を発信、販路開拓をしていただくことが期待

できるとして知事が委嘱している者。 

 

○ くまもとうまかもん輸出支援協議会 

本県の農林水産物輸出促進を図るため、「オール熊本」の立場から、総合的に輸出支援を

行うため、行政機関や輸出団体等をメンバーとして設置した組織。   

 

○ 熊本型特別栽培農産物（有作くん、有作くん１００） 

化学肥料や化学合成農薬の使用量や使用回数が県慣行レベルの５割以下等の生産基準に

沿って生産ができたと認められる場合、県が認証する制度。有作くん１００は、有作くん

のうち栽培期間中に化学合成農薬及び化学肥料不使用のもの。 

 

○ 熊本型放牧 

１年を通じて放牧を行う周年放牧、各地域の遊休水田等を活用した水田等での放牧及び複

数の地域間の広域放牧など、県内の草資源を有効活用する放牧の総称。 

 

○ くまもとグリーン農業 

熊本県が推進する「環境保全型農業」のこと。土づくりを基本として、慣行農法に比べて

化学肥料や化学合成農薬を削減するなど環境にやさしい農業と定義。 

 

○ くまもとグリーン農業生産宣言・応援宣言制度 

生産宣言制度は、県内の農業者等が、くまもとグリーン農業に取り組むことを生産する

農産物の品目ごとに宣言する制度。 

応援宣言制度は、消費者等が、くまもとグリーン農業で生産された農産物を優先的に購

入するなどの方法でグリーン農業を応援することを宣言する制度。 

 

○ 熊本県推奨うまい米基準 

県産米ブランドを確立するため、一定水準以上の食味及び品質を確保するための目安と

して、本県独自のＡランク基準と更に厳しいＳランク基準を設定し推奨するもの。届出販

売者等はうまい米基準に基づく商品であることを自己責任において表示、販売することが

できる。 
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○ 熊本県地下水と土を育む農業推進条例 

本県の豊かな地下水と肥沃な土を本県の宝と位置づけ、地下水と土を育む農業が健全に 

営まれることにより守り育んでいくことを目的として、平成27年(2015 年)３月に制定、４

月１日に施行された条例。 

 

○ 熊本県地産地消サイト 

 多彩な農産物やその料理の情報、物産館・直売所、地産地消協力店、また地産地消関連イ

ベントなど、くまもとの食と農に関する情報を発信するホームページ。 

 

○ 熊本県土地改良区統合整備計画 

県では、土地改良区の運営基盤強化や組合員負担金（賦課金）の二重賦課解消等に向け、

土地改良区の統合整備を進めており、その具体的な推進方針や目標を「熊本県土地改良区統

合整備計画」として定めている。 

平成６年度(1994年度)に第１次土地改良区統合整備計画を策定しており、現在、第５次計

画。 

 

○ 熊本広域農場構想 

 広域農場における農地・機械・労働力等をＩＣＴ等を活用して最適化し、新たな営農方

式の導入や農地の大区画化等よって、コメの生産コストの５割削減を実現し、広域農場の

コスト削減の取組みや経営理念等のコンソーシアム化を県域で展開・波及する構想のこと。 

 

○ くまもとジビエ 

ジビエ（仏：gibier）とは、狩猟で捕獲された野生鳥獣の食肉のこと。熊本県では、県内

で捕獲され、食品営業許可を得た県内施設で処理加工され、熊本県イノシシ肉・シカ肉衛生

管理ガイドラインに 沿って処理加工された野生イノシシ肉及びシカ肉のこと。 

 

○ くまもと「食」・「農」アドバイザー 

 熊本の農林水産物を使った魅力ある商品の開発を進めるために、アドバイザーとして県

が依頼している者。平成 23 年(2011 年)８月から東京農業大学名誉教授の小泉武夫氏に依

頼。 

 

○ くまもと食・農ネットワーク 

生産から消費までの様々な立場の会員が「地産地消」の取組みをとおして、消費者と生

産者、都市と農村の共生関係づくりを進めるとともに、本県の美しい自然と豊かな食文化

を守り、健康で安心に暮らせる社会づくりを進めることにより、熊本に住む豊かさを実感

できるようにすることを目的とするネットワーク。 

 

○ くまもと「食」の大地親善大使 

県内に店舗、事務所等を持つ料理人（シェフ、パティシエ等）や流通関係者の中で広く県

外に本県の農林水産業や農林水産物等県産品の情報を発信、販路開拓していただくことが

期待できるとして知事が委嘱している者。 

 

○ くまもと地産地消推進県民条例 

地産地消の推進に関する基本理念を定めるとともにとともに、県の責務並びに市町村、

生産者、事業者及び県民の役割を明らかにすることにより、本県における農林水産業の持
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続的な発展及び豊かな県民生活の実現を図っていくことを目的として平成21年(2009 年)3

月に制定された県議会議員提案による条例。 

 

○ くまもとの赤 

本県は全国有数の食料生産県として多様な農林水産物が生産されており、トマト、あか

牛、真鯛など「赤」をイメージさせる農林水産物が多数存在している。 

このため、「赤」をイメージする本県農林水産物を対象に「くまもとの赤」ブランドとし

て全国に発信し、県内外で認知度を向上させる取組み。 

 

○ くまもと農業アカデミー 

意欲ある農業者の学び直しの場（リカレント教育）として、県や大学、農業関連企業など

様々な機関が農業技術等の幅広いテーマで開催する講座。 

 

○ くまもと農業経営塾 

県内の意欲ある農業者を対象に、経営者精神、リーダーシップ、マーケティング、マネジ

メントに関する能力を磨き、将来、県の農業を担うトップリーダーを育成するために開設

した講座。 

 

○ くまもと農業経営相談所 

    平成 30年度(2018年度)に開設（事務局：一般社団法人熊本県農業会議）。 

 法人化や規模拡大、６次産業化、経営継承など農業者の皆様の多様な経営相談の総合窓

口。農業者個々の課題に応じて、税理士や中小企業診断士などの専門家を中心に普及組織や

市町村等の関係機関からなる支援チームを派遣し、課題解決までを伴走型で支援を実施。 

 

○ くまもとふるさと食の名人 

郷土の料理などについて卓越した知識・経験・技術等を有するとして知事が認定し、そ

の伝承活動や農林水産業の理解促進活動などに取り組んでいる者。 

 

○ 熊本６次産業化サポートセンター 

６次産業化の取組みにつながる案件の発掘から事業化まで、農林漁業者による６次産業

化の取組みに対して総合的なサポートを行う機関。本県では、ＪＡ熊本中央会が実務を担

っている。 

 

○ グリーン・ツーリズム 

農山漁村地域において自然・文化、農林漁業とのふれ合いや人々との交流を楽しむ滞在型

の余暇活動。 

 

○ 経営継承 

 移譲希望者の農地・施設・機械等の有形資産と技術・ノウハウ等の無形資産を継承希望

者に、受け渡すことをとおして、経営を継承する手法です。資産の散逸を防ぎ、次世代に資

産を引き継ぐことで農業経営が継続され、地域農業を守ることに大きく貢献することが期

待されている。 

 

○ 経営耕地面積 

 経営耕地 調査期日現在で農林業経営体が経営している耕地（けい畔を含む田、樹園地 
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及び畑）をいい、自ら所有し耕作している耕地（自作地）と、他から借りて耕作している

耕地（借入耕地）の合計。 
 

○ 経営資産 
農業経営の基盤となる農地や機械、設備等の有形資産と技術・ノウハウ・人脈等の無形

資産。 

 

○ 県内総生産 

年間に県内の各経済部門の生産活動によって新たに生じた付加価値を示したもので、産

出総額から中間投入額を差し引いたもの。 

なお、産出総額は「農業産出額」に「農業サービス業」及び「獣医業」の産出額を加え

たもの。 

 

○ 広域農場 

経営面積が100haを超えるような組織であって、農地の集積・集約化や、省力・低コスト技

術の導入等によって、生産コストの５割削減を目指す経営体のこと。 

 

○ 耕作放棄地 

農林水産省の統計調査における区分。農林業センサスにおいては、以前耕地であったも

ので、過去１年以上作物を栽培せず、数年の間に再び耕作する考えのない土地をいう。 

なお、これに対して、過去１年間全く作付けしなかったが、ここ数年の間に再び耕作す

る意思のある土地は不作付け地といわれ、経営耕地に含まれる。 

 

○ 耕畜連携 

耕種農家と畜産農家が連携して行う飼料の生産や堆肥の還元による資源循環型農業の取

組みのこと。耕種農家が生産する飼料用稲（稲ＷＣＳ、飼料用米）や稲わらを畜産農家が飼

料として利用したり、家畜排せつ物由来のたい肥を耕種農家が有機物資源として土づくり

に有効利用している。 

 

○ 耕地面積 

農作物の栽培を目的とする土地（けい畔を含む）面積のこと。 

 

○ 降灰対策施設 

降灰による農作物の被害を防除するために必要な施設。 

（例：農作物への灰の付着を防止する被覆施設（ハウス等）、農作物や農業施設の洗浄機

械や洗浄用水供給施設（井戸）、降灰前に飼料を迅速に収穫するための機械、等） 

 

○ 高密度播種 

苗箱あたりの乾籾を慣行の倍近い 250～300g の高密度で播種する技術で、苗箱コストや

育苗日数の削減、移植時労力の低減が期待できる。 

 

○ 国土強靱化 

  どのような災害が発生しても、被害を最小限に抑え、迅速に復旧・復興できる、強さとし

なやかさを備えた国土・地域・経済社会を構築すること。 
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○ サプライチェーン 

 サプライは供給、チェーンは連鎖の意味。農産物が生産されてから消費者に届くまでの

一連の工程。 

 

○ 指定棚田地域 

自治体が作成する「棚田地域振興計画」に対し、国が指定する地域。指定棚田地域に対し

ては、国の補助事業などの優先採択や要件緩和等の優遇措置が講じられる。 

 

○ 収入保険制度 

農業保険法に基づき、平成31年(2019年)１月から開始した国の公的保険制度で、農業経

営の安定を図るため、品目にとらわれず、自然災害による収量減少による収入減少はもち

ろん、価格低下など農業者の経営努力では避けられない収入の減少を補てんするもの。 

 

○ 集落協定 

傾斜などにより農業生産条件の不利な１ha以上の一団の農用地において農業生産活動な

ど（耕作、農地管理等）を行う農業者などが締結するもの。 

 

○ 主業農家 

農業所得が主（農家所得の50％以上が農業所得）で、１年間に60 日以上自営農業に従

事している65 歳未満の世帯員がいる農家のこと。 

 

○ 食育 

 様々な経験を通じて「食」に関する知識と「食」を選択する力を習得し、健全な食生活を

実践することができる人間を育てること。平成17年(2005年)に施行された「食育基本法」に

基づき、国が「食育推進基本計画」を策定し、推進している。 

 

○ 食料自給率 

国内の食料消費について国内の農業生産でどの程度賄えているかを示す指標であり、その

示し方として「カロリーベース総合食料自給率」、「生産額ベース総合食料自給率」の２通

りが用いられる。 

「カロリーベース総合食料自給率」･･重さが異なる全ての食料を足し合わせ計算するため

に、その食料に含まれるカロリーを用いて計算し

た自給率の値。 

「生産額ベース総合食料自給率」････カロリーの代わりに、価格を用いて計算した自給率

の値。比較的低カロリーであるものの、健康を維

持、増進する上で重要な役割を果たす野菜やくだ

ものなどの生産等がより的確に反映されるという

特徴がある。 

 

○ 新規就農支援センター 

就農を希望する人に対し、就農までの手順や研修、助成制度など、就農に関する情報の

提供やアドバイスを行っている組織。熊本県農業公社内に設置。 
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○ 森林インストラクター 

森林を利用する一般の人に対して、森林や林業に関する適切な知識を伝えるとともに、森

林の案内や森林内での野外活動の指導を行う者。 

 

○ 水田の汎用化 

水田として利用してきた農地を水稲作及び畑作のいずれにも利用できるようにすること。 

 

○ ストックマネジメント 

農業水利施設等について、管理段階から、施設の劣化状況等の調査・評価の結果を踏まえ

た対策・実施とその後の評価、モニタリングまでをデータベースに蓄積された様々なデータ

を活用しながら進めることにより、リスク管理を行いつつ施設の長寿命化とライフサイクル

コストの低減を図るための技術体系及び管理手法の総称。 

 

○ スマート農業 

  ロボット技術や情報通信技術(ＩＣＴ)を活用して、省力化・精密化や高品質生産の実現

を目指す新たな農業のこと。農業の現場における課題の一つである労働力不足が深刻化す

る中、スマート農業を活用することにより、農作業の省力・軽労化や、生産性の飛躍的向

上、高品質な農産物の安定生産などが期待される。 

 

○ 生産組織 

農作業受託や機械の共同利用など地域の実情に即した生産活動を行う組織のこと。 

 

○ 生産農業所得 

農業生産によって社会経済的にみて、どれだけの価値が生み出されたかを示す指標で、

農業産出額から物的経費（減価償却費及び間接税を含む。）を控除し、補助金等を加味した

農業純生産額（付加価値額）。 

 

○ 世界農業遺産 

国連食糧農業機関が、次世代に継承すべき重要な農林水産業や生物多様性、農業景観を有

する地域をシステムとして認定するもの。阿蘇地域は「阿蘇の草原の維持と持続的農業」と

して平成25年(2013年)5月に認定。世界で22ヶ国62地域、日本では11地域が認定（令和２年

(2020年)６月現在）されている。 

 

○ センシング技術 

 センサー（感知器）などを使用してさまざまな情報を計測・数値化する技術の総称。温

度や明るさ、湿度といった要素を定量的データとして収集し、応用する技術全般が含まれ

る。 

 

○ 鮮度保持輸送技術 

新たな輸送コンテナや包装資材等を活用することで、鮮度をなるべく保った状態で、よ

り競争力の高い農林水産物等の輸送を行うための技術。 

 

○ 総合営農管理システム 

 圃場管理の効率化を目的として、ＩＣＴ等を活用し農地情報や営農作業状況等を「見え

る化」するとともに、データをクラウド上に保管することで、複数名で共有することがで
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きるシステム。 

 

○ 総合的病害虫管理（ＩＰＭ：Integrated Pest Management） 

病害虫の発生予察情報等に基づき、化学合成農薬だけに頼らず耕種的防除（伝染病植物

除去や輪作等）、生物的防除（天敵やフェロモン等の利用）、化学的防除（農薬散布等）、

物理的防除（粘着版や太陽熱利用消毒等）の利用可能な全ての防除技術を組み合わせた防

除を実施することにより、病害虫の発生を経済的被害が生じるレベル以下に抑制し、その

低いレベルを持続させることを目的とする病害虫管理手法のこと。 

 

○ 創造的復興 

  災害発生後、単に元あった姿に戻すだけでなく、地域の将来を見据え、更なる発展につな

がるような取組みを進めること。 

た行 

○ 耐候性強化型ハウス 

  本計画においては、風速35m/s以上の強風に耐える構造計算がなされた低コスト耐候性ハ

ウスと、過去に導入された角型鋼管ハウスを加えて、“耐候性強化型ハウス”と総称す。 

 

○ 耐風性ハウス 

  風速25m/s以上35m/s未満の強風に耐える構造を有するハウスのこと。 

 

○ 「たけモン」商品 

 「たけモン くまモン うまかモンプロジェクト」商品の略。 

 くまもと「食」・「農」アドバイザーの小泉氏が監修し、県が認定した商品。 

 

○ 多面的機能支払制度 

農業・農村の有する多面的機能の維持・発揮を図ることを目的に、農業者や地域住民等が

行う法面の草刈り、水路の泥上げなどの農地・農業施設の管理活動、植栽による景観形成な

どの地域住民と連携した共同活動、水路、農道等の補修・更新を支援するための制度。 

 

○ 地域営農組織 

生産組織のうち集落あるいは集落を超えた旧市町村など自然的、地縁的なまとまりのある

範囲やライスセンター（米麦を収穫した後、乾燥する施設）などの農業生産を行う範囲を単

位として、地域の土地利用調整を前提とし効率的かつ安定的な営農を行う組織。 

 

○ 地下水と土を育む農業 

「熊本県地下水と土を育む農業推進条例」第２条で定義する、土づくりを行うことにより

化学肥料及び農薬の使用を減少させ又は原則として使用しない取組み、家畜排せつ物を使用

した良質な堆肥を生産及び流通させる取組み、飼料用米等の生産とその飼料の利用による畜

産物の生産等及び農作物を作付しない期間における湛水等水田を有効活用に寄与する取組

みのいずれかの取組みを行う農業であって、地下水の水質、水量の保全又は地力の増進に資

すると認められる農業。 

 

○ 畜産クラスター 

  畜産農家と地域の畜産関係者（コントラクター等の支援組織、流通加工業者、農業団体、
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行政等）がクラスター（ぶどうの房）のように、一体的に結集することで、畜産の収益性

を地域全体で向上させるための取組み。 

 

○ 地産地消 

県内農林水産物等を、より身近な地域で優先して消費すること。 

 

○ 地産地消協力店 

 県民が県産品の購入・利活用をすすめていくために、店舗独自の自主的な取組みにより

県産品の良さをＰＲする販売店、飲食店。 

 

○ 中山間地域 

山間地及びその周辺の地域その他の地勢等の地理的条件が悪く、農業の生産条件が不利な

地域のこと。なお、農林水産省では、統計上、「山間農業地域」と「中間農業地域」を「中

山間地域」としている。また、法律上では、特定農山村法、山村振興法、過疎地域活性化特

別措置法、半島振興法、離島振興法の５法指定地域が対象となる。 

 

○ 中山間地域等直接支払制度 

中山間地域等において、担い手の育成等による農業生産の維持を通じて、農業・農村の多

面的機能を確保するため、自然的・社会的・経済的条件の不利な地域で農業生産活動を行う

農業者などに対し、直接支払交付金が交付される制度。 

 

○ 鳥獣被害防止特別措置法 

鳥獣被害の深刻化、広域化を踏まえ、平成19年(2007年)12月に制定。正式名称は「鳥獣に

よる農林水産業等の被害の防止のための特別措置に関する法律」。現場に最も近い行政機

関である市町村が中心となって、被害防止のための総合的な取組みを主体的に行うことを

支援するため、被害防止計画を作成した市町村に対して、鳥獣保護の許可権限の委譲や、

特別交付税や補助事業等による財政支援等の措置が講じられている。 

 

○ 地理的表示保護制度（ＧＩ） 

 農林水産物・食品等の名称であって、品質、社会的評価その他の確立した特性が産地と

結びついている産品について、その名称を知的財産として国が保護する制度（平成 27 年

(2015 年)６月施行）。 

 

○ 土づくり 

たい肥その他の有機質資材を施用することにより、土壌の性質に由来する農地の生産力を

維持増進すること。 

 

○ 田園回帰 

 都市に住む若者を中心に、農村への関心を高め新たな生活スタイルを求めて都市と農村を

人々が行き交う動きや、定年退職を契機とした農村への定住志向などのこと。 

 

○ 特定技能外国人材 

    深刻な人材不足に対応するため、平成 31 年(2019 年)４月に創設された新たな在留資格

「特定技能」に基づき、就労する外国人材。技能実習生が技能実習２号を良好に修了して
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いる場合には、特定技能へ移行することができ、最長５年間在留できる。 

 

○ 特別栽培農産物 

国のガイドラインに基づき生産された地域の慣行レベル（各地域の慣行的に行われている

化学合成農薬及び化学肥料の使用状況のこと）に比べて、化学合成農薬の使用回数が50％以

下、かつ化学肥料の窒素成分量が50％以下で栽培された農産物のこと。 

 

○ 特用林産物 

主として森林原野において産出されてきた産物で、通常林産物と称するもののうち、一

般用材を除く品目の総称。きのこ類をはじめ、わらび、わさび等の山菜類、たけのこ、竹、

木炭、薪など多岐にわたり、その範囲は極めて幅広い。 

 

○ 都市農村交流施設 

都市住民と農業者・農村とのふれあいを目的とした、農産物直売所等の展示・販売機能

や体験農業機能等を備えた施設のこと。 

 

○ 土地改良区 

土地改良法に基づき都道府県知事の認可を得て設立される公的団体で、土地改良事業の事

業主体となるばかりでなく、できあがった施設の管理まで行うことができる。令和２年(2020

年)６月１日現在、熊本県内には91の土地改良区がある。 

 

○ 土地改良施設 

  農業用用排水施設、農業用道路その他農用地の保全又は利用上必要な施設のこと。貯水池、

頭首工、排水機場、水路等が該当する。 

 

○ 土地持ち非農家 

耕地、耕作放棄地を合わせて５ａ以上所有しているが、経営耕地面積が10ａ未満で、かつ

農産物販売金額が15万円未満の農家。 

 

○ 土地利用型農業 

土地を広く利用して水稲、麦、大豆、飼料作物等を生産する農業のこと。 

 

○ トレーサビリティシステム（生産流通履歴情報システム） 

食品などの生産や流通に関する履歴情報を追跡・遡及することができるシステムのこと。 

 

○ ドローン 

  無人で遠隔操作や自動制御によって飛行できる航空機の総称。 

農業用ドローンは、農薬散布や作物の生育状況のセンシング等の幅広い分野で既に実装が

開始されており、ほ場・園地管理の効率化や、肥料や農薬のピンポイント散布による生産性

の向上といった効果が期待されている。 

な行 

○ 日ＥＵ・ＥＰＡ 

日本と欧州連合間における、貿易や投資など経済活動の自由化による連携強化を目的と
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する経済連携協定。（2019 年２月１日発効） 

 

○ 日米貿易協定  

日本とアメリカ合衆国間の自由貿易協定。(2020 年１月１日発効) 

 

○ 日本型直接支払制度 

農業の多面的機能の維持・発揮のための地域活動や営農活動を支援するため、平成26年度

(2014年度)から実施された国の制度。「多面的機能支払」、「中山間地域等直接支払」、「環

境保全型農業直接支払」の３制度からなる。 

 

○ 認定研修機関 

就農に向けて必要な技術等を習得できる研修機関等であると県が認めた研修機関のこ

と。 

 

○ 認定農業者 

計画的に自らの農業経営の改善を図っていこうとする農業者が、おおむね５年後を見通

した「農業経営改善計画」を作成し、市町村長等の認定を受けた者。 

 

○ 農業委員会 

「農業委員会等に関する法律」に基づき市町村に設置される独立の行政委員会で、主に

合議体としての意思決定を行う農業委員（推薦・公募の実施後、議会の同意を経て市町村

長が任命）と、現場活動を積極的に行う農地利用最適化推進委員（農業委員会が定める区

域ごとに推薦・公募を実施後、農業委員会が委嘱）によって構成される組織。 

農業委員会は、農地法等の規定により専属的な権限を行使する法令業務の執行機関及び

担い手への集積・集約化、耕作放棄地の発生防止・解消、新規参入の促進の取組みを行う農

地利用の最適化の推進・実施機関としての役割を担っている。 

 

○ 農業遺産 

農業の営みと景観、文化、生物多様性などが結び付いた農と文化のシステムや歴史的なか

んがい施設などの総称。 

 

○ 農業共済組合 

農業保険法に基づき農業保険制度を運営する農業団体。 

 

○ 農業共済制度 

農業保険法に基づき、農業者の経営安定を図るため、自然災害、病虫害、鳥獣害等によ

って、農業者が受ける収穫量の減少等の損失を国と農業者（加入者）の拠出に基づく保険の

仕組みにより補てんする国の補てん制度。 

 

○ 農業経営改善計画 

農業経営基盤強化促進法に基づく認定農業者になるために市町村に提出する計画。 

農業経営の現状、５年後に実現を目指す農業経営の改善に関する目標、目標を達成する

ためにとるべき措置を記載する。 
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○ 農業産出額 

品目別生産数量に農家庭先販売価格（卸売価格から集出荷経費、卸売手数料を引いた金額）

を乗じて算出した額のことで、平成12年(2000年)までは「農業粗生産額」として表していた。 

 

○ 農業次世代人材投資事業（経営開始型、準備型） 

  就農前の研修段階及び経営の不安定な就農初期段階の青年就農者に対して資金交付する

制度。就農に向けて、農業大学校や研修機関等において研修を受ける者に対して給付金を

給付する準備型と経営開始直後の青年就農者に対して給付金を給付する経営開始型があ

る。 

 

○ 農業就業人口 

15歳以上で農業のみに従事した者及び農業とその他の仕事の両方に従事したが農業従事

日数の方が多い者。 

 

○ 農業水利施設 

農業用水を水源から取水し、農地へ運び農地からの排水を河川や海まで運ぶための施設。 

例：頭首工（取水堰）、揚水機場（揚水ポンプ）、用水路、排水路、排水機場（排水ポン

プ）、樋門等 

 

○ 農業生産資材価格指数 

農家が購入する農業生産に必要な資材の小売価格を指数化したもの。 

 

○ 農業の持つ多面的機能 

国土の保全、水源のかん養、自然環境の保全、良好な景観の形成、文化の伝承等農村で農

業生産活動が行われることにより生ずる、食料その他の農産物の供給の機能以外の多面に

わたる機能。 

 

○ 農業法人 

「法人形態」によって農業を営む法人の総称。この農業法人には、「農事組合法人」と「会

社法人」の２つのタイプがある。農地や採草放牧地を利用して農業経営を行う場合は、農地

所有適格法人であることが必要。 

 

○ 農業保険制度 

農業保険法に基づき、農業経営の安定を図るため、収入保険制度と農業共済制度からな

る国の公的保険制度。 

 

○ 農産物価格指数 

農家が販売するそれぞれの農産物の価格を総合的に把握するため、基準年を基に算出した

指数。 

 

○ 農地集積 

農業経営規模を縮小する農家などの農地や相続したが使う予定のない農地を、売買や貸

借によって、地域農業を支える担い手（認定農業者等）へ集めること。 
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○ 農地情報図（ＧＩＳ） 

 地図と農地や水路などの図形情報、農地の地番や作物名などの文字情報、航空写真などの

画像情報を結び付けて、コンピュータ上に再現し、位置や文字情報からの検索・各種情報の

重ね合わせ・分析・分かりやすい地図表現等を行うシステム。 

 

○ 農地所有適格法人 

農業を行うために所有権も含めた農地の権利を取得できる法人。 

 

○ 農地中間管理機構  

農業経営を縮小する農家や相続した農地の借り手を探している方などから農地を借り受

けて、地域の担い手農家などに貸し出しを行い、担い手への農地の集積・集約化を進めて

いく機関。 

本県では、公益財団法人熊本県農業公社が、平成26年(2014年)3月に県から「農地中間管

理機構」として指定を受け、平成26年(2014年)4月1日から業務を開始。  

 

○ 農福連携 

 障がい者等が農業分野で活躍することを通じ、自信や生きがいを持って社会参画を実現

していく取組み。 農福連携に取り組むことで、障害者等の就労や生きがいづくりの場を生

み出すだけでなく、担い手不足や高齢化が進む農業分野において、新たな働き手の確保に

つながることが期待されている。 
 

○ 農用地区域 
農業振興地域の整備に関する法律に基づき、農業振興地域内において今後相当長期にわ

たり農業上の利用を確保すべき土地として市町村が農業振興地域整備計画で用途（農地、

採草放牧地、農業用施設用地等）を定めて設定する区域のこと。 

は行 

○ 排水機場 

地域の排水をポンプによって強制排水するための施設。大雨等により地域の水位が上昇

し、自然排水が困難となった場合、逆流を防ぐために水門を閉め、大型ポンプにより、海や

河川へ強制排水して農地や宅地への浸水被害を軽減する。 

 

○ ハザードマップ 

自然災害による被害を予測し、その被害範囲を地図化したもの。避難所の位置や防災マ

ニュアル等も記載されている。 

 

○ 販売農家 

経営耕地面積が30ａ以上、または農作物販売金額が50万円以上の農家。 

 

○ 非主食用米 

飼料用米、米粉用米、加工用米など、主食用として利用しない米。 

 

○ 人・農地プラン 

担い手が不足していることや担い手の農地が散らばっていることなどの「人と農地の問

題」を解決するため、市町村が主体となって集落・地域で徹底的な話し合いを行い、今後の
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地域の中心となる経営体や近い将来の農地の出し手の状況、将来の地域農業のあり方など

について定めるもの。 

 

○ 普及指導員 

従来の専門技術員と改良普及員とを一元化し、平成17年(2005年)４月から都道府県に設

置された職員。高度で多様な技術・知識をより的確に農業現場に普及していくために、専

門の事項又は普及指導活動の技術及び方法についての調査研究と農業者への普及指導を併

せて実施。 

 

○ 豚熱 

ＣＳＦウイルスの感染による豚とイノシシの病気。強い伝染力と高い致死率が特徴で、

家畜伝染病予防法において家畜伝染病に指定されている。このため、発生した農場では、

飼養豚等を対象に防疫措置を行うこととされている。 

 

○ フードバレーアグリビジネスセンター 

 ６次産業化の支援や事業者と食品関連企業等との新たな結びつけを行うとともに高付加

価値化に関する試験研究等を行うため、熊本県農業研究センターい業研究所内に整備し、

平成27年度(2015年)から業務を開始した施設。 

 

○ 防護延長 

海岸保全施設等で自然災害を防いでいる延長。 

ま行 

○ マーケットイン 

 商品の企画開発や生産において消費者のニーズを重視する方法。 

 

○ むらづくり 

農山漁村の”宝”を活かした、住民主体の地域が元気になる取組み。 

 

○ モーダルシフト 

 トラックによる幹線貨物輸送を大量輸送が可能な海運または鉄道に転換すること。 

や行 

○ 有害鳥獣 

人や家畜及び農作物などに被害を与える鳥獣のことで、クマ、シカ、イノシシ、サル、カ

ラスなどが農地や集落等に入り込み、何らかの害を及ぼす場合にいう。 

 

○ 有機農業 

 「有機農業の推進に関する法律」（平成 18 年法律第 112 号）の第二条において、有機

農業は次のように定義される。「化学的に合成された肥料及び農薬を使用しないこと並び

に遺伝子組換え技術を利用しないことを基本として、農業生産に由来する環境への負荷を

できる限り低減した農業生産の方法を用いて行われる農業」。有機農法、有機栽培、オーガ

ニック農法などとも呼ばれる。 
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○ 輸出促進アドバイザー 

 輸出に意欲や関心、可能性を持つ農林水産生産者等に対し、輸出に向けたアドバイスや

海外事情の情報提供、商談支援等総合的な支援を行う専門家。 

ら行 

○ ライフサイクルコスト 

農業水利施設等について、その建設に要する経費に、供用期間中の運転、補修等の維持管

理に要する経費及び廃棄に要する経費を合計した金額。 

 

○ ６次産業化 

農業者が生産（第１次産業）、加工（第２次産業）、販売・流通（第３次産業）の一体化

により付加価値を増大させる経営の多角化の取組みのこと。 

 

英字 

○ ＡＩ（Artificial Intelligence） 

  人工知能（AI）とは、人間の知的ふるまいの一部をソフトウェアを用いて人工的に再現

したもの。経験から学び、新たな入力に順応することで、人間が行うように柔軟にタスク

を実行する。 

 

○ ＧＡＰ（Good Agricultural Practice） 

農業生産活動を行う上で必要な関係法令等の内容に則して定められる点検項目に沿って、

農業生産活動の各工程の正確な実施、記録、点検及び評価を行うことによる持続的な改善活

動のこと。 

 

○ ＧＩＳ（Geographic Information System） 

地理情報システムのこと。地理的位置を手がかりに、位置に関する情報を持ったデータ

（空間データ）を総合的に管理・加工し、視覚的に表示し、高度な分析や迅速な判断を可能

にする技術。 

 

○ ＨＡＣＣＰ（Hazard Analysis and Critical Control Point） 

食品等事業者自らが原材料の受入れから最終製品までの各工程ごとに、微生物による汚

染、金属の混入などの危害要因を分析（ＨＡ）した上で、危害の防止につながる特に重要な

行程（ＣＣＰ）を継続的に監視・記録する工程管理システム。 

 

○ ＩＣＴ（Information and Communication Technology） 

  情報通信技術のこと。ＩＣＴは各種産業への普及が期待できるが、農業では農業機械のＧ

ＰＳナビゲーションシステムや施設園芸における複合環境制御などへの導入が期待される。 

 

○ ＩｏＴ（Internet of Things） 

  様々な「モノ（物）」が自律的にインターネットに接続され（単に繋がるだけではなく、

モノがインターネットのように繋がる）、情報交換することにより相互に制御する仕組み。 

 

○ ＪＡＳ有機農産物  

ＪＡＳ法（農林物資の規格化等に関する法律）に基づき、規格化されており、堆肥等で土
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づくりを行い、播種又は植え付け前２年以上（多年生作物の場合、最初の収穫前３年以上）

の間、禁止された農薬や化学肥料を使用しない田畑で有機栽培された有機農産物のこと。

農林水産省の登録を受けた第三者機関（登録認証機関）の認証による有機ＪＡＳの格付け

審査に合格することが必要である。 

 

○ ＮＰＯ（Non-Profit Organization、Not-for-Profit Organization） 

様々な社会貢献活動を行い、団体の構成員に対し、収益を配分することを目的としない

団体の総称。収益を目的とする事業を行うことそのものは認められているが、事業収益は、

社会貢献活動に充てることとなる。このうち、特定非営利活動促進法に基づき法人格を取

得した法人「ＮＰＯ法人」という。ＮＰＯは法人格の有無を問わず、様々な分野（福祉、教

育・文化、まちづくり、環境、国際協力など）で、社会の多様化したニーズにこたえる重要

な役割を果たすことが期待される。 

 

○ ＱＲコード 

マトリックス型二次元コード。バーコードよりも大容量の情報を記録することができる。 

 

○ ＲＴＦ（Ready To Flower）苗 

花芽分化の準備ができていることを意味するの略。定義は、花芽を持つ茎が伸びているが、

花芽分化は始まっていない状態の活力ある苗のこと。ＲＴＦ苗は、熊本県農業研究センター

で開発された技術で、トルコギキョウ切り花の抑制栽培において計画的な生産が可能とな

る。 

 

○ ＴＭＲ（Total Mixed Ration） 

粗飼料、濃厚(配合)飼料、ミネラル、ビタミン等を家畜が要求する栄養成分を満たすよ

う適正に配合し、選び食いが出来ないように混合した飼料のこと。 

 

○ ＴＰＰ１１（Trans-Pacific Partnership１１） 

米国を除く環太平洋連携協定（ＴＰＰ）参加11カ国（メキシコ、日本、シンガポー

ル、ニュージーランド、カナダ、オーストラリア、ベトナム、ブルネイ、マレーシア、ペ

ルー、チリ）による新協定。域内の農畜産物、工業製品の関税撤廃や削減に加え、投資、

知的財産権保護、電子商取引など広範な分野のルールが定められている。（2018 年 12月

30日発効）ＣＰＴＰＰ（Comprehensive and Progressive Agreement for Trans-Pacific 

Partnership）とも称される。 
 
○ ＵＩＪターン  

Ｕターン：地方から都市に移住した人が、再び故郷に戻ることを指す。 

Ｉターン：都市部から出身地とは違う地方に移住して働くことを指す。 

Ｊターン：生まれ育った故郷から進学や就職で都会に移住した後、故郷に近い地方都市

に移住することを指す。 

 

○ ＷＣＳ用稲（Whole Crop Silage） 

とうもろこしや稲のように、従来は子実をとることを目的に作られた作物を、繊維の多

い茎葉部分と栄養価の高い子実部分を一緒に収穫してサイレージに調整したもの。こうし

て利用することにより、乳用牛や、肉用牛にとってバランスがとれた栄養収量の高い飼料

生産が可能となる。 
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